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中間レビュー調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：タイ王国 案件名：非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基

盤技術 

分野：資源・エネルギー 援助形態：技術協力プロジェクト（科学技術） 

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（評価時点）：356,796 千円 

 

協力

期間 

（R/D）： 2010 年 5 月 16 日～2015 年

3 月 31 日 

先方関係機関：国家科学技術開発庁（NSTDA）、

科学技術研究院（TISTR）、モンクット王工科大

学ノースバンコク（KMUTNB） 

 日本側協力機関：（独）産業技術総合研究所

（AIST）、早稲田大学（WU） 

 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）における代替エネルギー研究の歴史は古く、1970 年ころ

からプミポン国王が王室プロジェクトの一部として、バイオエタノール、バイオディーゼル燃

料（Biodiesel Fuel：BDF）開発に取り組んでおり、現状ではパームなど食糧系バイオマスが主

流となっている。他方、食糧を燃料に転換することはできれば回避されることが望ましく、そ

の方法の検討が求められている。よって、タイ国内での非食糧系バイオ燃料開発のメカニズム

の解明及び本燃料に係る試験標準化のニーズが高まっており、非食糧系バイオ燃料の有望な選

択肢としてジャトロファオイル並びに余剰農業廃棄物が挙げられている。しかし、ジャトロフ

ァには毒性物質が含まれており、バイオ燃料として活用するためには毒性物質の除去が必要で

ある。また、輸送燃料としての実用化に向けては品質向上のための基盤技術の構築が不可欠と

なっており、今後技術的な課題を克服する必要がある。 

これらの状況を受け、タイ政府から地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）プロジ

ェクトとして、非食糧系バイオ燃料開発に係る基盤技術構築に関する要請がなされた。2009 年

9 月に詳細計画策定調査が実施され、2010 年 2 月に討議議事録（R/D）に署名がなされた。2010

年 5 月より科学技術協力「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術」（以下、「本プロジェ

クト」）プロジェクトが開始され、タイで試験利用が始まりつつあるジャトロファオイルからの

BDF製造におけるコスト低減やBDFの安全性確保と燃料品質確保に向けた技術の構築とともに、

未利用のジャトロファ残渣のバイオオイル生成技術及び燃料化技術の確立に取り組んでいる。 

今般、プロジェクト期間の約半分が終了したことから、これまでのプロジェクト活動実績・

経緯を検証し、評価 5 項目に沿った評価を行うとともに、プロジェクト後半期間の課題を確認

し、提言を取りまとめることを目的とし、タイと合同で中間レビュー調査を実施することとし

た。 

 

１－２ 協力内容 

(1) プロジェクト目標 

非食糧系バイオマスであるジャトロファを用いた輸送燃料製造の基盤技術が開発され

る。 

 

(2) 成果 

研究成果 1：ジャトロファオイルからの安全で高品質な BDF の製造技術の構築 
1) 毒性懸念のない BDF 製造のための解毒化技術が開発される。 
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2) 標準化された高品質 BDF 製造プラント化技術が開発される。 

3) ジャトロファ BDF の改質のための触媒利用技術が開発される。 

4) ジャトロファオイル留分から高品質 BDF 製造の CO2 削減効果が、ライフサイクルア

セスメント（Life Cycle Assessment：LCA）によって明らかにされる。 

5) 高品質 BDF の自動車燃料適合性が実証される。 

研究成果 2：ジャトロファ残渣のバイオオイル精製技術及び高品位輸送燃料化技術の構

築 
6) 急速熱分解によるジャトロファ残渣からのバイオオイル製造技術が開発される。 

7) バイオオイル分離・安定化技術が開発される。 

8) バイオオイルを石油系ガソリン及び軽油品質までに向上させるための脱酸素化及び水

素化精製技術が開発される。 

9) 現行の石油精製設備での利用を想定した、バイオオイルと石油基材の混合処理技術が

開発される。 

10) バイオ燃料製造の LCA による CO2 削減効果が明らかにされる。 

11) ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（石油との混合油を含む）の自動車燃料適合性が実

証される。 

 

(3) 投入 

1) 日本側 

短期専門家/研究者：15 名、長期専門家（業務調整）：1 名 

機材供与：TISTR 向け機材（高品質 BDF 製造パイロットプラント、脱ガム装置、同軸フ

ィーダ型熱分解炉、流動層型熱分解炉、熱分解炉付き GC-MS、真空ジェット脱水装置等）、

国家金属材料技術センター（National Metal and Materials Technology Center：MTEC）

/NSTDA 向け機材（触媒反応実験装置、オートクレーブ、ラボスケール熱分解炉、CHNOS

分析器、液体クロマトグラフ、粘度計測器、真空乾燥器、管状炉等）、KMUTNB 向け機

材（高圧マイクロ反応器、GC-MS、化学吸着分析器等） 

本邦研修：21 名参加（うち 2 名は 2 回） 

ローカルコスト負担：約 335 万バーツ（2012 年 9 月末まで） 

2) タイ側 

カウンターパート（C/P）配置：延べ 89 名 

3 C/P 機関に日本人専門家用執務場所及びプロジェクト活動用のラボラトリーを設置、

TISTR に BDF 製造パイロットプラント及び熱分解炉用のワークショップを設置 

ローカルコスト負担：約 1,703 万バーツ（2012 年 9 月末まで） 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団  長 

 

小島 元 

 

JICA 産業開発・公共政策部 資源・エネル

ギー第二課 企画役 

評価分析 齋川 純子 ㈱コーエイ総合研究所 コンサルティング

第 3 部 

科学技術計画・評価 国分 牧衛 東北大学大学院 農学研究科 教授 

科学技術計画・評価 井上 千尋 JST 地球規模課題国際協力室 主査 

調査期間  2012 年 11 月 21 日～12 月 5 日 評価種類：中間レビュー 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) 【Task1】ジャトロファオイル留分からの高品質 BDF の製造に係る活動 

1) 解毒化技術の研究 

部分水素化によりホルボールエステルをほぼゼロに低減。 

2) パイロットプラントの設計・開発、高品質 BDF の製造 

高品質化設備を含むパイロットプラントを TISTR に設置、高品質 BDF の製造実現。 

3.1) エステル交換用固定触媒の特定 

新規触媒系を特定。 

3.2) 酸化安定性向上のための水素化技術構築 

多価不飽和脂肪酸メチルを部分水素化し、単価不飽和脂肪酸メチルに転換し、酸化安

定性向上。水素化工程スケールアップを検討中。 

3.3) 脱金属技術の構築 

アルカリ金属・アルカリ土類金属・リン除去可能の吸着剤を部分水素化工程に含めた

技術をラボレベルで開発。 

3.4) 詳細分析技術の開発 

GC 及び GC-MS を用いた詳細分析法を構築。 

4) 高品質 BDF 製造の LCA 実施 

ジャトロファ栽培～種子搾油工程の CO2 排出量の LCA 実施。 

 

(2) 【Task2】ジャトロファ残渣からのバイオオイルの製造に係る活動 

6.1) 急速熱分解用触媒の探索 

酸素分が低減し炭化水素成分を主成分とするバイオオイルを製造できるゼオライト

系触媒やカーボン担持金属触媒を特定。 

6.2) 急速熱分解炉の研究・開発 

TISTR に流動層型急速熱分解炉パイロットプラントを設置、運転最適化を継続。 

7.1) 分離技術の設計・研究 

水溶性成分と非水溶性成分への分離方法を特定。連続式分離装置を設計・試作。 

7.2) 安定化向上技術の研究・開発 

酸化防止剤添加により、粘度上昇の抑制、安定性向上が確認。 

 

(3) 【Task3】バイオオイルの改質及びライフサイクルアセスメントに係る活動 

8.1) 脱酸素化技術の研究・開発 

直接脱酸素技術と水素化脱酸素技術につき検討し、石油系脱硫触媒をベースとした水

素化精製方式が有用であることを実証。 

8.2) 改質触媒の研究・開発 

水素化脱酸素方式では CoMo 系硫化物触媒が優位であり、低硫黄バイオオイルの水素

化脱酸素では Co 系金属触媒も有望であることを実証。 

9) バイオオイルと石油基材の混合処理技術の研究・開発 

混合処理は、バイオオイルの脱酸素と石油留分の脱硫を同時進行させ、CoMo 系硫化

物触媒等の硫化状態維持に有効であることを実証。 

10) 改質されたバイオオイルの LCA を実施 

2013 年度より活動開始予定。 
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(4) 【Task4】高品質 BDF 及びジャトロファ残渣由来バイオ燃料の自動車燃料適合性評価に係

る活動 

5.1) 高品質 BDF の材料適合性評価の実施 

材料適合性は実証。 

5.2) 高品質 BDF の燃焼特性評価の実施 

部分水素化処理による高品質 BDF と従来型 BDF の燃料特性・排出ガス特性を検証（ほ

ぼ同等）。燃焼方式を変えての検証を継続。 

5.3) 高品質 BDF のエンジン特性評価の実施 

BDF 混合軽油を用いエンジン試験を実施、エンジン特性・燃焼特性・排気特性への影

響を検証。耐久性を実車試験にて実施中。 

5.4) 高品質 BDF の燃焼特性シミュレーションの実施 

エンジン運転条件最適化に向け、燃焼特性・排気特性評価を行うため、代用機構モデ

ルを用いての数値シミュレーションを実施。 

11) ジャトロファ残渣由来バイオ燃料の自動車燃料適合性実証 

2013 年度より活動開始予定。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは、タイ側の開発政策〔第 11 次国家経済社会開発計画（2011～2016 年）、

代替エネルギー開発計画（AEDP、2012～2021 年）〕、日本の ODA 政策〔対タイ王国国別

援助方針（案）、2012 年 10 月〕、C/P 機関のニーズに整合しており、妥当である。 

 

(2) 有効性 

成果の達成状況・見込み： 

（研究成果 1） 

【Task1】 

1) 成果 1：部分水素化によりホルボールエステルは消滅、成果は既に達成されている。 

2) 成果 2： 高品質 BDF 製造プラントの運転が開始されており、成果は既に達成されてい

る。 

3) 成果 3： 高品質原料からの高品質 BDF 製造は実現しており、成果は十分に達成されて

いる。 

4) 成果 4： 高品質 BDF 製造の全プロセスの LCA を行うためには追加情報・データが必

要。 

【Task4】 

5) 成果 5： BDF 混合軽油の材料適合性、エンジン燃焼特性評価を実施しており、本プロ

ジェクトにて製造の高品質 BDF の自動車燃料適合性の実証は大いに見込め

る。 

 

（研究成果 2） 

【Task2】 

6) 成果 6： 触媒は既に特定されている。20kg/時間の処理能力の急速熱分解炉を TISTR に

設置、今後運転が開始される。本成果は十分に達成されている。 

7) 成果 7： ラボレベルではバイオオイル分離・安定化技術は構築されており、成果はあ
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る程度達成されている。2013 年 6 月までに NSTDA に設置予定の分離・安定

化装置で検証を行う予定。 

 

【Task3】 

8) 成果 8： 模擬バイオオイルを用いてのラボレベルでは脱酸素化・水素化精製技術は開

発、成果はある程度達成されている。ジャトロファ残渣から製造されたバイ

オオイルを用い検証予定。 

9) 成果 9： ラボレベルでは、模擬バイオオイルと石油基材の混合処理技術により、硫黄

分が低減されており、成果はある程度達成されている。ジャトロファ残渣か

らのバイオオイルを用いての技術改良を進める予定であり、成果の十分な達

成が見込める。 

10) 成果 10：活動は 2013 年度より開始予定である。 

【Task4】 

11) 成果 11：活動は 2013 年度より開始予定である。 

 

プロジェクト目標の達成状況・見込み： 

本プロジェクトは順調に進捗している。研究成果 1 については、TISTR 設置のパイロ

ットプラントにより安全で高品質な BDF が製造されていることから、十分なレベルでの

成果に既に達している。今後は高品質 BDF 製造プロセスの特性を更に解明するための実

験活動が継続する。研究成果 2 については、ジャトロファ残渣からのバイオ燃料の製造

及び改質に係る技術開発のための研究活動が実施されており、ある程度の成果がラボレ

ベルでは出ている。TISTR 設置の急速熱分解炉での実験が数カ月以内には開始され、十

分な量のバイオオイルが製造される予定であることから、本研究成果達成に向けての技

術開発活動も加速することが見込まれる。よって、現在の研究成果の達成状況及び今後

の研究活動を考慮すると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は達成すること

が大いに見込まれる。 

 

(3) 効率性 

投入： 

日本側からの投入（専門家の派遣、本邦研修、供与機材、現地業務費）は、質、量、

タイミング的におおむね適切に行われている。本邦研修で得られた知識・技術は本プロ

ジェクトの研究タスクだけでなく、他の研究活動に生かすとともに同僚にも共有してい

るとのことである。 

タイ側 C/P はその専門分野・経歴を考慮して配置されており、これまでのメンバー交

代もわずかである。タイ側の研究活動予算は十分とはいえないが、C/P 機関の自己資金

だけでなく外部機関から研究予算を確保する等の対応をしており、プロジェクト活動の

遅延等の重大な影響は生じていない。 

活動： 

成果産出のために、プロジェクト活動は、おおむね効率的に進捗している。日本人専

門家とタイ側 C/P の良好な協力関係、高品質 BDF 製造パイロットプラントの早期段階で

の運転開始、洪水被害からの短期間での復旧、民間部門からの支援等が、活動の効率性

を促進している。 
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(4) インパクト 

本プロジェクト実施を通じて、C/P 機関・その研究員の能力が向上してきている〔新た

な知識・技術の習得、研究タスクの効率的・スムーズな遂行、具体的成果（有効な触媒の

特定・高品質 BDF 製造等）、研究成果発表会・学会等での発表、論文・研究報告書の作成〕。 

研究成果発表会、実車試験等を通じて、プロジェクトは各方面からの注目を集めており、

これらの外部機関とのネットワークも広がっている。 

高品質 BDF 製造技術の実用化については、タイ政府エネルギー省、日・タイ産業界等と

の協議が開始され、本プロジェクトで開発された技術に関心をもち始めている。 

高品質 BDF 製造技術の他原料への適用について、ジャトロファ以外の原料を用いて BDF

製造パイロットプラントを運転し参考データを取得する計画が C/P 機関側から提示されて

いる。 

 

(5) 持続性 

政策及びその他の支援： 

AEDP は、再生エネルギーの活用、効率的な再生エネルギー技術の研究・開発の促進

を掲げていることから、基本的には同分野に対するタイ政府からの支援は大いに見込め

る。また、本プロジェクトの技術の実用化に向けては、民間産業部門との協力関係を維

持することが不可欠である。 

財政面： 

バイオ燃料製造に係る研究開発は NSTDA 及び TISTR の優先分野であることから、プ

ロジェクト関連研究活動の継続のため、TISTR 自己資金及び NSTDA クラスタープロジ

ェクト管理オフィス（Cluster Project Management Office：CPMO）「環境・エネルギーク

ラスター」からある程度の研究予算が割り当てられることが大いに見込める。 

組織面： 

プロジェクト活動を通じて、C/P の研究能力及びプロジェクト運営能力は十分なレベ

ルにまで向上している。また、C/P の大部分がプロジェクト終了まで及び終了後も定着

する可能性は高いことから、プロジェクト関連研究活動を C/P 機関自身で継続できるこ

とが見込める。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・ 日本人専門家・タイ側 C/P の良好な協力関係、プロジェクトへの積極的関与が、プロ

ジェクト進捗を促している。 

・ タイ側の C/P 機関の役割分担、責任体制は、プロジェクト初期段階で、日本・タイ国

側双方で十分に協議された。また、C/P 研究者は自らの研究タスク・目標、そのプロジ

ェクト目標との関連につき理解している。 

・ JCC 会議、SC 会議等を通じて、プロジェクト活動進捗が定期的にモニターされ、課題

への対応がなされている。 

・ 各種会議、研究成果発表会等の行事、日本人専門家の派遣、本邦研修、E-mail 等を通

じて、日本人専門家・タイ側 C/P 双方は十分なコミュニケーション・情報共有を行っ
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ている。 

・ タイ側 C/P 機関は、プロジェクト開始前にも、バイオエネルギー分野の研究開発の経

験があり、ある程度の知識・技術のレベルに達していた。本プロジェクトにおける日

本人専門家からタイ側 C/P への知識・技術の適切な移転により、C/P の知識・技術レベ

ルは更に向上した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

特になし。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト目標達成のために、研究成果 1 と研究成果 2 の 2 つの研究成果が設定されてい

る。本プロジェクトは順調に進捗しており、研究成果 1 については中間時点において十分なレ

ベルの成果をもたらしている。本プロジェクトが、部分水素化による改質等の新技術を適用し

高品質 BDF 製造を実現し、実車試験までつなげたことは特筆すべきことである。一方、TISTR

設置の急速熱分解炉での実験が開始され、2013 年中には十分な量のバイオオイルがジャトロフ

ァ残渣から製造される予定であることから、研究成果 2 に係る研究活動が加速することが見込

まれる。よって、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みであること

が合同調査団により確認された。 

また、プロジェクト上位目標の達成見込み及び持続性については、プロジェクトが開発した

技術にタイ政府が関心をもち、実用化に向けての関連研究活動への支援を行うか否かに影響さ

れることが、確認された。 

 

３－６ 提言 

(1) PDM の改訂 

レビュー調査結果を踏まえ、以下のとおり、PDM 改訂を提言した（本提言は 12 月 4 日

開催第 3 回 JCC にて承認済）。 

・ 「人材育成・技術移転、BDF 製造技術の実用化」につき、活動、成果（その指標、入

手手段）、前提条件を追加した。 

・ プロジェクト目標指標 2、成果指標 4、5、7、10、11 につき、表現、達成目標年等を修

正した。 

・ 活動 2.1、2.2、3.4（3.4 と新規 8.3 に分割）につき、修正した。 

・ 活動 5.5 を追加した。 

・ 活動 11.3、11.4 を削除した。 

 

(2) プロジェクト実施・モニタリング体制の更なる改善 

実施・モニタリング体制の更なる改善のため、各研究タスクグループの活動進捗・課題・

今後の活動スケジュールをタイムリーに共有・管理できるような仕組みの導入を検討すべ

きである。改訂 PDM をタイ側 C/P 及び日本人専門家の間で適切に共有すべきである。 
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(3) 不測の状況への対応に係る事前協議 

科学技術協力プロジェクトは通常新たな技術分野を対象とするため、不測の状況がしば

しば生じる。タイ・日本国側双方のプロジェクト関係者は、不測の状況に対応するための

予算の確保方法につき、事前に十分に協議する必要がある。 

 

(4) プロジェクトにより開発された技術の実用化 

タイ・日本国側双方のプロジェクト関係者は、本プロジェクトにより開発された技術の

実用化に向け、外部関係者（タイ政府、日・タイ民間産業部門等）の興味を促進し、その

支援を得るためのアクションを継続することが求められる。また、ジャトロファ入手可能

性はプロジェクトの方向性に影響するため、タイ及び周辺国におけるジャトロファの供給

ポテンシャル及び関連要因の状況につき今後もフォローアップすべきある。 

 

３－７ 教訓 

特になし。 

 

３－８ フォローアップ状況 

該当なし。 
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Summary of the Mid-Term Review Results 
I. Outline of the Project 
Country: Kingdom of Thailand Project title: Innovation on Production and Automotive 

Utilization of Biofuels from Non-Food Biomass 

Issue/Sector: Energy and Mining Cooperation scheme: Technical Cooperation 
(SATREPS) 

Division in charge: Industrial Development and 
Public Policy Department 

Total cost: 356,796 thousand JPY 

Period of 
Cooperation 

(R/D): 16 May 2010 to 31 March 
2015 
(Extension): 
(F/U) : 
(E/N)(Grant Aid) 

Partner Country’s Implementing Organization: 
National Science and Technology Development 
Agency (NSTDA), Thailand Institute of Science and 
Technological Research (TISTR), King Mongkut’s 
University of Technology North Bangkok (KMUTNB) 

Supporting Organization in Japan: 
National Institute of Advanced Industrial Science and 
Technology (AIST), Waseda University (WU) 

Related Cooperation: 

1. Background of the Project 
Research on alternative energy has a long history in the Kingdom of Thailand.  Development of 
bioethanol and biodiesel have been addressed as parts of the Royal Projects since around 1970 and energy 
generated from food biomass such as oil palm are currently the mainstream.  On the other hand, it is 
preferable to avoid utilizing food biomass for generating fuels; thus, examination on this method is 
required.  Due to this background, there have been growing needs for clarification of development 
mechanism of non-food biofuels and standardization of tests on these biofuels in Thailand.  Although 
Jatropha oils and surplus agriculture residues are listed as potential feedstock for production of non-food 
biofuels, Jatropha contain toxic materials such as phorbol ester, so their detoxification is needed for 
utilization as biofuels.  Development of fundamental technologies for upgrading biofules as automotive 
utilization is essential and technical problems are required to be overcome. 
Considering these situations, the Government of the Kingdom of Thailand (GoT) requested support of the 
Government of Japan (GoJ) under the form of scientific technical cooperation with aiming to innovate 
technologies of biofuels production from non-food biomass.  In response to this request, detailed 
planning survey was conducted in September 2009 and the record of discussion (R/D) on technical 
cooperation project “Innovation on Production and Automotive Utilization of Biofuels from Non-Food 
Biomass” with the period from May 2010 to March 2015 was signed in February 2010. 
Since the Project has reached the halfway point, JICA has determined to conduct a mid-term review study 
for the purpose of reviewing the achievements of activities of the Project, evaluating them, and 
suggesting directions for latter half period of the Project. 
 
2. Project Overview 
(1) Project Purpose 
Fundamental technologies to produce biofuels from non-food biomass for automotive utilization are 
developed. 
(2) Outputs 
(For Research Achievement 1: Development of technologies to produce safe and high quality BDF 
from Jatropha oil) 
[Task 1] 
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1) Detoxification conversion technology for production of non-toxic BDF is developed. 
2) Standardized production technology of high-quality BDF in a pilot-scale is developed. 
3) Catalyst utilization technology for upgrading Jatropha BDF is developed. 
4) CO2 reduction effect of high quality BDF from Jatropha oil is clarified by the Life Cycle 

Assessment (LCA). 
[Task 4] 
5) Automobile fuel compatibility of high quality BDF produced by the Project is proven. 
(For Research Achievement 2: Development of technologies to produce and upgrade bio-oils from 
Jatropha residues) 
[Task 2] 
6) Production technology of bio-oil from Jatropha residues by thermal/ catalytic conversion is 

developed. 
7) Separation and stabilization technologies of bio-oil are developed. 
[Task 3] 
8) Deoxygenation and catalytic hydrotreating technologies for upgrading of bio-oils to the quality of 

petroleum gasoline and diesel oil are developed.  
9) Co-processing technology of deoxygenated bio-oils and conventional petroleum, which can be 

utilized at a conventional petroleum refinery, is developed. 
10) CO2 reduction effect for using Jatropha derived oils as transportation fuels is clarified by the Life 

Cycle Assessment (LCA). 
[Task 4] 
11) Automobile fuel compatibility of bio-oils from Jatropha residues, including bio-oils upgraded with 

conventional petroleum, is proven. 
(3) Inputs 

Japanese side: 
Dispatch of Experts: Fifteen short-term experts and one long-term expert (Project Coordinator) 
Equipment: equipments for TISTR (pilot plant for high quality BDF production, degumming 
equipment, extruded-type fast pyrolyzer, fluidized bed pyrolyzer, pyrolyzer link with GC-MS, 
vacuum jet dehydrator, etc.), for MTEC/NSTDA (standard apparatus for catalytic reaction test, 
autoclave, lab-scale pyrolyzer, CHNOS analyzer, HPLC, viscosity meter, vacuum oven, tubular 
furnace, etc.), and for KMUTNB (high pressure micro-reactor, GC-MS, chemisorptions analyzer, 
etc.). 
Local cost: around 3.35 million THB (by the end of September 2012) 
Trainings in Japan: 21 persons (twice for 2 persons) 

                                                  Total Cost 356,796 thousand JPY         
Thai side: 

Appointment of counterparts: 89 persons in total 
Working spaces for Japanese experts and laboratories for the Project at all C/P organizations. 
Workshop for BDF pilot plant and pyrolyzers at TISTR. 
Local cost: 17.03 million THB (by the end of September 2012) 

II. Review Team 
Members of 
Review Team 

Mr. Gen Kojima, Leader, Advisor, Industrial Development and Public Policy Department, 
JICA 

Ms. Junko Saikawa, Evaluation Analysis, Consultant, KRI International Corp. 
(Observers) 
Dr. Makie Kokubun, SATREPS Planning and Evaluation, Professor of Tohoku University, 

Program Officer for Science and Technology Research Partnership for Sustainable 
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Development (SATREPS) 
Ms. Chihiro Inoue, SATREPS Planning and Evaluation, Unit Chief, Research Partnership 

for Sustainable Development Division, Japan Science and Technology Agency (JST) 

Period of 
Review 

21 November to 5 December 2012 Type of Evaluation: mid-term review 

III. Results of Review 
1. Summary of Achievements 
 
(1) Activities for [Task 1] Production of high quality BDF from Jatropha oil 
1) R & D on detoxification technology: Phorbol ester was vanished after partial hydrogenation. 
2) Design and develop BDF production pilot plant and production of high quality BDF: A high quality 
BDF production plant with treatments of upgrading was installed at TISTR. The plant has been operated 
to produce high quality BDF. 
3.1) Identify heterogeneous catalysts: New catalysts were identified. 
3.2) Develop hydrotreating technologies for oxidation stability: Technologies for enhancing oxidation 
stability that polyunsaturated fatty acid ester would be converted to monounsaturated fatty acid ester by 
partial hydrogenation were developed. Scale-up of this process is under examination.  
3.3) Develop demineralization technology: Technology incorporating the adsorbents eliminating alkali 
metal, alkali earth metal and P for BDF production was developed at laboratory scale. 
3.4) Detailed analysis of BDF and bio-oils: Detailed analysis method by using GC and GC-MS was 
developed. 
4) Life Cycle Assessment on high quality BDF production: LCA on the process from Jatropha cultivation 
to their milling/extraction was done. 
(2) Activities for [Task 2] Production and upgrading of bio-oil from Jatropha residues 
6.1) Develop catalysts for catalytic fast pyrolysis: Zeolite catalysts and carbon supported metal catalysts 
which could produce bio-oil composed mostly of hydrocarbon with lesser oxygen contents were 
identified. 
6.2) Research and develop pyrolysis reactor: Fluidized bed pyrolyzer was installed at TISTR. Its 
optimized operation will be examined. 
7.1) Design and develop separation technologies: Method to separate bio-oils into water soluble 
component and water insoluble component from lignin was identified. Proto-type separator was designed 
and its fabrication is underway. 
7.2) Research and develop technologies for increasing stability: Methods to suppress viscosity increase of 
bio-oils by polymerization were identified. 
(3) Activities for [Task 3] Upgrading bio-oils and Life Cycle Assessment 
8.1) Research and develop deoxygenation technology: It was found that hydrodeoxygenation was superior 
to direct deoxygenation (Decarboxylation). 
8.2) Research and develop catalytic technology for upgrading: It was found that CoMo sulfide catalysts 
had superiority in production of hydrocarbon fuels and that Co metal catalysts could function for 
hydrodeoxygenation of lower sulfur bio-oils. 
9) Research and develop co-processing technologies of deoxygenated bio-oils with conventional 
petroleum: It was found this co-processing could promote deoxygenation of bio-oils and desulfurization 
of petroleum fractions, and maintain the performance of CoMo sulfide catalysts. 
10) LCA on biofuels production via. Pyrolysis-hydrotreating process: It will be started from 2013. 
(4) Activities for [Task 4] Evaluation of automobile fuel compatibilities of high quality BDF and 
biofuels from Jatropha residues 
5.1) Evaluate material compatibilities of high quality BDF: It was verified. 



xii 

5.2) Evaluate combustion behavior of the BDF: Combustion behavior and exhaust gas emission on both 
high-quality BDF with partial hydrogenation and conventional BDF with antioxidants were examined. 
Further investigation with different combustion systems will be continued. 
5.3) Evaluate engine performance of the BDF: Engine experiments on BDF blended diesel oil were 
conducted. Effects on characteristics of engine performance, combustion behavior and exhausts were 
investigated. Durability tests of on-road vehicle and engine are underway. 
5.4) Simulate combustion behavior of the BDF: Numerical simulation by using surrogate mechanism 
model was conducted for optimal conditions for engine operation. 
11) Prove automobile fuel compatibility of bio-oils from Jatropha residues: It will be started from 2013. 
 
2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
Project is still relevant in view of consistency with Thai development policies (11th National Economic 
and Social Development Plan (2012-2016) and Alternative Energy Development Plan (AEDP, 
2012-2012)), Japanese ODA policies (Japan’s Country Assistance Policy for Thailand, draft, Oct. 2012), 
and the needs of C/P organizations. 
 
(2) Effectiveness 
Achievement of the Outputs 
(For Research Achievement 1) 
[Task 1] 
1) Remaining phorbol ester was vanished after partial hydrogenation. This indicator was achieved. 
2) A high quality BDF production pilot plant with capacity of 1 ton per day was started its operation. 

This indicator was achieved. 
3) Production of high-quality BDF (from high-quality Jatropha oil) to meet ’EAS-ERIA Bio-Diesel Fuel 

Standards’ and the Bio-Diesel Guidelines of the World Wide Fuel Charter was already realized. 
4) Further data/information are required for LCA on whole process of high-quality BDF production. 
[Task 4] 
5) Evaluations of material compatibility and engine combustion of BDF blended with diesel oil have 

been conducted. It is expected that automobile fuel compatibility of high quality BDF produced by 
the Project would be proven. 

(For Research Achievement 2) 
[Task 2] 
6) Fast pyrolysis catalysts for hydrodeoxygenation were identified. Fast pyrolyzer with capacity of 

treating 20kg/hour of residues was installed at TISTR, and its operation will be started. Thus, this 
indicator has been almost achieved. 

7) Separation and stabilization technologies of bio-oil are developed at laboratory level. They would be 
tested at the separator cum stabilizer to be installed at MTEC/NSTDA. 

[Task 3] 
8) Deoxygenation and catalytic hydrotreating technologies were developed at laboratory level by using 

model bio oil over CoMo sulfide catalyst. They could be applied for bio-oil from Jatropha residues. 
9) Sulfur content was decreased by using mixed model compound of Jatropha bio oil and woody tar over 

CoMo sulfide catalyst at laboratory level. This technology could be improved and applied for the real 
blended deoxygenated bio-oil with petroleum fractions. 

10) Activities relating to this Output will be started from 2013. 
[Task 4] 
11) Activities relating to this Output will be started from 2013. 
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Achievement of the Project Purpose 
The Project has been progressed quite smoothly. Regarding the Research Achievement 1, safe and high 
quality BDF was already produced at the pilot plant of TISTR; thus, this achievement has been already 
done with sufficient level.  Since further efforts to find robust process characteristics for wide-range of 
feedstock quality would be continued, this achievement would be fully done by the end of the Project 
period. Activities relating to the Research Achievement 2 have been undertaken and certain level of 
outputs has been generated at laboratory level. Since experiments of fast pyrolysis reactor would be 
started at TISTR within several months and sufficient amount of bio-oils would be produced, these 
activities could be accelerated. Considering the current status of these achievements as well as future 
activities for these Research Achievements, the Project Purpose is highly expected to be accomplished by 
the end of the Project.  
 
(3) Efficiency 
Efficiency of Inputs: 
Inputs from Japanese side (dispatch of Japanese experts, C/P trainings in Japan, provision of equipments, 
local cost expenditures) have been appropriately done in general, in terms of their quantity, quality, and 
timing. Participants for trainings in Japan commented that experiences and knowledge obtained from the 
trainings were very useful not only for their responsible tasks for the Project but also their other research 
duties. 
Appropriate C/P researchers are assigned with consideration of their expertise and backgrounds. Although 
budgets of respective C/P organizations for the Project activities are not regarded as sufficient, they have 
dealt with these issues by obtaining other funds, which have contributed to avoiding critical delays in 
Project implementation. 
Efficiency of Activities: 
The Project activities have been progressed efficiently for generating outputs in general. Good 
collaborative relations of Japanese experts and Thai C/Ps, start operation of BDF production pilot plant at 
earlier stage, speedy rehabilitation from flood damages, etc. have facilitated efficiency of the activities. 
 
(4) Impacts 
Through the Project implementation, research and project operation capabilities of C/P organizations and 
their researchers have been enhanced: e.g. new knowledge/technologies, smooth and efficient 
implementation of their tasks, concrete outputs (effective catalysts, high quality BDF, etc.), presentation 
at workshops and academic society meetings, theses and research papers, etc. 
Project has gathered attentions from outside parties through annual technical workshops and on-road tests 
of high quality BDF and has extended networks with them. 
For practical applications of technologies of high quality BDF, some discussions with related outside 
parties (e.g. Ministry of Energy of Thailand, both Thai and Japanese industrial sectors) have been started, 
and they started having interests on these technologies developed by the Project. 
It was found that technologies of BDF production from Jatropha could be applied for other feedstock. 
Actully, C/P organizations already proposed some idea to operate the pilot plant by using other feedstock 
for obtaining reference data. 
 
(5) Sustainability 
Policy and other supports: Since AEDP aims to promote utilization of renewable energy and to facilitate 
researches and development of efficient renewable energy technologies, policy supports from GoT for 
these fields are highly expected in general. In addition, maintaining collaborative relations with private 
industrial sectors are essential for practical application of the technologies developed by the Project.  
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Financial Aspects: It is highly expected that certain level of budgets would be allocated from NSTDA 
CPMO and TISTR’s own fund since R & D relating biofuels are their prioritized fields. 
Organizational Aspects: C/Ps’ capacities for conducting researches and managing the project have been 
enhanced with sufficient level through the Project activities. In addition, most of these C/Ps are highly 
expected to stay in their organizations till the Project end and after its completion. Thus, C/Ps could 
continue the Project-related research activities by themselves even after the Project completion.  
 
3. Factors that promoted realization of effects 
(1) Factors concerning to Planning 
None. 
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
・ Close and collaborative relations between Japanese experts and Thai C/Ps as well as their positive 

commitments to the Project have facilitated its smooth implementation. 
・ At the initial stage of the Project, divisions of duties and responsibilities of respective C/P 

organizations were sufficiently discussed between both Japanese and Thai sides. In addition, Thai C/Ps 
fully understand their research tasks and their targets as well as their relations to the Project Purpose. 

・ Progresses in the Project activities are regularly monitored through JCC meetings and SC meetings 
where solution measures are discussed once problems and delays occur. 

・ Through the Project related meetings, events such as technical workshops, dispatch of Japanese 
experts, C/P trainings in Japan, e-mails, communication and information sharing between Thai C/Ps 
and Japanese experts have been sufficiently and appropriately done. 

・ Thai C/P organizations already had experiences in research and development of bio-energy and reached 
to certain level of expertise and technologies before the Project started. Their knowledge/technologies 
have been further enhanced through appropriate transfer of knowledge/technologies from Japanese 
experts to Thai C/Ps. 

 
4. Factors that impeded realization of effects 
(1) Factors concerning to Planning 
None. 
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 
None. 
 
5. Conclusion 
The Project has been quite smoothly and efficiently progressed, which has resulted in sufficient level of 
the Research Achievement 1 at the halfway point. It is particularly worth noting that the Project has 
realized production of high quality BDF by applying novel technologies such as upgrading by partial 
hydrogenation and has led to its on-road tests. Experiments of fast pyrolysis reactor would be started at 
TISTR and sufficient amount of bio-oils from Jatropha residues would be produced within next year, 
which could accelerate the activities for the Research Achievement 2. Thus, it was confirmed by the 
Review Team that the Project Purpose would be achieved by the end of the Project. 
The Review Team found that the achievement of the Overall Goal and sustainability of the Project 
depends on whether the GoT would have interests on technologies developed by the Project and provide 
supports for continuation of the Project-related research activities and for practical application of these 
developed technologies. 
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6. Recommendations 
(1) Revision of the PDM 
Based on findings during the Mid-term Review, the Review Team proposed following modifications of 
the original PDM: 
・ Activities, Outputs (together with Objectively Verification Indicators and Means of Verification), and 

Preconditions relating to “human resources development/technology transfer, practical application of 
BDF production technologies” should be added. 

・ Regarding Indicators for Project Purpose 2, Outputs 4, 5, 7, 10, and 11, descriptions and target years 
should be revised. 

・ Activities of 2.1, 2.2, and 3.4 (divided into 3.4 and new 8.3) should be revised. 
・ Activities of 5.5 should be added. 
・ Activities of 11.3 and 11.4 should be deleted. 
These proposed revisions were approved at the 3rd JCC Meeting held on 4th December 2012. 
(2) Further improvement of Project implementation and monitoring 
Introduction of the system for sharing progress in activities, critical issues occurred, and coming 
schedules of respective research groups with each other with more frequently should be considered. 
Revised PDM should be appropriately shared among all C/Ps and Japanese experts. 
(3) Advance discussions on how to deal with unexpected matters  
Both Thai and Japanese sides of the Project are required to sufficiently discuss in advance how to ensure 
budgets for dealing with unexpected issues, which are often happened to SATREPS Project. 
(4) Practical application of the technologies developed by the Project  
Both Thai and Japanese sides of the Project are required to continue actions for promoting the interests of 
outside related parties (e.g. Thai government and both Thai and Japanese industrial sectors) on 
technologies developed by the Project and obtaining their supports. Since availability of Jatropha would 
affect future directions of the Project, supply potentials of Jatropha in Thailand and neighboring countries 
as well as other factors influencing the situations related to Jatropha should be followed-up. 
 
7. Lessons Learnt 
None. 
 
8. Follow-up Situation 
(Not applicable) 
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第１章 中間レビュー調査概要 
 

１－１ 中間レビュー調査の背景と目的 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）における代替エネルギー研究の歴史は古く、1970 年ころか

らプミポン国王が王室プロジェクトの一部として、バイオエタノール、バイオディーゼル燃料

（Biodiesel Fuel：BDF）開発に取り組んでおり、現状ではパームなど食糧系バイオマスが主流と

なっている。他方、食糧を燃料に転換することはできれば回避されることが望ましく、その方法

の検討が求められている。 

以上の背景から、タイ国内での非食糧系バイオ燃料開発のメカニズムの解明及び本燃料に係る

試験標準化のニーズが高まっており、非食糧系バイオ燃料の有望な選択肢としてジャトロファ油

並びに余剰農業廃棄物が挙げられている。しかしながら、ジャトロファには毒性物質（発ガン誘

発性のあるホルボールエステルなど）が含まれており、バイオ燃料として活用するためには毒性

物質の除去が必要である。また、輸送燃料としての実用化に向けては品質向上のための基盤技術

の構築が不可欠となっており、今後技術的な課題を克服する必要がある。 

これらの状況を受け、タイ政府から地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）プロジェクトとして、非食糧系バイ

オ燃料開発に係る基盤技術構築に関する要請がなされた。2009 年 9 月に詳細計画策定調査が実施

され、2010 年 2 月に討議議事録（R/D）に署名がなされた。タイの国家科学技術開発庁（National 

Science and Technology Development Agency：NSTDA）、科学技術研究院（Thailand Institute of 

Scientific and Technological Research：TISTR）、モンクット王工科大学ノースバンコク（King 

Mongkut’s University of Technology North Bangkok：KMUTNB）をカウンターパート（C/P）機関と

して、日本側実施機関として、産業技術総合研究所、早稲田大学が、2010 年 5 月より科学技術協

力「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術」（以下、「本プロジェクト」）を実施している（2015

年 3 月まで）。本プロジェクトでは、タイで試験利用が始まりつつあるジャトロファオイルからの

BDF 製造におけるコスト低減や BDF の安全性確保と燃料品質確保に向けた技術の構築とともに、

未利用のジャトロファ残渣のバイオオイル生成技術及び燃料化技術の確立に取り組んでいる。 

今般、プロジェクト期間の約半分が終了したことから、これまでのプロジェクト活動実績・経

緯を検証し、評価 5 項目に沿った評価を行うとともに、プロジェクト後半期間の課題を確認し、

提言を取りまとめることを目的とし、タイと合同で中間レビュー調査を実施することとした。 

 

１－２ プロジェクト概要 

１－２－１ プロジェクト名 

科学技術協力「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術」 

 

１－２－２ プロジェクト期間 

2010 年 5 月 16 日～2015 年 3 月 31 日 

 

１－２－３ 専門家・派遣分野 

(1) （独）産業技術総合研究所（ National Institute of Advanced Industrial Science and 

Technology：AIST） 
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(2) 早稲田大学 

 

１－２－４ カウンターパート機関 

(1) 国家科学技術開発庁（NSTDA）1 

(2) 科学技術研究院（TISTR） 

(3) モンクット王工科大学ノースバンコク（KMUTNB） 

 

１－２－５ プロジェクト枠組み（Master Plan） 

(1) プロジェクト目標 

非食糧系バイオマスであるジャトロファを用いた輸送燃料製造の基盤技術が開発される。 

 

(2) 成果 

研究成果 1：ジャトロファオイルからの安全で高品質な BDF の製造技術の構築 

【Task1】 

1) 毒性懸念のない BDF 製造のための解毒化技術が開発される。 

2) 標準化された高品質 BDF 製造プラント化技術が開発される。 

3) ジャトロファ BDF の改質のための触媒利用技術が開発される。 

4) ジャトロファオイル留分から高品質 BDF 製造の CO2 削減効果が、ライフサイクルア

セスメント（Life Cycle Assessment：LCA）によって明らかにされる。 

【Task4】 

5) 高品質 BDF の自動車燃料適合性が実証される。 

 

研究成果 2：ジャトロファ残渣のバイオオイル精製技術及び高品位輸送燃料化技術の構築 

【Task2】 

6) 急速熱分解によるジャトロファ残渣からのバイオオイル製造技術が開発される。 

7) バイオオイル分離・安定化技術が開発される。 

【Task3】 

8) バイオオイルを石油系ガソリン及び軽油品質までに向上させるための脱酸素化及び水

素化精製技術が開発される。 

9) 現行の石油精製設備での利用を想定した、バイオオイルと石油基材の混合処理技術が

開発される。 

10) バイオ燃料製造の LCA による CO2 削減効果が明らかにされる。 

【Task4】 

11) ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（石油との混合油を含む）の自動車燃料適合性が実

証される。 

 

 

 

                                                        
1 NSTDA 傘下にある 4 国家センターのうち、国家金属材料技術センター（National Metal and Materials Technology Center：MTEC）

が本プロジェクトの実施にかかわっている。 
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(3) 活動 

【Task1】 ジャトロファオイル留分からの高品質 BDF の製造 

1.1 BDF 製造のための解毒化技術の研究を行う。 

2.1 パイロットスケールでの標準化された高品質 BDF 製造プラント化技術の設計・開発

を行う。 

2.2 エンジンテスト用 BDF を製造する。 

3.1 エステル交換用固体触媒を特定する。 

3.2 酸化安定性向上のための水素化技術を構築する。 

3.3 BDF 高品質化のための脱金属技術を構築する。 

3.4 BDF 及びバイオオイルの詳細分析技術を開発する。 

4.1 プロジェクトで提案した高品質 BDF 製造の LCA を行う。 

【Task2】 ジャトロファ残渣からのバイオオイルの製造 

6.1 急速熱分解用触媒を探索する。 

6.2 バイオオイル製造用急速熱分解炉の研究・開発を行う。 

7.1 ジャトロファ残渣バイオオイルの分離技術の設計・研究を行う。 

7.2 バイオオイルの安定化向上のための技術の研究・開発を行う。 

【Task3】 バイオオイルの改質及びライフサイクルアセスメント 

8.1 バイオオイルの脱酸素化技術の研究・開発を行う。 

8.2 バイオオイルの改質のための触媒の研究・開発を行う。 

9.1 脱酸素化したバイオオイルと石油基材の混合処理技術の研究・開発を行う。 

10.1 急速熱分解・酸化安定化プロセスによるバイオ燃料製造に関する LCA を行う。 

【Task4】 高品質 BDF 及びジャトロファ残渣由来バイオ燃料の自動車燃料適合性評価 

5.1 プロジェクトで製造した高品質 BDF の材料適合性評価を行う。 

5.2 高品質 BDF の燃焼特性評価を行う。 

5.3 高品質 BDF のエンジン特性評価を行う。 

5.4 高品質 BDF の燃焼特性シミュレーションを行う。 

11.1 ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（軽油との混合油を含む）の材料適合性評価を行う。 

11.2 ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（軽油との混合油を含む）の燃焼特性評価を行う。 

11.3 ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（軽油との混合油を含む）のエンジン特性評価を行

う。 

11.4 ジャトロファ残渣由来バイオ燃料（軽油との混合油を含む）の燃焼特性シミュレーシ

ョンを行う。 

 

詳細については、付属資料１．ミニッツ Joint Mid-term Review Report Annex-2：PDM

（original, September 2009）を参照。 
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１－３ 合同レビュー調査団の構成 

(1) 日本側 

 担当分野 氏 名 所 属 

JICA 

団長 小島 元 JICA 産業開発・公共政策部 

資源・エネルギー第二課 企画役 

評価分析 齋川 純子 
株式会社コーエイ総合研究所 コンサルティン

グ第 3 部 

JST 
科学技術計画・評価 国分 牧衛 東北大学大学院 農学研究科 教授 

科学技術計画・評価 井上 千尋 JST 地球規模課題国際協力室 主査 
*JST からのメンバーはオブザーバーとしての参加。 

 

(2) タイ側 

Leader Dr. Paritud Bhandhubanyong Project Director, NSTDA 

Member Ms. Peesamai Jenvanitpanjakul Senior Research Supervisor, NSTDA 

Member Assoc. Prof. Siriluck Nivitchanyong Project Manager, NSTDA 

Member Dr. Sutiporn Chewasatn Deputy Project Manager, TISTR 

Member Dr. Surin Laosooksathit Deputy Project Manager, KMUTNB 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は 2012 年 11 月 21 日から 12 月 5 日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

日付 

調査スケジュール 

齋川 小島/ 

井上 

国分 

11/21 水 バンコク着 

JICA タイ事務所、プロジェクト専門家（研究主幹、業務調整）

との打合せ 

  

11/22 木 

 

プロジェクト副マネジャー（TISTR）、TISTR C/P ヒアリング 

TISTR BDF 製造パイロットプラント、ラボラトリー視察 

  

11/23 金 プロジェクトダイレクター（NSTDA）、MTEC/NSTDA C/P ヒア

リング 

MTEC/NSTDA ラボラトリー視察 

  

11/24 土 収集情報整理、レビューレポート作成   

11/25 日 収集情報整理、レビューレポート作成   

11/26 月 KMUTNB C/P ヒアリング、KMUTNB ラボラトリー視察   

11/27 火 シニアリサーチスーパーバイザー（NSTDA）、プロジェクトマ

ネジャー（MTEC/NSTDA）、MTEC/NSTDA C/P ヒアリング 

  

11/28 水 エネルギー省  代替エネルギー開発局（ Department of 

Alternative Energy Development and Efficiency, 

Ministry of Energy：DEDE）ヒアリング 

バンコ

ク着 

 

チーム内ミーティング  

11/29 木 NSTDA 長官表敬、TISTR 長官表敬、TISTR プラント及びラボラトリー視  
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 察、MTEC/NSTDA ラボラトリー視察、いすゞタイグループ技術センター

ラボラトリー視察 

11/30 金 合同レビュー委員会 

KMUTNB 副学長表敬、KMUTNB ラボラトリー視察 

バンコ

ク着 

12/1 土 レビューレポート作成 

12/2 日 チーム内ミーティング 

12/3 月 合同レビュー委員会 

12/4 火 JCC 会合：レビュー結果報告、レビューレポートへの署名 

JICA タイ事務所所長報告 

バンコク発 

12/5 水 東京着 

 

１－５ 調査手法 

本中間レビュー調査は、日本側及びタイ側レビューチームの合同で実施された。 

①プロジェクトチーム作成・提供資料のレビュー、②プロジェクト関係者［プロジェクト専門

家、タイ側 C/P 機関（NSTDA、MTEC、TISTR、KMUTNB）研究者・スタッフ、その他関係者（エ

ネルギー省 DEDE）］へのインタビュー、③パイロットプラント、ラボラトリー、活動への視察を

通じて、必要情報・データの収集を行った。 

これらの情報に基づき、プロジェクト実績（投入、活動）を確認し、アウトプット及びプロジ

ェクト目標の達成状況・見込みにつき検証を行った。また、プロジェクトの実施プロセスについ

ても確認をした。 

そのうえで、以下の評価 5 項目の観点からの評価を行った。 

１． 妥当性：プロジェクト目標は、タイ側の開発政策・ニーズ、日本の援助政策と整合性がと

れているか。 

２． 有効性：プロジェクト目標はどの程度達成されているか、アウトプットとの関係はどのよ

うになっているか。 

３． 効率性：いかに投入がアウトプット達成のために効率的（量、質、タイミング）に行われ

たか。 

４． インパクト：プロジェクトの実施による正・負の直接・間接の効果はあるか。 

５． 持続性：プロジェクト終了後に、その効果がどの程度持続する見込みがあるか。 

プロジェクト実績、実施プロセス、評価 5 項目ごとに、評価設問を設定した評価グリッド（和

文、英文）をまず作成した。同グリッドに基づき質問票を準備し、上記関係者に事前に配付した

うえで、インタビューを実施した。レビュー結果を含めた評価グリッド（和文）を参考資料とし

て添付する（付属資料２．評価グリッド）。 

以上のレビュー結果を踏まえ、今後のプロジェクト活動の運営方針につき協議し、提言事項を

まとめた。 

 

１－６ 主要面談者 

(1) タイ側関係者 

1) 国家科学技術開発庁（NSTDA） 

Dr. Thaweesak Koanantakool President 
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Dr. Paritud Bhandhubanyong Project Director 

Ms. Peesamai Jenvanitpanjakul Senior Research Supervisor 

 

2) 国家金属材料技術センター（MTEC） 

Mr. Werasak Udomkichdecha Executive Director 

Assoc. Prof. Siriluck Nivitchanyong 

Dr. Nuwong Chollacoop 

Project Manager 

Deputy Executive Director in Research and Development 

 Research Leader 

 

Dr. Sumittra Charojrochkul Electrochemical Materials and System Lab. 

Dr. Sittha Sukkasi Materials Technology for Hazardous Substances Free 

Products Lab. 

Ms. Parncheewa Udomsap Bioenergy Lab. 

Dr. Peerawat Saisirirat Bioenergy Lab. 

Mr. Teerapong Baitiang Bioenergy Lab. 

Mr. Kiatkong Suwannakij Bioenergy Lab. 

Ms. Vituruch Goodwin Bioenergy Lab. 

Dr. Boonyawan Yoosuk Bioenergy Lab. 

Ms. Buppa Shomchoam Bioenergy Lab. 

Dr. Manida Tongroon Bioenergy Lab. 

Ms. Thitimaporn Duangmanee Bioenergy Lab. 

Dr. Yatika Somrang Bioenergy Lab. 

Mr. Chalat Teeratitayanggoon Bioenergy Lab. 

Ms. Jiraporn Boonpo Bioenergy Lab. 

Dr. Duangduen Atong Applied Ceramics Lab. 

Dr. Viboon Sricharoenchaikul Applied Ceramics Lab. 

Ms. Supawan Vichaphund Ceramics Processing Lab. 

Dr. Jitti Mungkalasiri LCA Lab. 

Ms. Wanwisa Thanungkano LCA Lab. 

 

3) 科学技術研究院（TISTR） 

Mr. Yongvut Saovapruk Governor 

Dr. Sutiporn Chewasatn Deputy Project Manager 

Ms. Chanchira Sinoulchan Acting Director, International Relations Division 

Dr. Siriporn Larpkiattaworn Research Leader 

 

Ms. Phanthinee Somwongsa Materials Innovation Dept. 

Ms. Laksana Kreethawate Materials Innovation Dept. 

Dr. Nittaya Keawprak Materials Innovation Dept. 

Dr. Wasana Khongwong  Materials Innovation Dept. 

Ms. Supranee Lao-Ubol  Materials Innovation Dept. 

Dr. Chanakan Asasutjarit Energy Technology Dept. 

Ms. Thanita Sonthisawate Energy Technology Dept. 
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Ms. Lalita Attanatho Energy Technology Dept. 

Miss Chiraphat Kumpidet Energy Technology Dept. 

Mr. Nattawee Teerananont  Energy Technology Dept. 

Dr. Thanes Utistham Energy Technology Dept. 

Dr. Wirachai Soontornrangson Energy Technology Dept. 

Mrs. Rommanie Wungdeethum Energy Technology Dept. 

Mr. Sophon Phromsuwan Energy Technology Dept. 

Mr. Apichat Junsod Energy Technology Dept. 

 

4) モンクット王工科大学ノースバンコク（KMUTNB） 

Assoc. Prof. Dr. Chanasak Baitiang Vice President, for Academic Affairs 

Dr. Surin Laosooksathit Deputy Project Manager 

Dean, Faculty of Applied Science 

Dr. Sirisart Ouajai Head, Department of Industrial Chemistry 

Dr. Kraipat Cheekachorn Head, Chemical Engineering Department 

Dr. Sabaithip Tungkamani Research Leader 

Industrial Chemistry and RCC group 

Dr. Phavanee Narataruksa Industrial Chemistry and RCC group 

Dr. Tanakorn Ratana Industrial Chemistry and RCC group 

Dr. Samittichai Seeyangnok Industrial Chemistry and RCC group 

Dr. Chaiwat Yoonoo Industrial Chemistry and RCC group 

Dr. Rungsima Yeetsorn Industrial Chemistry and RCC group 

 

5) エネルギー省 代替エネルギー開発局（DEDE） 

Dr. Prasert Sinsukprasert Director, Planning Division 

Ms. Munlika Sompranon Plan and Policy Analyst Professional Level, Planning 

Division 

Ms. Vinuchada Talangsri Plan and Policy Analyst Professional Level, Planning 

Division 

Ms. Charoensri Huadmai Consultant, DEDE 

Ms. Chidchanok Choompalee Foreign Relations Officer 

Ms. Sutharee Kiatman Engineer, Practitioner Level 

Ms. Chanettee Sikhom Scientist, Practitioner Level 

 

(2) 日本側関係者 

1) プロジェクト専門家/研究者 

葭村 雄二 プロジェクトリーダー 

産業技術総合研究所 新燃料自動車技術研究センター 上席研

究員 

西嶋 昭生 プロジェクト専門家 

早稲田大学研究院 客員教授 

三浦 義章 プロジェクト業務調整員 

 



 

－8－ 

2) JICA タイ事務所 

米田 一弘 所長 

川端 智之 次長 

三阪 史也 所員 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 

(1) 専門家派遣 

短期専門家/研究者 15 名、長期専門家（業務調整員）1 名が派遣されている。2012 年 11

月半ばまでの派遣日数は、短期専門家/研究者合計 328 日、長期専門家 866 日である。詳細

については、付属資料１．Joint Mid-term Review Report Annex-3 (1)を参照。 

 

(2) 本邦研修 

延べ 21 名（うち 2 名は 2 回）が参加した。詳細については、付属資料１．Joint Mid-term 

Review Report Annex-3 (2)を参照。 

 

(3) 機材供与 

プロジェクト（研究）活動に必要な、TISTR 向け機材（高品質 BDF 製造パイロットプラ

ント、脱ガム装置、同軸フィーダ型熱分解炉、流動層型熱分解炉、熱分解炉付き GC-MS、

真空ジェット脱水装置等）、MTEC/NSTDA 向け機材（触媒反応実験装置、オートクレーブ、

ラボスケール熱分解炉、CHNOS 分析器、液体クロマトグラフ、粘度計測器、真空乾燥器、

管状炉等）、KMUTNB 向け機材（高圧マイクロ反応器、GC-MS、化学吸着分析器等）が投

入されている。これら供与機材の状態は良好で、プロジェクト活動に十分に活用されてい

る2。詳細については、付属資料１．Joint Mid-term Review Report Annex-3 (3)を参照。 

 

(4) 現地業務費 

2010 年度（2010 年 7 月～2011 年 3 月）は 171.8 万バーツ、2011 年度（2011 年 4 月～2012

年 3 月）は 105.3 万バーツ、2012 年度（2012 年 4 月～9 月）は 57.5 万バーツがプロジェク

ト活動に支出されている。 

 

２－１－２ タイ側投入 

(1) カウンターパートの配置 

NSTDA（2 名）、MTEC/NSTDA（40 名）、TISTR（34 名）、KMUTNB（13 名）より、延

べ 89 名がカウンターパート（C/P）として配置されている。詳細については、付属資料１．

Joint Mid-term Review Report Annex-4 (1)を参照。 

 

(2) 施設及び機材の提供 

日本人専門家用の執務場所及びプロジェクト活動用のラボラトリーが 3 C/P 機関で確保

されている。また、TISTR では、BDF 製造パイロットプラント及び熱分解炉用のワークシ

ョップが設置されている。 

 

                                                        
2 2012 年 9 月に TISTR に設置された流動層型熱分解炉は運転開始のために部品の交換が必要となっている。2012 年 7 月に同じく

TISTR に設置された脱ガム装置は最適運転に向け調整中である。 
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(3) 現地業務費 

2010 年度（2010 年 7 月～2011 年 3 月）は 406.5 万バーツ、2011 年度（2011 年 4 月～2012

年 3 月）は 482.7 万バーツ、2012 年度（2012 年 4 月～9 月）は 813.7 万バーツがプロジェ

クト活動に支出されている。 

 

２－２ 活動の達成状況 

本プロジェクトでは、以下の 4 研究 Task の下、さまざまな活動が実施されている。 

【Task1】 ジャトロファオイル留分からの高品質 BDF の製造 

【Task2】 ジャトロファ残渣からのバイオオイルの製造 

【Task3】 バイオオイルの改質及びライフサイクルアセスメント 

【Task4】 高品質 BDF 及びジャトロファ残渣由来バイオ燃料の自動車燃料適合性評価 

 

PDM 記載の活動計画、各活動の進捗状況は、下表のとおりである。 

 

２－２－１ Task1 に係る活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

1.1 BDF 製

造のための

解毒化技術

の研究を行

う。 

・ ジャトロファオイル中のホルボールエステル（PE）の多くは

BDF 製造工程でグリセリン相に移行するため、BDF 中の残存量

は大幅に低減するが、部分水素化によりほぼゼロに低減できた。 

・ PE の分析法及び毒性評価法を確立。 

60~80％進捗 

2013 年 3 月ま

で継続 

2.1  パイロ

ットスケー

ルでの標準

化された高

品質 BDF 製

造プラント

化技術の設

計・開発を

行う。 

・ BDF を 1t/日規模で製造する PP（部分水素化、低金属・高酸化

安定性処理による高品質化設備を含む）を TISTR に設置（2011

年 1 月）。 

・ テスト運転後、パイロットプラントをタイ側に引き渡し（2011

年 5 月）。 

・ タイ洪水により被害を受けた PP の被害状況確認調査、復旧工

事、運転性能回復の確認（2012 年 5 月）。 

・ ジャトロファオイル中のリン脂質分を低減するための脱ガム装

置を TISTR 内に設置（2012 年 7 月）。 

・ パイロットプラント運転最適化については今後も継続。 

80~100％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

2.2  エンジ

ンテスト用

BDF を製造

する。 

・ 洪水被害からの復旧後に高品質 BDF 製造プラントの運転を再

開。エンジン評価、実車試験用の高品質 BDF を産総研、早大、

MTEC に提供。 

80~100％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

3.1  エステ

ル交換用固

体触媒を特

定する。 

・ 反応条件は塩基性触媒（CaO、MgO 等）に比べて過酷になるも

のの、触媒成分の漏出懸念の少ない新規の触媒系（Fe/SiO2、

Ti-SAB15、ZnO/Al2O3 等）を見出した。 

・ より高性能な次世代触媒を特定すべく研究活動を継続する。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 
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3.2 酸化安

定性向上の

ための水素

化技術を構

築する。 

・ 多価不飽和脂肪酸メチル（酸化劣化の要因物質）を部分水素

化し、単価不飽和脂肪酸メチルに転換し、BDF の酸化安定性

を向上させる技術を構築した。 

・ 貴金属触媒の長寿命化や水素化工程のスケールアップを検

討中。 

80~100％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

3.3 BDF 高

品質化のた

めの脱金属

技術を構築

する。 

・ BDF 中のアルカリ金属（Na、K 等）、アルカリ土類金属（Ca、

Mg 等）、リン（P）の除去が可能な吸着剤を、BDF の部分水

素化工程に組み込んだ技術をラボスケールで開発した。 

・ PP に装置を設置、PP レベルでの検証を継続する。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

3.4 BDF 及

びバイオオ

イルの詳細

分析技術を

開発する。 

・ BDF 及びバイオオイルのガスクロマトグラフ（GC）及び質

量分析器付き GC（GC-MS）を用いた詳細分析法を構築し、

タイ側 C/P 機関と共有した。 

80~100％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

4.1 プロジ

ェクトで提

案した高品

質 BDF 製

造 の LCA

を行う。 

・ ジャトロファ栽培等に係る情報入手のためタイでの現地調

査を実施。 

・ ジャトロファ栽培（土地利用変化の影響含む）から種子搾油に

よる油分の回収工程に至るまでのCO2 排出量のLCAを実施。 

・ 回収された油分から高品質 BDF の製造に至る工程での LCA

は今後も継続。 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

 

２－２－２ Task2 に係る活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

6.1  急速熱

分解用触媒

を探索する。 

 

・ 無触媒の急速熱分解から得られたバイオオイル（酸素分～

40wt％）に比べ、酸素分が低減し炭化水素成分を主成分とする

バイオオイルを製造できるゼオライト系触媒やカーボン担持金

属触媒を見出した。 

・ 酸素分ゼロに向け、触媒改良、性能アップのための研究を継続

する。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

6.2  バイオ

オイル製造

用急速熱分

解 炉 の 研

究・開発を

行う。 

・ ジャトロファ残渣の急速熱分解用の同軸スクリュー型熱分解炉

（TISTR）及び流動層型熱分解炉（産総研）の運転操作性や性

状分析を通した反応特性の評価を実施。 

・ スケールアップの面からは流動層反応装置が優れており、

TISTR にパイロットプラントを設置した。 

・ 流動層型急速熱分解炉の運転最適化を継続する。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

7.1  ジャト

ロファ残渣

バイオオイ

ルの分離技

術の設計・研

究を行う。 

・ 撹拌状態の水相にバイオオイルを注入後、静置分離する水抽出

法により、バイオオイルを水溶性成分とリグニン由来の非水溶

性成分とに分離できることを見出した。 

・ 連続式分離装置を設計・試作した。 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 
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7.2  バイオ

オイルの安

定化向上の

ための技術

の研究・開

発を行う。 

・ バイオオイルへの酸化防止剤添加、部分水素化により、安定性

が向上するかにつき実験を実施した。 

・ バイオオイルへの酸化防止剤添加により、重合に伴う粘度上昇

が抑制され、安定性が増すことを見出した。 

 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

 

２－２－３ Task3 に係る活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

8.1  バイオ

オイルの脱

酸素化技術

の研究・開

発を行う。 

・ バイオオイル（リグニン由来成分）中には酸素分が約 40wt％含

まれている。直接脱酸素技術と水素化脱酸素技術につき検討し、

コーク生成を抑制し改質脂収率を高めるためには、石油系脱硫

触媒をベースとした水素化精製方式が有用であることを実証し

た。 

・ CoMo 硫化物触媒による模擬オイルの脱酸素率は 80～95％であ

った。 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

8.2  バイオ

オイルの改

質のための

触 媒 の 研

究・開発を

行う。 

・ バイオオイル改質（水素化脱酸素方式）による炭化水素燃料製

造では、NiMo や NiW 系硫化物触媒に比べ CoMo 系硫化物触媒

が、触媒性能や芳香族炭化水素収率の面で優位であることを実

証。 

・ 低硫黄バイオオイルの水素化脱酸素では、Co 系金属触媒も有望

であることを実証。 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

9.1  脱酸素

化したバイ

オオイルと

石油基材の

混合処理技

術の研究・

開 発 を 行

う。 

・ バイオオイルと石油基材との混合処理は、バイオオイルの脱酸

素と石油留分の脱硫を同時に進行させ、CoMo 系硫化物触媒等

の硫化状態を維持（触媒劣化の抑制）するのに有効であること

を実証した。 

40~60％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

10.1 急速熱

分解・酸化

安定化プロ

セスによる

バイオ燃料

製造に関す

る LCA を行

う。 

・ ジャトロファ残渣からバイオオイルが製造され、インベントリ

ーデータが揃った後に本活動は開始できる。 

2013 年度より

活動開始予定 
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２－２－４ Task4 に係る活動 

PDM 

記載の活動 
活動状況 達成状況 

5.1  プロジ

ェクトで製

造した高品

質 BDF の材

料適合性評

価を行う。 

・ 高品質原料から製造された高品質 BDF については材料適合性

が実証された。BDF の質が確保されるならば、材料適合性は問

題ない。 

60~80％進捗 

2013 年 3 月ま

で継続 

5.2  高品質

BDF の燃焼

特性評価を

行う。 

・ 部分水素化処理による高品質 BDF と酸化防止剤添加の従来型

BDF の燃焼特性、排出ガス特性（NOx、Smoke、全炭化水素、

CO）を検証した（ほぼ同等との結論）。 

・ 燃焼方式を変えての検証を継続する。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

5.3  高品質

BDF のエン

ジン特性評

価を行う。 

・ ジャトロファ BDF 混合軽油を用い、エンジン試験を実施し、エ

ンジン特性、燃焼特性、排気特性への影響を検証した。 

・ 耐久性を実車試験にて実施中である。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

5.4  高品質

BDF の燃焼

特性シミュ

レーション

を行う。 

・ エンジン運転条件最適化に向け、燃焼特性及び排気特性評価を

行うため、代用機構モデルを用いての数値シミュレーションを

実施した。 

・ エミッション低減と熱効率の確保につき、定量的予測を可能と

するモデルの改良を行う予定。 

60~80％進捗 

2015 年 3 月ま

で継続 

11.1 ジャト

ロファ残渣

由来バイオ

燃料（軽油と

の混合油を

含む）の材料

適合性評価

を行う。 

・ TISTR の急速熱分解炉によりジャトロファ残渣から高品質バイ

オオイルが十分な量を生産されるようになった後に、本活動は

開始できる。 

2013 年度より

活動開始予定 

11.2 ジャト

ロファ残渣

由来バイオ

燃料（軽油

との混合油

を含む）の

燃焼特性評

価を行う。 

・ 同上 2013 年度より

活動開始予定 
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11.3 ジャト

ロファ残渣

由来バイオ

燃料（軽油と

の混合油を

含む）のエン

ジン特性評

価を行う。 

・ 同上 2013 年度より

活動開始予定 

11.4 ジャト

ロファ残渣

由来バイオ

燃料（軽油と

の混合油を

含む）の燃焼

特性シミュ

レーション

を行う。 

・ 同上 2013 年度より

活動開始予定 

 

２－３ 成果の達成状況 

PDM に示された指標に基づいた、成果の達成状況は下表のとおりである。 

PDM 記載の成果 指標 達成状況 

（研究成果 1） 

Task1 成果 1：毒性懸念のないバイ

オディーゼル燃料（BDF）

製造のための解毒化技術

が開発される。 

1. 2012 年までに、BDF に含まれ

る毒性（ホルボールエステル、

PE）の含有量が安全なレベル

まで低下する。 

・ 部分水素化により PE

は消滅しており、本指

標は既に達成されて

いる。 

成果 2：標準化された高品質

BDF 製造プラント化技術

が開発される。 

 

2. 2012 年までに、解毒化対策及

び酸化安定性向上対策を組み

込んだ BDF 製造プラント（1

日 1t 規模）が、タイのジャト

ロファオイル留分を使って連

続運転が可能になる。 

・ 高品質 BDF 製造プラ

ント（1 日 1t 規模）の

運転が開始されてお

り、本指標は既に達成

されている。 

成果 3：ジャトロファ BDF

の改質のための触媒利用

技術が開発される。 

 

3. 2014 年までに、BDF の品質が

東アジアサミット推奨品質及

び世界燃料憲章バイオディー

ゼルラインをクリアする。 

 

・ 高品質の原料からの

高品質 BDF 製造は実

現しており、本指標は

達成されている。 

・ 今後は低品質の原料

から高品質 BDF 製造

を可能とすべく、PP

実験条件の確認を継

続する。本成果は 2014

年までに完全に達成

される見込み。 
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成果 4：ジャトロファオイル

留分から高品質 BDF 製造

の CO2 削減効果が、ライフ

サイクルアセスメント

（LCA）によって明らかに

される。 

4. 2013 年までに、プロジェクト

で提案された高品質 BDF 製造

プロセスの CO2 排出量が LCA

によって算出される。 

 

・ 高品質 BDF 製造の全

プロセスの LCA を行

う た め に は 追 加 情

報・データが必要であ

り、成果達成目標年は

延長が必要である。 

Task4 成果 5：高品質 BDF の自動車

燃料適合性が実証される。 

5. 2013 年までに、BDF5％混合軽

油が、日本の「品確法」のバ

イオ燃料（脂肪酸メチルエス

テル FAME）混合軽油の以下

の基準（硫黄分を除く）を充

足する。 

FAME 分＜5 質量％ 

トリグリセリド量＜0.01 質量％ 

メタノール分＜0.01 質量％ 

酸価（TAN）＜0.13mgKOH/g 

軽質有機酸（ギ酸、酢酸、プロ

ピオン酸＜0.003 質量％） 

酸化増加量（酸化安定性）＜

0.12mgKOH/g 

・ BDF 混合軽油の材料

適合性、エンジン燃焼

特性評価を実施して

おり、本プロジェクト

で製造される高品質

BDF の自動車燃料適

合性が実証されるこ

とは大いに見込める。 

・ 自動車燃料適合性の

対象となる燃料の質

が成果指標となって

いるため、再考が必要

である。 

（研究成果 2） 

Task2 成果 6：急速熱分解によるジ

ャトロファ残渣からのバ

イオオイル製造技術が開

発される。 

6.1 2012 年までに、酸素分が 40

質量％以下になる脱酸素化用

急速熱分解触媒が開発され

る。 

・ 同触媒は既に特定さ

れており、指標は満た

されている。 

6.2 2014 年までに、1 日当たり

処理量 500kg の触媒を利用し

たプロトタイプ急速熱分解炉

が開発される。 

・ 20kg/時間の処理能力

の 急 速 熱 分 解 炉 を

TISTR に設置、今後運

転が開始される。指標

はほぼ達成されてい

る。 

成果 7：バイオオイル分離・

安定化技術が開発される。 

7.1 2012 年までに、生成バイオ

オイル中の固体微小粒子や水

溶性分を分離し、輸送燃料原

料となる非水溶性燃料を選択

的に分離するバイオオイル分

離・安定化技術が構築される。 

・ ラボレベルでは技術

は構築されている。

NSTDA に設置される

分離・安定化装置で検

証を行う予定である。 

 

7.2 2014 年までに、プロトタイ

プ型の分離塔及び安定化処理

装置が開発される。 

・ 分離・安定化処理装置

の設計済み、2013 年 6

月迄に NSTDA に設置

予定。 
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Task3 成果 8：バイオオイルを石油

系ガソリン及び軽油品質

までに向上させるための

脱酸素化及び水素化精製

技術が開発される。 

 

8. 2012 年までに、ジャトロファ

残渣由来バイオオイルの酸素

分が 10~20 質量％に低減され

る。 

・ 模擬バイオオイルを

用いてのラボレベル

では本指標は満たさ

れている。 

・ ジャトロファ残渣か

ら製造されたバイオ

オイルを用い酸素化

及び水素化を検証予

定である。 

成果 9：現行の石油精製設備

での利用を想定した、バイ

オオイルと石油基材の混

合処理技術が開発される。 

 

9. 2014 年までに、石油精製条件

下で混合された、脱酸素バイ

オオイルと石油留分による高

品質ガソリン及び軽油の品質

が石油系ガソリン及び軽油の

品質基準を満たす。（硫黄分

10-50ppm 未満、酸素分 0.1 質

量％未満） 

・ ラボレベルでは、模擬

バイオオイルと石油

基材の混合処理技術

により、硫黄分がかな

りのレベルで低減さ

れている。 

・ ジャトロファ残渣か

らのバイオオイルを

用いての技術改良を

進める予定であり、本

指標が満たされるこ

とは見込める。 

成果 10：バイオ燃料製造のラ

イフサイクルアセスメン

ト（LCA）による CO2 削減

効果が明らかにされる。 

 

10. 2013 年までに、ジャトロフ残

渣の熱分解によるバイオオイ

ル製造及び輸送燃料向け改質

のプロセスにおける CO2 排出

量が LCA によって算出され

る。 

・ 活動は開始されてお

らず、バイオオイル製

造の状況を考慮し、成

果達成目標年は延長

が必要である。 

Task4 成果 11：ジャトロファ残渣由

来バイオ燃料（石油との混

合油を含む）の自動車燃料

適合性が実証される。 

 

11. 2014 年までに、ジャトロファ

残渣由来バイオ燃料（石油と

の混合油を含む）が、日本の

「品確法」のバイオ燃料（脂

肪酸メチルエステル FAME）

混合軽油の以下の基準（硫黄

分を除く）を充足する。 

FAME 分＜5 質量％ 

トリグリセリド量＜0.01 質量％ 

メタノール分＜0.01 質量％ 

酸価（TAN）＜0.13mgKOH/g 

軽質有機酸（ギ酸、酢酸、プロ

ピオン酸＜0.003 質量％） 

酸化増加量（酸化安定性）＜

0.12mgKOH/g 

・ 本成果に係る活動は

未着手である。 

・ 自動車燃料適合性の

対象となる燃料の質

が成果指標となって

いるため、再考が必要

である。 
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２－４ プロジェクト目標の達成状況 

PDM に示された指標に基づいた、プロジェクト目標のこれまでの達成状況及び今後の達成見込

みは以下のとおりである。 

PDM 記載の成果 指標 達成状況 

プロジェクト目標： 

非食糧系バイオ

マスであるジャト

ロファを用いた輸

送燃料製造の基盤

技術が開発される。 

 

1. 東アジアサミット推

奨品質〔従来の EU 規

格（EN14214）の酸化

安定性 6 時間を 10 時

間以上に強化〕を確

保した、BDF を 1 日

1t 規模で製造できる

ようになる。 

 

・ 東アジアサミット推奨品質を満たす高品質

BDFがTISTR設置のパイロットプラントに

より 1 日 1t 規模で製造された（高品質ジャ

トロファオイルが原料）。よって、本指標は

達成されている。 

・ 今後の継続的な実験活動により、低品質ジ

ャトロファオイルからでも高品質 BDF が

安定的に製造できるようになることが見込

める。 

2. 研究で適用された技

術によりジャトロフ

ァ残渣から製造され

たバイオ燃料の品質

が石油系ガソリンや

軽 油 品 質 （ 硫 黄 分

10ppm 未満、酸素分

0.1 質量％未満）をク

リアする。 

・ ジャトロファ残渣からのバイオ燃料の製造

及び改質に係る技術開発のための研究活動

が実施されており、これまでにある程度の

成果がラボレベルでは出ている。 

・ TISTR設置の急速熱分解炉での実験が 2013

年 3 月までには開始され、十分な量のバイ

オオイルが製造される予定である。よって

上記技術開発のための活動も加速する予定

である。 
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第３章 実施プロセス 
 

３－１ プロジェクト実施及びモニタリング体制 

日本人専門家、タイ側カウンターパート（C/P）双方の積極的関与により、プロジェクト活動

はこれまで大きな変更・遅延もなく進捗している。TISTR に設置されたパイロットプラント等の

設備及び機材は、2011 年 10 月の洪水により被害を受けたが、2012 年 5 月に復旧工事が実施され、

パイロットプラントの性能は回復した。 

プロジェクト開始前及び初期段階において、各 C/P 機関の役割分担、責任体制は、日本人専門

家とタイ側 C/P の双方で十分に協議されており、プロジェクト実施体制は構築されているといえ

る。 

プロジェクト全体の進捗は JCC 会議及び運営委員会（SC）会議にてモニターされている。JCC

会議は年 1 回開催され、当該年の進捗を確認したうえで、翌年の活動計画の承認を行っている。

一方、SC 会議は、プロジェクトダイレクター、プロジェクトマネジャー、プロジェクト副マネジ

ャー、シニアリサーチスーパーバイザー、各 C/P 機関の研究グループリーダー、日本側業務調整

専門家3の出席のもと、2 カ月に 1 回開催されている。同会議では、研究活動の進捗が共有され、

重要課題が協議されている。C/P 機関ごとに四半期進捗報告書が作成され、JICA に提出されてい

る。よって、本プロジェクトのモニタリング体制は十分に機能しているといえる。 

加えて、研究成果発表会を年 1 回開催するとともに（2011 年 9 月、2012 年 9 月に開催）、研究

者総会、ラボ訪問会も実施されている。これらの行事を通じて、C/P 機関及びその研究者の間の

情報共有が促進されている。 

 

３－２ コミュニケーション及び情報共有 

本プロジェクト以前に、産総研と NSTDA 及び TISTR は研究活動協力の覚書を結んでおり、既

に関係を築いていた。本プロジェクトでは、日本人専門家の頻繁なタイ訪問をはじめ、本邦研修、

上記の会合・行事を通じて、日本人専門家とタイ側 C/P の関係は親密なものになっており、両者

間のコミュニケーションはスムーズである4。多くの C/P が、問題が生じた際には日本人専門家に

E-mail を通じて相談することができ、日本人専門家は適切なアドバイスをくれると回答している。 

SC 会議やプロジェクト関連の行事を通じて、タイ側 C/P 機関三者間の情報共有及びコミュニケ

ーションについてもスムーズである。各 C/P 機関内の情報共有については、SC 会議で協議された

ことは内部会議及び E-mail を通じて適切に共有されている。 

 

３－３ タイ側のオーナーシップ 

タイ側 C/P 研究者は、その専門分野、経歴を考慮して、配置しており、プロジェクト活動のス

ムーズな実施につながっている。 

PDM を認識し、その内容について理解している C/P は限られているが、ほぼすべての C/P が自

らの研究タスク・目標、そのプロジェクト目標との関連につき理解している。プロジェクト活動

への関与の度合いは人により異なるが、それぞれの C/P が自らの研究目標の達成に向け、研究活

動に専心している。 

                                                        
3 他の日本人専門家もタイ派遣期間中であれば出席する。 

4 C/P へのインタビューでは、ほぼ全員が、両者のコミュニケーション及び情報共有はスムーズで適切であると回答している。 
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３－４ 技術移転 

タイ側 C/P 機関（MTEC/NSTDA、TISTR、KMUTNB）は、プロジェクト開始前にも、バイオエ

ネルギー分野の研究開発の経験があり、同分野では、ある程度の知識・技術のレベルに達してい

た。 

本プロジェクトでは、技術指導のための日本人専門家のタイ派遣をはじめ、本邦研修、研究成

果発表会、その他コミュニケーションを通じて、日本人専門家からタイ側 C/P への知識・技術の

移転は適切になされている。インタビューした C/P のほぼ全員が、知識・技術移転の方法には満

足しており、自らの知識・技術が向上したと回答している。 

BDF 製造パイロットプラントの設置・運転開始、急速熱分解炉の設置等の重要事項については、

日本人専門家のタイ派遣頻度を増やすなどの工夫をしている。TISTR の C/P からは、機器設置・

運転開始における日本人専門家の指導は不可欠であり、それがなければパイロットプラントの運

転にこぎつけるのは困難であったとのコメントがあった。 
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第４章 評価 5 項目による評価 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下のとおり、タイ側の開発政策、日本の ODA 政策、C/P 機関のニーズと

整合しており、妥当である。 

 

(1) タイ側開発政策との整合性 

「第 11 次国家社会経済開発計画（2011～2016 年）」では、開発の方向性として、低炭素及

び環境に優しい経済・社会に焦点を当てた自然資源及び環境資本の改善が掲げられている。

エネルギー安全保障開発戦略として、バイオエネルギーの開発、エネルギー作物からのバイ

オエネルギーの生産性向上、バイオエネルギーの効率的活用等が含まれている。 

「代替エネルギー開発計画（Alternative Energy Development Plan：AEDP、2012～2021 年）」

は、再生エネルギーの活用、その技術産業開発、高効率再生エネルギー技術の研究・開発の

促進を掲げている。同計画では、再生エネルギーのシェアを 2012 年の 7,413ktoe（全エネル

ギー需要の 10％）から、2021 年には 25,000ktoe（同 25％）にすることが目標とされている。

2012 年 6 月現在 BDF 消費量は 250 万リットル/日であるが、同計画では 2021 年目標値が 597

万リットル/日に設定されている。 

よって、BDF 製造の基盤技術開発をめざす本プロジェクトは、タイ政府の開発政策と合致

している。 

 

(2) 日本側の ODA 政策との整合性 

対タイ王国国別援助方針（案、2012 年 10 月）において開発課題として掲げられている「研

究能力向上及び研究機関・研究者間のネットワーク強化」「環境・気候変動対策」に、本プロ

ジェクトは合致している。 

 

(3) C/P 機関のニーズとの整合性 

タイ側 C/P 機関（MTEC/NSTDA、TISTR、KMUTNB）は、再生エネルギー、特にバイオ燃

料の分野での研究実績があり、同分野での専門性を有している。「エネルギーと環境」は

NSTDA 研究開発戦略（2011～2016 年）5 クラスターの 1 つであり、KMUTNB の優先分野の

1 つでもある。また、KMUTNB は、研究活動実施支援、人材育成、パートナー機関との連携

づくりをその戦略としている。よって、本プロジェクトは、C/P 機関のニーズに対応するも

のである。 

2009 年 9 月に実施された詳細計画策定調査において本プロジェクトは妥当であることが確

認され、本中間レビュー時においても、上記の点からも引き続き妥当であることが確認され

た。しかしながら、ジャトロファに係る状況に変化が生じている。2005～2006 年にはジャト

ロファ栽培を奨励する傾向があったが、経済的競争力の低さにより、ジャトロファ栽培への

関心は減少しており、本プロジェクトでもジャトロファ原油確保が困難であるなどの影響が

出ている。ただし、AEDP でも言及されているように、ジャトロファがバイオ燃料製造のた

めの有望原料の 1 つであることには変わりはない。よって、ジャトロファ栽培及びサプライ・

チェーン、これらに影響を与える要因の状況については今後もフォローアップが必要である。 
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４－２ 有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標達成を確認するために、「ジャトロファオイルからの安全

で高品質な BDF の製造技術の構築」（研究成果 1）と「ジャトロファ残渣のバイオオイル精製技

術及び高品位輸送燃料化技術の構築」（研究成果 2）という 2 つの研究課題に対応する指標が設定

されている。 

既述のとおり、本プロジェクトは順調に進捗している。研究成果 1 については、TISTR 設置の

パイロットプラントにより安全で高品質な BDF が製造されていることから、十分なレベルでの成

果に既に達している。高品質 BDF 製造プロセスの特性を更に解明するために、原料の質及び種類

を変えての実験活動を継続することにより、本研究成果の更なる達成が見込める。 

研究成果 2 については、既述したように、ジャトロファ残渣からのバイオ燃料の製造及び改質

に係る技術開発のための研究活動が実施されており、これまでにある程度の成果がラボレベルで

は出ている。TISTR 設置の急速熱分解炉での実験が数カ月以内には開始され、十分な量のバイオ

オイルが製造される予定であることから、本研究成果達成に向けての技術開発活動も加速するこ

とが見込まれる。 

現在の研究成果の達成状況及び今後の研究活動を考慮すると、プロジェクト終了時までにプロ

ジェクト目標は達成することが大いに見込まれる。 

 

４－３ 効率性 

４－３－１ 日本側からの投入の効率性 

日本側からの投入（専門家の派遣、本邦研修、機材供与、現地業務費）は、質、量、タイミ

ング的におおむね適切に行われている。 

 

(1) 日本人専門家派遣 

インタビューした C/P の多くが、日本人専門家の派遣はその頻度・タイミング・期間の

点からも適切であると認識している。日本人専門家がタイ不在時でも、E-mail 等を通じて、

日本人専門家に相談することができると回答している。 

 

(2) 機材供与 

日本・タイ国側双方の度重なる協議に基づき、機材、特に特注機材の設計・仕様を決定

しており、基本的には適切な機材がタイムリーに供与されている。供与された機材は、適

切な管理がなされ、プロジェクト活動に十分に活用されている5。 

 

(3) 本邦研修 

C/P 研究者の本プロジェクトにおける研究タスク、同研究者からの意見、他業務との兼

ね合いを考慮したうえで、研修員候補、研修内容・スケジュールを決めている。本邦研修

に参加した C/P 研究者からのヒアリングによれば、大多数が、タイミング・期間は適切で

                                                        
5 TISTR ワークショップのインフラ（電気、水）整備に時間がかかったため、高品質 BDF 製造パイロットプラント設置が多少遅延した。本プ

ロジェクトは新たな技術分野を対象としているため、機材の設計・仕様決めは事前に十分な協議を行うものの、変更の必要性が生じるケ

ースもある（例：流動層型熱分解炉）。 
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あり、内容も彼らの研究タスクに直結するものであり、日本人専門家の指導も適切であっ

たと、回答している。また、本邦研修で得た知識・技術は本プロジェクトの研究タスクだ

けでなく、他の研究活動に生かすとともに同僚にも共有しているとのことである。 

 

４－３－２ タイ側からの投入の効率性 

(1) C/P の配置 

既述したように、専門分野・経歴を考慮して C/P 研究者を配置している。また、これま

での C/P メンバーの交代はわずかである。これは、プロジェクト活動の効率的な実施につ

ながっている。 

 

(2) 現地業務費 

本プロジェクト活動に係るタイ側の業務費は、それぞれの C/P 機関で確保されている。

MTEC は自己資金及び NSTDA クラスタープロジェクト管理オフィス（Cluster Project 

Management Office：CPMO）の「環境・エネルギークラスター」から供与された研究資金

（2013 年 6 月までカバー）で本プロジェクト活動を賄っている。同様に、KMUTNB も自

己資金と同クラスターからの研究資金を本プロジェクト活動のために確保している。両機

関とも同 CPMO より追加研究資金を得るためのプロポーザルを提出する予定であり、承認

される可能性は高いとのことである。TISTR については、本プロジェクト終了までは少な

くとも年 200 万バーツの研究活動予算が既に確保されている。 

これらの C/P 機関によれば、研究活動予算は十分とはいえないが、上記のような努力に

より研究予算を確保しており、プロジェクト活動の遅延等の重大な影響はこれまで生じて

はいないとのことである。 

 

４－３－３ 活動の効率性 

アウトプット（成果）産出のために、プロジェクト活動は、おおむね効率的に進捗している。

効率性に影響を与えた要因は以下のとおりである。 

・ 日本人専門家とタイ側 C/P の良好な協力関係が、研究活動を促進し、期待された成果を生

み出している。 

・ プロジェクトの比較的早い段階で、高品質 BDF 製造パイロットプラントを設置し運転を

開始できたことは、プロジェクトの目に見える成果を関係者に示し、プロジェクト実施を

促進した。 

・ 洪水被害からの復旧工事が比較的短期間で完了したことは、プロジェクト実施に対する関

係者のモチベーションを維持するのに寄与した。 

・ PTT、いすゞタイグループ等の民間部門からの支援が得られ、プロジェクトで製造した高

品質 BDF の実車試験を含む自動車燃料適合性評価の実施が実現した。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクト開始前には、以下のインパクト及び波及効果が想定されていた。 

・ バイオ燃料の研究開発分野における組織能力向上及び人材育成 

・ 高品質 BDF 製造技術の実用化 
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・ ジャトロファからの高品質 BDF 製造技術の他原料への適用 

・ 輸送燃料以外への適用 

これらの点につき、プロジェクトはこれまでに以下のインパクトをもたらしている。 

 

(1) 能力向上 

プロジェクト活動を通じて、C/P 機関及びその研究者の能力は向上してきている。インタ

ビューした C/P のほぼ全員が、プロジェクト活動を通じて、バイオ燃料製造に係る知識・技

術が向上したことに同意し、以下の例を挙げている。 

・ 製造プロセス、プラント運転方法、実験機器・用具の取り扱い方法、実験手法、触媒反応

手法、分析手法等の知識及び技術を習得した。 

・ 関連知識・技術の習得後、自らの研究タスクをより効率的・スムーズに実施できるように

なった。 

・ 有効な触媒の特定、高品質 BDF の製造等、向上した知識・技術を活用しての成果が出て

いる。 

・ SC 会議、年次研究成果発表会、学会等で、バイオ燃料製造に係る発表を行った。 

・ バイオ燃料に関連するテーマの論文、研究報告書が作成され、学術誌にも投稿されている。 

 

(2) 社会実装（実用化） 

プロジェクトが開催した研究成果発表会は一般にも公開されたこと、PTT 及びいすゞタイ

グループの協力の下実施されている実車試験はマスコミに取り上げられたことから、本プロ

ジェクトは外部からの注目を集めており、外部機関とのネットワークも広がっている。 

高品質 BDF 製造技術の実用化については、エネルギー省、日・タイ産業界等との協議が開

始されている。エネルギー省は、B106等の本プロジェクトにて開発された技術に興味をもち

始めている。また、タイ及び周辺国におけるジャトロファ供給可能性につき調査を実施した。

これらの協議及び調査を通じて、社会実装に向けた課題が明らかになりつつある。 

ジャトロファからの高品質 BDF 製造技術が他原料へ適用できることは既に判明している。

TIRTR の C/P 研究者からは、ジャトロファ以外の原料を用いて BDF 製造パイロットプラント

を運転し参考データを取得する着想が述べられている。 

 

４－５ 持続性 

４－５－１ 政策及びその他の支援 

AEDP は、再生エネルギーの活用、効率的な再生エネルギー技術の研究・開発の促進を掲げ

ていることから、基本的には同分野に対するタイ政府からの支援は大いに見込める。しかしな

がら、プロジェクト関連研究活動の継続及びプロジェクトで開発された技術の実用化に対して、

具体的支援（政策への反映、財政的支援等）がなされるか否かは、これらの技術に対する政府

の関心次第である。よって、今後もタイ政府、特にエネルギー省との継続的な対話が必要であ

る。 

本プロジェクトが開発した技術の実用化に向けその持続性を確保するためには、政策支援に

                                                        
6 BDF 10％、軽油 90％の混合油。 
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加え、民間産業部門からの支援が不可欠である。プロジェクトは既に民間産業部門との協議を

始めており、具体的支援も得ている（高品質 BDF の実車試験等）。このような民間産業部門と

の協力関係を今後も維持するための努力が必要である。 

 

４－５－２ 財政面 

バイオ燃料製造に係る研究開発は NSTDA 及び TISTR の優先分野であることから、プロジェ

クト関連研究活動の継続のため、TISTR 自己資金及び NSTDA CPMO「環境・エネルギークラ

スター」からある程度の研究予算が割り当てられることが大いに見込める。ただし、研究予算

のレベルは政策に影響を受ける。 

 

４－５－３ 組織面 

プロジェクト活動を通じて、C/P の研究能力及びプロジェクト運営能力は十分なレベルにま

で向上している。また、C/P の大部分がプロジェクト終了まで及び終了後も定着する可能性は

高い。よって、プロジェクト関連研究活動を C/P 機関自身で継続できることが見込める。その

場合も、日本側との研究連携関係が維持されることが C/P 側から望まれている。 

 

４－６ 結論 

プロジェクト目標達成のために、「ジャトロファオイルからの安全で高品質な BDF の製造技術

の構築」（研究成果 1）と「ジャトロファ残渣のバイオオイル精製技術及び高品位輸送燃料化技術

の構築」（研究成果 2）の 2 つの研究成果が設定されている。本プロジェクトは順調に進捗してお

り、研究成果 1 については中間時点において十分なレベルの成果をもたらしている。なお、プロ

ジェクトが、部分水素化による改質等の新技術を適用し高品質 BDF 製造を実現し、実車試験まで

つなげたことは特筆すべきことである。 

一方、TISTR 設置の急速熱分解炉での実験が開始され、2013 年中には十分な量のバイオオイル

がジャトロファ残渣から製造される予定であることから、研究成果 2 に係る研究活動が加速する

ことが見込まれる。よって、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成される見込みで

あることが合同調査団により確認された。 

また、プロジェクト上位目標の達成見込み及び持続性については、プロジェクトが開発した技

術にタイ政府が関心をもち、実用化に向けての関連研究活動への支援を行うか否かに影響される

ことが、確認された。 
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第５章 提言 
 

レビュー調査結果を踏まえ、順調なプロジェクト実施の継続、持続性を確保するために、以下

の点を、調査団からプロジェクトチームに提言した。 

 

(1) PDM の改訂 

レビュー調査結果を踏まえ、調査団は現行の PDM（2009 年 9 月 11 日）を以下のとおり変

更することを提案した。 

現行 PDM 改訂提案 改訂理由 

プロジェクト目標指標 

2. The quality of biofuels 

from Jatropha residues 

produced by the Project 

satisfies the quality standards 

of petroleum gasoline and 

diesel oil (sulfur contents < 

10ppm, oxygen < 0.1wt％) at 

laboratory level. 

プロジェクト目標指標 

2. The quality of biofuels from Jatropha 

residues produced and upgraded by the Project 

satisfies the quality standards of petroleum 

gasoline and diesel oil (sulfur contents < 

10ppm, oxygen < 0.1wt％) at laboratory level. 

＜和訳＞ 

2. 研究で適用された技術によりジャトロフ

ァ残渣から製造・改質されたバイオ燃料の品

質が石油系ガソリンや軽油品質（硫黄分

10ppm 未満、酸素分 0.1 質量％未満）をクリ

アする。 

プロジェクト目標指標

2 の達成のための活動

は、ジャトロファ残渣

由来のバイオ燃料の製

造後にその改質を行う

ことであることから、

製造だけでなく、改質

という表現も追加し

た。 

成果指標 4 

 

4. By 2013, CO2 emission in 

the processes of high quality 

BDF production proposed by 

the Project is clarified by the 

Life Cycle Assessment 

(LCA).  

成果指標 4 

 

4. By 2014, CO2 emission in the processes of 

high quality BDF production proposed by the 

Project is clarified by the Life Cycle 

Assessment (LCA).  

＜和訳＞ 

4. 2014 年までに、プロジェクトで提案され

た高品質 BDF 製造プロセスの CO2 排出量が

LCA によって算出される。 

活動の進捗をかんが

み、ターゲット年を延

期した。 

成果指標 5 

 

5. By 2013, 5％ 

BDF-blended diesel produced 

in the process of the Project 

meets the following 

regulation of FAME blended 

diesel fuel in Japan (except 

for the sulfur content)： 

-FAME content < 5 mass ％ 

-Triglyceride content < 0.01 

mass ％ 

-Methanol content < 0.01 

mass ％ 

-Total Acid Number (TAN) < 

0.13mgKOH/g 

成果指標 5 

 

5. By 2013, automobile fuel compatibility of 

BDF blended with diesel oil is proved by 

material compatibility evaluation and engine 

combustion performance evaluation. 

＜和訳＞ 

5. 2013 年までに、材料適合性評価、エンジ

ン燃焼特性評価により、BDF 混合軽油の自

動車燃料適合性が実証される。 

現行 PDM では、自動

車燃料適合性の対象と

なる燃料の質が指標と

なっている。実証の実

現を示す指標に変更し

た。 
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-Sum of organic acids 

(formic, acetic and propionic 

acids) < 0.003 mass ％ 

-Increment of Total Acid 

Number (Oxidation Stability) 

< 0.12mgKOH/g 

  

成果指標 7.1 

7.1 By 2012, technologies for 

bio-oil separation and 

stabilization which separate 

solid sediment and 

water-soluble fractions in 

bio-oil and selectively recover 

water-insoluble fractions for 

further upgrading to 

transportation fuel, is 

developed. 

成果指標 7.1 

7.1 By 2013, technologies for bio-oil separation 

and stabilization which separate solid sediment 

and water-soluble fractions in bio-oil and 

selectively recover water-insoluble fractions for 

further upgrading to transportation fuel, is 

developed. 

＜和訳＞ 

7.1 2013 年までに、生成バイオオイル中の固

体微小粒子や水溶性分を分離し、輸送燃料原

料となる非水溶性燃料を選択的に分離する

バイオオイル分離・安定化技術が構築され

る。 

活動の進捗をかんが

み、ターゲット年を延

期した。 

成果指標 7.2 

7.2 By 2014, a prototyped 

separator/ stabilizer of bio-oil 

in a pilot-scale is developed.  

成果指標 7.2 

7.2 By 2014, a prototyped separator cum 

stabilizer of bio-oil in a pilot-scale is developed. 

＜和訳＞ 

7.2 2014 年までに、プロトタイプ型の分離・

安定化処理装置が開発される。 

開発・設置されるのは、

1 つの装置（分離・安

定化装置）であるため、

実態に沿った形に変更

する。 

 

成果指標 10 

10. By 2013, CO2 emission in 

the processes of biomass 

residues pyrolysis to bio-oils 

and following upgrading of 

bio-oils to transportation fuels 

is clarified by the Life Cycle 

Assessment (LCA).  

成果指標 10 

10. By 2014, CO2 emission in the processes of 

biomass residues pyrolysis to bio-oils and 

following upgrading of bio-oils to 

transportation fuels is clarified by the Life 

Cycle Assessment (LCA). 

＜和訳＞ 

10. 2014 年までに、ジャトロファ残渣の熱分

解によるバイオオイル製造及び輸送燃料向

け改質のプロセスにおける CO2 排出量が

LCA によって算出される。 

残渣由来のバイオオイ

ル製造は今後の活動で

あることから、その製

造工程が決定し、イン

ベントリーデータが揃

うことで、LCA が行え

ることから、ターゲッ

トを現実的に延期し

た。 

成果指標 11 

11. By 2014, biofuels derived 

from Jatropha residues, 

including biofuels derived 

from co-processing 

hydrodeoxygenated bio-oil 

with petroleum, meets the 

quality standard of petroleum 

gasoline and diesel oil. (sulfur 

content < 10ppm, oxygen 

content < 0.1wt％ for neat 

processing; and sulfur content 

< 10-50ppm, oxygen content  

成果指標 11 

11. By 2014, automobile fuel compatibility of 

biofuels derived from Jatropha residues 

(including bio-oil blended with petroleum) is 

proved by material compatibility evaluation and 

engine combustion performance evaluation. 

＜和訳＞ 

11. 2014 年までに、材料適合性評価、エンジ

ン燃焼特性評価により、ジャトロファ残渣由

来のバイオ燃料（石油混合油を含む）の自動

車燃料適合性が実証される。 

 

現行 PDM では、自動

車燃料適合性の対象と

なる燃料の質が指標と

なっている。実証の実

現を示す指標に変更し

た。 
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< 0.1wt％ of for 

co-processing) 

  

Task 5 

人材育成・技術移転、BDF

製造技術の実用化に係る記

載はなし。 

成果 

(For human resources development/technology 

transfer, practical application of BDF 

production technologies) 

【Task 5】 

12. Researchers involved with biofuels 

production and utilization are nurtured. 

13. Preparations for practical application of 

BDF production technologies are done. 

＜和訳＞ 

（人材育成・技術移転、BDF 製造技術の実

用化） 

【Task 5】 

12. バイオ燃料製造及び利用に係る研究者

が育成される。 

13. BDF 製造技術の実用化に向けての準備

が整う。 

現行 PDM では、人材

育成・技術移転、BDF

製造技術の実用化に係

る活動及び成果は含ま

れていないが、同活動

は Task 5 として実施さ

れている。 

成果指標 

12. Number of research papers and 

presentations at academic conferences is 

increased. 

13.1 Issues (e.g. raw materials, 

technical/economic/environmental aspects, etc.) 

and future directions relating to practical 

application of BDF production technologies are 

clarified.  

13.2 Actions for practical application of BDF 

production technologies are taken (e.g. 

strengthening collaboration with primary 

industries, business enterprises, neighboring 

countries). 

＜和訳＞ 

12.カウンターパート機関の研究者の学会発

表、論文等の事績が増加する。 

13.1 BDF 製造技術の実用化に向けた課題

（出発原料、技術・経済性・環境負荷等）、

今後の方向性が明らかにされる。 

13.2 BDF 製造技術の実用化に向けてのアク

ション（一次産業・企業さらには周辺諸国と

の連携強化等）が取られる。 

同上 

入手手段 

- Above-mentioned reports 

- Research papers, and presentations at 

academic conferences 

- Clarified issues and future 

directions/approaches 

- Actions for practical application of BDF  

同上 
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 production technologies 

＜和訳＞ 

-上記報告書 

- 論文、学会発表実績 

- 実用化に向けた課題及び今後のアプロー

チ案 

- 実用化に向けてのアクション実績 

 

活動 2.1 

2.2 To design and develop 

pilot-scale standardized BDF 

production process. 

活動 2.1 

2.2 To design and develop pilot-scale 

standardized BDF production process, including 

the use of local available feedstock. 

＜和訳＞ 

2.1 パイロットスケールでの標準化された

高品質 BDF 製造プラント化技術の設計・開

発を行う（ジャトロファに加えて他の入手可

能な原料を用いる）。 

高品質 BDF 製造技術

の他原料への適用を確

認したい旨の要望が

C/P研究者側からあり、 

日本人専門家も同意し

たことから、同活動を

追加した。 

活動 2.2 

2.2 To produce BDF for 

engine tests. 

活動 2.2 

2.2 To produce BDF for engine and on-road 

tests. 

＜和訳＞ 

2.2 エンジンテスト・実車試験用 BDF を製

造する。 

当初計画には含まれて

いなかった実車試験が

実施されている。 

活動 3.4 

3.4 To conduct detailed 

analysis of BDF and bio-oils. 

 

3.4 To develop detailed analytical methods of 

BDF. 

8.3 To develop detailed analytical methods of 

bio-oils. 

＜和訳＞ 

3.4 BDF の詳細分析技術を開発する。 

8.3 バイオオイルの詳細分析技術を開発す

る。 

BDF の詳細分析技術は

Task 1 に関連するもの

であり、バイオオイル

の詳細分析技術は Task 

3 に関連するものであ

ることから、現行 PDM

での活動 3.4の記載を 2

つに分けた。 

活動 10.1 

10.1 To conduct Life Cycle 

Assessment on biofuels 

production via. 

Pyrolysis-hydrotreating 

process. 

活動 10.1 

10.1 To conduct Life Cycle Assessment on 

biofuels production via. Pyrolysis-hydrotreating 

and upgrading process. 

＜和訳＞ 

10.1 急速熱分解・酸化安定化プロセスによ

るバイオ燃料製造・改質に関する LCA を行

う。 

上記プロジェクト目指

標 2 修正と同様の理由

により、改質を追加し

た。 

活動 5 

 

活動 5 

5.5 To conduct on-road tests of the BDF. 

＜和訳＞ 

5.5 高品質 BDF の実車走行試験を行う。 

当初計画には含まれて

いなかった実車試験が

実施されている。 

活動 11.3 

11.3 To evaluate engine 

performance of the biofuels. 

削除 これらの活動は、ジャ

トロファ残渣由来のバ

イオ燃料の製造工程が

決定し、成分組成、混

合比率が解明されるこ 
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  とが前提である。本中

間レビュー時に関係者

で協議したところ、こ

れらの前提条件がクリ

アした後活動を開始し

成果を実現することは

困難であることから、

削除する結論となっ

た。 

活動 11.4 

11.4 To simulate combustion 

behavior of the biofuels. 

削除 同上 

Task 5 

人材育成・技術移転、BDF

製造技術の実用化に係る記

載はなし。 

【Task 5】 Human resources 

development/technology transfer, and practical 

application of BDF production technologies 

12.1To conduct technical services, training 

courses and seminars for researchers of 

counterpart organizations. 

13.1 To examine strategies for practical 

application of BDF production technologies. 

13.2 To exchange information and discuss for 

strengthening collaborations among concerned 

parties (e.g. primary industries, business 

enterprises, universities, government, 

neighboring countries, etc.) for practical 

application of BDF production technologies. 

＜和訳＞ 

【Task 5】人材育成・技術移転及び BDF 製

造技術の実用化 

12.1 カウンターパート機関研究者に対す

る、技術指導、研修、セミナー等を実施する。 

13.1 BDF 製造技術の実用化に向けた戦略を

検討する。 

13.2 BDF 製造技術の実用化に向けて関連機

関（一次産業・周辺諸国を含む産業界・大学・

国）との情報交換・協議を行い、連携強化を

図る。 

現行 PDM では、人材

育成・技術移転、BDF

製造技術の実用化に係

る活動及び成果は含ま

れていないが、同活動

は Task 5 として実施さ

れている。 

Preconditions 

Necessary budgets for examining practical 

application of BDF production technologies are 

ensured both in Thai and Japanese sides. 

＜和訳＞ 

前提条件 

実用化に向けた検討促進のための予算措置

が、日本・タイ側でなされる。 

同上 

上記提案は、2012 年 12 月 4 日に開催された第 3 回 JCC にて承認された。改訂 PDM については、付属資料１．

Joint Mid-term Review Report Annex-5 及び付属資料３．改訂 PDM（和文、仮訳）を参照。 
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(2) プロジェクト実施・モニタリング体制の更なる改善 

本プロジェクトの実施・モニタリング体制は十分に機能しているといえる。実施・モニタ

リング体制の更なる改善のため、各研究タスクグループの活動進捗・課題・今後の活動スケ

ジュールをタイムリーに共有・管理できるような仕組み（SC 会議の開催頻度の増加等）を導

入することを検討すべきである。 

PDM を認識し、その内容について理解している C/P 及び日本人専門家は限られていた。本

中間レビューで提言した PDM 改訂を機に、改訂 PDM を C/P 及び日本人専門家の間で適切に

共有すべきである。 

 

(3) 不測の状況への対応に係る事前協議 

科学技術協力プロジェクトは通常新たな技術分野を対象とするため、不測の状況がしばし

ば生じる。本プロジェクトにおいては、供与機材でその運転開始前に部品交換等が必要なケ

ースが生じた。また、ジャトロファ原油の入手には予想以上の時間と費用を要した。プロジ

ェクト実施における中断または遅延を避けるためにも、タイ・日本国側双方のプロジェクト

関係者は、このような不測の状況に対応するための予算の確保方法につき、事前に十分に協

議することが求められる。 

 

(4) プロジェクトにより開発された技術の実用化 

プロジェクト上位目標（本プロジェクトによるバイオ燃料製造技術の普及）の達成見込み

及びプロジェクト持続性は、タイ政府、タイ・日本の民間産業部門等の本プロジェクトによ

り開発された技術への関心、その支援により、影響される。また、原料としてのジャトロフ

ァの入手可能性にも左右される。 

既述したように、本プロジェクトによる技術の実用化に向け、これらの外部関係者との協

議は開始されている。日本人専門家及びタイ C/P は、これら外部関係者の興味を促進し、そ

の支援を得るためのアクションを継続することが求められる。また、ジャトロファ入手可能

性はプロジェクトの方向性に影響するため、タイ及び周辺国におけるジャトロファの供給ポ

テンシャル及び関連要因の状況につき今後もフォローアップが必要である。 

 

 



 

 

 

 

 
 

付 属 資 料 

１．協議議事録（M/M）（Joint Mid-term Review Report を含む） 

 

２．評価グリッド 

 

３．改訂 PDM（和文、仮訳） 
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？

 

投
入

実
績

 
プ

ロ
ジ
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ト

資
料

、
研

究

者
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門
家

、
C
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・
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S
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A
、

M
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C
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S
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A
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TI
S

TR
、

K
M

U
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B
よ

り
、

延
べ

89
名

が
C

/P
と

し
て

配
置

さ
れ

て
い

る
。

 
・
3 

C
/P

機
関

に
日

本
人

専
門

家
用

執
務

場
所

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

用
の

ラ
ボ

ラ
ト

リ
ー

を
設

置
、

TI
S
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に

B
D

F
製

造

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ラ
ン

ト
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バ
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）
 

成
果

1・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

1：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

1 
毒

性
懸

念
の

な
い

バ
イ

オ
デ

ィ
ー

ゼ
ル

燃
料

（
B

D
F）

製
造

の
た

め
の

解
毒

化
技

術
が

開

発
さ

れ
る

。
 

指
標

1：
 

20
12

年
ま

で
に

、
B

D
F

に
含

ま
れ

る
毒

性
（
ホ

ル
ボ

ー
ル

エ
ス

テ
ル

）
の

含
有

量
が

安
全

な

レ
ベ

ル
ま

で
低

下
す

る
。

 

 
・
成

果
指

標
は

既
に

達
成

さ
れ

て
お

り
、

本
課

題
に

つ
い

て
の

研
究

活
動

は
20

12
年

度
中

で
完

了
予

定
で

あ
る

。
 

活
動
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R
S
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B
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F
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解
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化

技
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。
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/日

規
模

で
製

造
す

る
P

P
設

計
に

資
す

る
基

礎
デ

ー
タ

を
取

得
。

 
・
B

D
F

を
1t

/日
規

模
で

製
造

す
る

P
P

（
B

D
F

の
部

分
水

素
化

、
低

金
属

・
高

酸
化

安
定

性
処

理
に

よ
る

高
品

質
化

設
備

を
含

む
）
を

TI
S

TR
に

設
置

（
20

11
年

1
月

）
、

試
運

転
実

施
、

高
品

質
（
東

ア
ジ

ア
サ

ミ
ッ

ト
推

奨
品

質
）
B

D
F

製
造

可
を

実
証

済
。

 
・
テ

ス
ト

運
転

後
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ラ
ン

ト
を

タ
イ

側
に

引
き

渡
し

（
20

11
年

5
月

19
日

）
。

 
・
タ

イ
洪

水
に

よ
り

被
害

を
受

け
た

P
P

の
被

害
状

況
確

認
調

査
、

復
旧

工
事

、
運

転
性

能
回

復
の

確
認

（
20

12
年

5
月

）
。

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
オ

イ
ル

中
の

リ
ン

脂
質

分
を

低
減

す
る

た
め

の
脱

ガ
ム

装
置

を
TI

S
TR

内
に

設
置

（
20

12
年

7
月

）
。

 
・
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

運
転

最
適

化
に

つ
い

て
は

今
後

も
継

続
。
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

活
動

2.
2（

R
S

 1
-3

（
P

P
）
、

R
S

 
1-

7）
：
 

エ
ン

ジ
ン

テ
ス

ト
・
実

車
試

験

用
B

D
F

を
製

造
す

る
。

 

 
産

総
研

 
TI

S
TR

 
・
エ

ン
ジ

ン
評

価
用

の
高

品
質

B
D

F
を

産
総

研
、

早
大

、
M

TE
C

に
提

供
（
20

10
年

度
）
。

 
・
実

車
試

験
に

提
供

す
る

高
品

質
B

D
F（

約
60

0L
の

部
分

水
素

化
B

D
F）

の
製

造
実

施
（
20

12
年

度
）
。

 

成
果

3・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

3：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

1 
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
B

D
F

の
改

質
の

た
め

の
触

媒
利

用
技

術
が

開

発
さ

れ
る

。
 

指
標

3：
 

20
14

年
ま

で
に

、
B

D
F

の
品

質
が

東
ア

ジ
ア

サ
ミ

ッ
ト

推

奨
品

質
及

び
世

界
燃

料
憲

章
バ

イ
オ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
ラ

イ
ン

を
ク

リ
ア

す
る

。
 

 
・
高

品
質

の
原

料
か

ら
の

高
品

質
B

D
F

の
製

造
は

実
現

し
て

お
り

（
従

来
技

術
＋

部
分

水
素

化
技

術
）
、

本
指

標
は

ク
リ

ア
し

て
い

る
。

今
後

は
、

低
品

質
の

原
料

か
ら

高
品

質
B

D
F

の
製

造
を

可
能

と
す

べ
く
、

P
P

実
験

条
件

の
確

認
を

継
続

す
る

。
 

活
動

3.
1（

R
S

 1
-4

）
：
 

エ
ス

テ
ル

交
換

用
固

体
触

媒

を
特

定
す

る
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
、

 
TI

S
TR

 

・
チ

タ
ニ

ア
担

持
金

属
酸

化
物

触
媒

、
特

に
、

担
持

鉄
触

媒
が

高
い

活
性

を
示

す
こ

と
を

発
見

済
（
20

09
年

度
）
。

 
・
担

持
鉄

触
媒

の
改

良
継

続
：
脂

肪
酸

メ
チ

ル
エ

ス
テ

ル
純

度
、

グ
リ

セ
リ

ド
類

残
存

量
が

東
ア

ジ
ア

サ
ミ

ッ
ト

品
質

を
満

た
す

触

媒
入

手
（2

01
1

年
度

）。
 

・
脂

肪
酸

メ
チ

ル
エ

ス
テ

ル
純

度
、

グ
リ

セ
リ

ド
類

残
存

量
が

東
ア

ジ
ア

サ
ミ

ッ
ト

品
質

を
満

た
し

、
遊

離
酸

含
有

量
の

多
い

原
料

で
も

優
れ

た
活

性
を

示
す

チ
タ

ン
含

有
触

媒
を

得
た

（
20

12
年

度
）
。

 
・
反

応
条

件
は

塩
基

性
触

媒
に

比
べ

て
過

酷
に

な
る

も
の

の
、

触
媒

成
分

の
漏

出
懸

念
の

少
な

い
触

媒
（

Fe
/S

iO
2,

 
Ti

-S
A

B
15

等
）
で

あ
る

新
規

触
媒

系
を

特
定

し
た

。
 

・
よ

り
高

性
能

な
次

世
代

触
媒

を
特

定
す

べ
く
研

究
活

動
を

継
続

す
る

。
 

活
動

3.
2（

R
S

 1
-5

）
：
 

酸
化

安
定

性
向

上
の

た
め

の

水
素

化
技

術
を

構
築

す
る

。
 

 
産

総
研

 
TI

S
TR

 
・
多

価
不

飽
和

脂
肪

酸
エ

ス
テ

ル
→

一
価

不
飽

和
脂

肪
酸

エ
ス

テ
ル

へ
部

分
水

素
化

す
る

方
法

の
検

討
：
P

d（
パ

ラ
ジ

ウ
ム

）

等
の

貴
金

属
系

触
媒

が
多

価
不

飽
和

結
合

の
低

圧
部

分
水

素
化

に
有

効
で

あ
り

、
反

応
条

件
等

の
最

適
化

に
よ

り
、

望
ま

し
い

一
価

不
飽

和
脂

肪
酸

エ
ス

テ
ル

濃
度

の
最

大
化

を
実

証
（
20

09
年

度
）
。

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
オ

イ
ル

の
脂

肪
酸

組
成

の
詳

細
分

析
に

よ
る

水
素

消
費

量
の

理
論

値
と

プ
ラ

ン
ト

に
お

け
る

実
測

値
が

よ
く
一

致

す
る

こ
と

を
発

見
済

。
こ

の
水

素
消

費
量

を
指

標
と

す
る

運
転

最
適

化
条

件
を

見
出

し
、

PP
運

転
操

作
D

B
構

築
に

資
す

る
デ

ー
タ

を
取

得
済

（2
01

1
年

度
）。

 
・
高

品
質

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

B
D

F
を

タ
イ

で
製

造
さ

れ
た

軽
油

基
材

と
混

合
し

、
酸

化
安

定
性

及
び

低
温

流
動

性
に

つ
き

確
認

→
酸

化
安

定
性

ラ
ン

シ
マ

ッ
ト

誘
導

時
間

20
時

間
以

上
、

曇
り

点
、

流
動

点
で

顕
著

な
悪

化
な

し
、

実
車

走
行

試
験

に
供

給
可

の

品
質

と
確

認
済

（
20

12
年

度
）
。

 
・
多

価
不

飽
和

脂
肪

酸
メ

チ
ル

（酸
化

劣
化

の
要

因
物

質
）を

部
分

水
素

化
し

、
単

価
不

飽
和

脂
肪

酸
メ

チ
ル

に
転

換
し

、
BD

F
の

酸

化
安

定
性

を
向

上
さ

せ
る

技
術

を
構

築
し

た
。

貴
金

属
触

媒
の

長
寿

命
化

や
水

素
化

工
程

の
ス

ケ
ー

ル
ア

ッ
プ

を
検

討
中

。
 

活
動

3.
3（

R
S

 1
-6

）
：
 

B
D

F
高

品
質

化
の

た
め

の
脱

金
属

技
術

を
構

築
す

る
。

 

 
産

総
研

 
TI

S
TR

 
・
B

D
F

中
の

ア
ル

カ
リ

金
属

（
N

a、
K

等
）
、

ア
ル

カ
リ

土
類

金
属

（
C

a、
M

g
等

）
、

リ
ン

（
P

）
の

除
去

も
可

能
な

吸
着

剤
を

、
B

D
F

の
部

分
水

素
化

工
程

に
組

み
込

ん
だ

技
術

を
開

発
し

た
。

→
残

留
金

属
量

を
1p

pm
以

下
に

低
減

。
 

・
ラ

ボ
ス

ケ
ー

ル
で

の
技

術
開

発
済

。
P

P
に

装
置

を
設

置
、

P
P

レ
ベ

ル
で

の
検

証
を

継
続

す
る

。
 

活
動

3.
4（

R
S

 1
-8

）
：
 

B
D

F
及

び
バ

イ
オ

オ
イ

ル
の

詳
細

分
析

技
術

を
開

発
す

る
。

 

 
産

総
研

 
TI

S
TR

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
か

ら
の

バ
イ

オ
オ

イ
ル

を
油

層
と

水
層

に
分

離
し

、
油

層
は

ア
ル

カ
リ

処
理

－
エ

ー
テ

ル
抽

出
し

て
脂

肪
酸

及
び

フ
ェ

ノ
ー

ル
類

を
分

離
除

去
す

る
こ

と
に

よ
り

、
窒

素
化

合
物

の
同

定
が

可
能

（
20

11
年

度
）
。

 
・
B

D
F及

び
バ

イ
オ

オ
イ

ル
の

ガ
ス

ク
ロ

マ
ト

グ
ラ

フ
（
G

C
）
及

び
質

量
分

析
器

付
き

G
C

（
G

C
-M

S
）
を

用
い

た
詳

細
分

析
法

を

構
築

し
、

タ
イ

側
C

/P
機

関
と

共
有

し
た

。
 

成
果

4・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

4：
→

環
境

持
続

可
能

性

検
証

 
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
オ

イ
ル

留
分

か

ら
の

高
品

質
B

D
F

製
造

の

C
O

2
削

減
効

果
が

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
ア

セ
ス

メ
ン

ト
（
LC

A
）

に
よ

っ
て

明
ら

か
に

さ
れ

る
。

 

指
標

4：
 

20
13

年
ま

で
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

提
案

さ
れ

た
高

品
質

B
D

F
製

造
プ

ロ
セ

ス
の

C
O

2
排

出
量

が
LC

A
に

よ
っ

て
算

出
さ

れ
る

。
 

 
・
B

D
F

製
造

の
全

プ
ロ

セ
ス

の
LC

A
を

行
う

た
め

に
は

追
加

情
報

・
デ

ー
タ

が
必

要
で

あ
る

。
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3 

 

項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

活
動

4.
1（

R
S

 1
-9

）
：
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
提

案
し

た
高

品
質

B
D

F
製

造
の

LC
A

を

行
う

。
 

 
早

大
 

N
S

TD
A

、
 

TI
S

TR
 

・
B

D
F

製
造

に
係

る
LC

A
既

存
国

内
事

例
の

情
報

収
集

、
LC

A
の

範
囲

・
方

針
を

整
理

。
（
20

09
年

度
）
 

・
タ

イ
に

お
け

る
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
に

伴
う

土
地

利
用

変
化

の
環

境
評

価
に

関
し

基
本

ア
プ

ロ
ー

チ
を

整
理

。
（
20

10
年

度
）
 

・
タ

イ
の

一
部

地
域

を
対

象
と

し
た

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

の
持

続
的

な
栽

培
と

生
産

に
必

要
な

要
件

を
明

確
化

、
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
を

通
じ

た
土

地
利

用
が

周
辺

環
境

に
与

え
る

影
響

を
評

価
（
炭

素
ス

ト
ッ

ク
・
フ

ロ
ー

量
、

G
H

G
排

出
量

）
。

（
20

11
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
と

B
D

F
生

産
の

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
コ

ス
ト

計
算

に
供

す
る

各
種

デ
ー

タ
の

収
集

、
同

デ
ー

タ
に

基
づ

く
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
の

環
境

負
荷

・
社

会
に

対
す

る
影

響
（
G

H
G

排
出

量
、

雇
用

創
出

、
収

入
増

）
に

関
す

る
LC

A
を

実
施

。
（
20

12
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
等

に
係

る
情

報
入

手
の

た
め

タ
イ

の
現

地
調

査
を

実
施

。
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
（
土

地
利

用
変

化
の

影
響

含

む
）
か

ら
種

子
搾

油
に

よ
る

油
分

の
回

収
工

程
に

至
る

ま
で

の
C

O
2
排

出
量

の
LC

A
を

実
施

。
回

収
さ

れ
た

油
分

か
ら

高
品

質
B

D
F

の
製

造
に

至
る

工
程

で
の

C
O

2
排

出
量

は
現

在
算

出
中

で
あ

る
。

 

成
果

5・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

5：
→

技
術

実
用

化
 

高
品

質
B

D
F

の
自

動
車

燃

料
適

合
性

が
実

証
さ

れ
る

。
 

指
標

5
：

 
20

13
年

ま
で

に
、

B
D

F5
%

混
合

軽
油

が
、

日
本

の

「
品

確
法

」
の

バ
イ

オ
燃

料
（
脂

肪
酸

メ
チ

ル
エ

ス
テ

ル
FA

M
E

）

混
合

軽
油

の
以

下
の

基
準

（
硫

黄
分

を
除

く
）
を

充
足

す
る

。
 

FA
M

E
分

＜
5

質
量

%
 

ト
リ

グ
リ

セ
リ

ド
量

＜
0.

01
質

量
%

 
メ

タ
ノ

ー
ル

分
＜

0.
01

質
量

%
 

酸
価

（
TA

N
）
＜

0.
13

m
gK

O
H

/g
 

軽
質

有
機

酸
（
ギ

酸
、

酢
酸

、
プ

ロ
ピ

オ
ン

酸
＜

0.
00

3
質

量
%

）
 

酸
化

増
加

量
（
酸

化
安

定
性

）
＜

0.
12

m
gK

O
H

/g
 

 
・
B

D
F

混
合

軽
油

の
材

料
適

合
性

、
エ

ン
ジ

ン
燃

焼
特

性
評

価
を

実
施

し
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
製

造
さ

れ
る

高
品

質
B

D
F

の
自

動
車

燃
料

適
合

性
が

実
証

さ
れ

る
こ

と
は

大
い

に
見

込
め

る
。

 

活
動

5.
1（

R
S

 4
-1

）
：
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
製

造
し

た
高

品
質

B
D

F
の

材
料

適
合

性

評
価

を
行

う
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
脂

肪
酸

組
成

ご
と

の
潤

滑
性

と
極

性
の

関
連

づ
け

を
検

討
。

（
20

10
年

度
）
 

・
製

造
さ

れ
た

B
D

F
の

性
能

評
価

に
つ

き
、

長
期

放
置

試
験

、
材

料
浸

せ
き

試
験

、
潤

滑
性

試
験

等
を

実
施

。
（
20

11
年

度
）
 

・
部

分
水

素
化

処
理

に
よ

る
高

品
質

B
D

F
は

、
酸

化
防

止
剤

添
加

の
従

来
型

B
D

F
に

比
べ

、
同

等
の

潤
滑

性
を

示
し

、
銅

部

材
へ

の
浸

食
影

響
も

ほ
と

ん
ど

み
ら

れ
ず

、
燃

料
配

管
ゴ

ム
ホ

ー
ス

の
膨

潤
性

は
少

な
か

っ
た

。
 

・
高

品
質

原
料

か
ら

製
造

さ
れ

た
高

品
質

B
D

F
に

つ
い

て
は

材
料

適
合

性
が

実
証

さ
れ

た
。

B
D

F
の

質
が

確
保

さ
れ

る
な

ら

ば
、

材
料

適
合

性
は

問
題

な
い

。
 

活
動

5.
2（

R
S

 4
-3

）
：
 

高
品

質
B

D
F

の
燃

焼
特

性

評
価

を
行

う
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
TI

S
TR

の
P

P
で

製
造

さ
れ

た
B

D
F（

JM
E

、
H

JM
E

、
ad

dH
JM

E
）
に

つ
き

、
小

型
ト

ラ
ッ

ク
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
エ

ン
ジ

ン
で

の

排
出

ガ
ス

性
能

比
較

を
部

分
負

荷
試

験
に

て
実

施
。

（
20

11
年

度
）
 

・
取

得
デ

ー
タ

の
解

析
、

JM
E

の
適

合
性

に
つ

き
検

証
中

。
（
20

12
年

度
）
 

・
部

分
水

素
化

処
理

に
よ

る
高

品
質

B
D

F
と

酸
化

防
止

剤
添

加
の

従
来

型
B

D
F

の
燃

焼
特

性
、

排
出

ガ
ス

特
性

（
N

O
x、

S
m

ok
e、

全
炭

化
水

素
、

C
O

）
は

同
等

で
あ

っ
た

。
低

負
荷

運
転

時
の

C
O

排
出

量
は

、
前

者
（
高

品
質

B
D

F）
の

方
が

少

な
か

っ
た

。
 

・
燃

焼
方

式
を

変
え

て
の

検
証

を
継

続
す

る
。

 
活

動
5.

3（
R

S
 4

-5
）
：
 

高
品

質
B

D
F

の
エ

ン
ジ

ン
特

性
評

価
を

行
う

。
 

 
早

大
 

N
S

TD
A

 
・
エ

ン
ジ

ン
テ

ス
ト

ベ
ン

チ
（
直

列
4

気
筒

2.
2L

タ
ー

ボ
過

給
乗

用
車

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

エ
ン

ジ
ン

）
の

構
築

、
基

礎
デ

ー
タ

取
得

。

（
20

09
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
B

D
F

と
成

分
構

成
等

が
類

似
し

て
い

る
M

O
（
オ

レ
イ

ン
酸

メ
チ

ル
）
と

軽
油

の
混

合
燃

料
を

用
い

エ
ン

ジ
ン

試

験
を

実
施

（
着

火
特

性
、

燃
焼

圧
力

、
熱

発
生

に
与

え
る

影
響

は
ほ

ぼ
な

し
）
。

（
20

10
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
B

D
F

混
合

軽
油

を
用

い
、

エ
ン

ジ
ン

試
験

を
実

施
、

燃
焼

特
性

・
排

気
特

性
に

与
え

る
影

響
に

つ
き

比
較

・
検

討
。

噴
霧

可
視

化
装

置
の

製
作

と
噴

霧
撮

影
実

施
。

（
20

11
年

度
）
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

・
B

D
F

と
軽

油
を

4：
6

で
混

合
し

た
燃

料
（
J4

0）
を

用
い

、
デ

ィ
ー

ゼ
ル

エ
ン

ジ
ン

へ
の

適
用

性
を

確
認

す
る

た
め

、
各

種
運

転

パ
ラ

メ
ー

タ
が

燃
焼

と
排

出
ガ

ス
成

分
に

与
え

る
影

響
に

つ
き

、
実

機
試

験
を

実
施

。
B

D
F

混
合

軽
油

の
噴

霧
可

視
試

験
結

果
に

基
づ

き
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

修
正

。
（
20

12
年

度
）
 

・
B

D
F

の
モ

デ
ル

燃
料

と
し

て
の

オ
レ

イ
ン

酸
メ

チ
ル

や
部

分
水

素
化

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

B
D

F
と

軽
油

と
の

混
合

燃
料

実
験

か
ら

、

バ
イ

オ
燃

料
種

の
エ

ン
ジ

ン
特

性
に

及
ぼ

す
影

響
が

ほ
と

ん
ど

な
い

こ
と

、
バ

イ
オ

燃
料

の
使

用
は

煤
煙

低
減

に
つ

な
が

る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
 

・
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
結

果
の

検
証

、
実

用
化

に
あ

た
っ

て
、

現
状

で
使

用
し

て
い

る
バ

イ
オ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
と

の
比

較
を

行
う

予

定
。

 
活

動
5.

4（
R

S
 4

-7
）
：
 

高
品

質
B

D
F

の
燃

焼
特

性

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
。

 

 
早

大
 

N
S

TD
A

 
・
B

D
F

燃
焼

反
応

機
構

を
模

擬
す

る
サ

ロ
ゲ

ー
ト

反
応

機
構

に
つ

き
検

討
。

（
20

09
年

度
）
 

・
M

O
サ

ロ
ゲ

ー
ト

反
応

機
構

モ
デ

ル
を

燃
焼

反
応

モ
デ

ル
に

導
入

。
（
20

10
年

度
）
 

・
M

O
反

応
機

構
モ

デ
ル

を
用

い
、

燃
焼

特
性

、
排

出
ガ

ス
特

性
を

予
測

し
、

エ
ン

ジ
ン

の
最

適
運

転
条

件
を

探
索

す
る

こ
と

を

目
的

と
し

た
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

。
（
20

11
年

度
）
 

・燃
焼

と
排

出
ガ

ス
特

性
の

定
性

的
変

化
を

予
測

。
熱

発
生

率
と

排
出

ガ
ス

の
定

量
的

予
測

を
可

能
す

る
モ

デ
ル

改
善

を
予

定
。

（2
01

2
年

度
） 

・
B

D
F

の
モ

デ
ル

燃
料

と
し

て
の

オ
レ

イ
ン

酸
メ

チ
ル

や
部

分
水

素
化

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

B
D

F
の

燃
焼

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
を

構
築

し
、

粒
子

状
物

質
（
P

M
）
や

N
O

x
の

生
成

領
域

を
数

値
計

算
に

よ
り

予
測

。
 

・
燃

焼
性

状
の

影
響

や
高

圧
噴

射
条

件
下

に
お

け
る

噴
霧

の
挙

動
を

確
認

す
る

た
め

、
デ

ィ
ー

ゼ
ル

噴
霧

の
可

視
化

実
験

を

実
施

す
る

。
3D

-C
FD

コ
ー

ド
を

用
い

た
計

算
を

行
い

、
燃

焼
、

エ
ン

ジ
ン

性
能

、
環

境
性

能
へ

の
影

響
に

つ
い

て
確

認
す

る
。

燃
焼

特
性

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

り
エ

ミ
ッ

シ
ョ

ン
低

減
と

熱
効

率
の

確
保

を
目

的
と

し
た

B
D

F
混

合
軽

油
使

用
時

の
運

転
パ

ラ
メ

ー
タ

、
設

計
パ

ラ
メ

ー
タ

の
最

適
化

を
実

施
す

る
。

 

成
果

6・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

6：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

2 
急

速
熱

分
解

に
よ

る
ジ

ャ
ト

ロ

フ
ァ

残
渣

か
ら

の
バ

イ
オ

オ
イ

ル
製

造
技

術
が

開
発

さ
れ

る
。

 

指
標

6-
1：

 
20

12
年

ま
で

に
、

酸

素
分

が
40

質
量

%
以

下
に

な
る

脱
酸

素
化

用
急

速
熱

分
解

触
媒

が
開

発
さ

れ
る

。
 

指
標

6-
2：

 
20

14
年

ま
で

に
、

1
日

当
た

り
処

理
量

50
0k

g
の

触
媒

を
利

用
し

た
プ

ロ
ト

タ
イ

プ
急

速

熱
分

解
炉

が
開

発
さ

れ
る

。
 

 
・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
非

水
溶

性
成

分
（
ア

ル
キ

ル
フ

ェ
ノ

ー
ル

類
が

主
成

分
）
か

ら
ガ

ソ
リ

ン
等

の
炭

化
水

素
系

燃
料

が
製

造
可

能

な
触

媒
が

特
定

さ
れ

て
い

る
。

よ
っ

て
、

指
標

6-
1

に
つ

い
て

は
、

既
に

満
た

さ
れ

て
い

る
。

酸
素

分
は

可
能

で
あ

れ
ば

ゼ
ロ

が
望

ま
し

く
、

触
媒

改
良

、
性

能
ア

ッ
プ

を
継

続
す

る
。

 
・
20

kg
/時

間
の

処
理

能
力

の
急

速
熱

分
解

炉
を

設
置

、
今

後
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

が
行

わ
れ

る
。

 

活
動

6.
1（

R
S

 2
-1

）
：
 

急
速

熱
分

解
用

触
媒

を
探

索

す
る

。
 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
、

 
TI

S
TR

 

・
パ

イ
ロ

ラ
イ

ザ
ー

付
G

C
-M

S
及

び
石

英
製

反
応

装
置

を
整

備
し

、
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
の

熱
分

解
挙

動
に

対
す

る
触

媒
効

果

を
検

討
、

固
体

酸
の

熱
分

解
や

水
素

化
分

解
に

及
ぼ

す
影

響
を

検
討

。
白

金
修

飾
H

-Z
S

M
-5

触
媒

等
が

有
用

で
あ

る
と

実

証
。

（
20

09
年

度
）
 

・
粉

砕
器

で
作

製
し

た
各

種
形

状
の

試
料

か
ら

の
液

生
成

の
比

較
を

、
熱

重
量

分
析

及
び

急
速

熱
分

解
に

よ
り

実
施

。
パ

イ
ロ

ラ
イ

ザ
ー

付
G

C
-M

S
か

ら
得

ら
れ

る
熱

分
解

生
成

物
デ

ー
タ

を
定

量
化

す
る

た
め

の
FI

D
検

出
器

を
増

設
。

（
20

10
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
試

料
の

粒
子

径
等

の
形

状
の

影
響

を
熱

重
量

分
析

に
よ

り
検

討
。

パ
イ

ロ
ラ

イ
ザ

ー
付

G
C

-M
S

よ
る

生
成

物

の
同

定
や

触
媒

の
有

無
に

よ
る

比
較

を
継

続
。

（
20

10
年

度
）
 

・
ゼ

オ
ラ

イ
ト

系
に

加
え

、
B

et
a

ゼ
オ

ラ
イ

ト
系

、
シ

リ
カ

系
、

炭
素

系
等

に
つ

き
、

パ
イ

ロ
ラ

イ
ザ

ー
付

G
C

-M
S

に
て

有
効

性
を

検
討

。
ゼ

オ
ラ

イ
ト

系
触

媒
で

問
題

と
さ

れ
る

炭
素

質
の

生
成

を
可

能
な

限
り

抑
え

る
触

媒
及

び
反

応
条

件
を

検
索

。
非

ゼ
オ

ラ
イ

ト
系

触
媒

の
探

索
。

高
品

質
化

触
媒

に
影

響
を

及
ぼ

す
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
オ

イ
ル

中
の

窒
素

化
合

物
の

同
定

法
を

検
討

。

（
20

11
年

度
）
 

・
パ

イ
ロ

ラ
イ

ザ
ー

付
G

C
-M

S
に

よ
る

結
果

と
、

石
英

ま
た

は
金

属
製

流
動

層
反

応
装

置
で

の
結

果
と

の
再

現
性

向
上

を
念

頭
に

お
き

、
実

際
の

必
要

条
件

や
好

適
な

触
媒

の
明

確
化

を
実

施
。

（
20

12
年

度
）
 

・
無

触
媒

の
急

速
熱

分
解

か
ら

得
ら

れ
た

バ
イ

オ
オ

イ
ル

（
酸

素
分

～
40

w
t%

）
に

比
べ

、
酸

素
分

が
低

減
炭

化
水

素
成

分
を

主
成

分
と

す
る

バ
イ

オ
オ

イ
ル

を
製

造
で

き
る

ゼ
オ

ラ
イ

ト
系

触
媒

や
カ

ー
ボ

ン
担

持
金

属
触

媒
を

見
出

し
た

。
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

活
動

6.
2（

R
S

 2
-2

）
：
 

バ
イ

オ
オ

イ
ル

製
造

用
急

速

熱
分

解
炉

の
研

究
・
開

発
を

行
う

。
 

 
産

総
研

 
TI

S
TR

 
・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
製

造
用

急
速

熱
分

解
炉

と
し

て
、

同
軸

フ
ィ

ー
ダ

ー
型

の
熱

分
解

炉
の

基
本

仕
様

を
検

討
（
20

09
年

度
）
。

 
・
設

計
予

備
デ

ー
タ

取
得

の
た

め
、

ガ
ラ

ス
系

の
小

規
模

熱
分

解
系

を
構

築
し

、
予

備
的

に
急

速
熱

分
解

デ
ー

タ
を

取
得

。
流

動
型

熱
分

解
炉

を
備

え
た

触
媒

利
用

分
解

反
応

装
置

を
設

計
・
設

置
し

、
タ

イ
設

置
の

熱
分

解
シ

ス
テ

ム
と

の
比

較
に

向
け

た
準

備
。

（
20

10
年

度
）
。

 
・
ス

テ
ン

レ
ス

反
応

管
を

用
い

た
検

討
を

実
施

→
液

収
率

の
改

善
と

と
も

に
、

生
成

物
に

お
け

る
脱

酸
素

、
脱

窒
素

を
一

層
進

め
る

た
め

の
反

応
管

の
改

良
や

反
応

条
件

設
定

の
必

要
性

を
確

認
。

（
20

11
年

度
）
 

・
小

型
流

動
層

反
応

器
を

用
い

た
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
ケ

ー
キ

の
急

速
熱

分
解

に
お

け
る

液
収

率
向

上
を

目
的

と
し

、
液

体
生

成
物

凝
縮

部
に

設
置

し
た

電
気

集
塵

器
の

有
用

性
を

検
討

。
（
20

12
年

度
）
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
の

急
速

熱
分

解
用

の
同

軸
ス

ク
リ

ュ
ー

型
熱

分
解

炉
（
タ

イ
側

）
及

び
流

動
層

型
熱

分
解

炉
（
産

総
研

側
）

の
運

転
操

作
性

や
性

状
分

析
を

通
し

た
反

応
特

性
の

評
価

を
実

施
。

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
の

面
か

ら
は

流
動

層
反

応
装

置
が

優
れ

て
お

り
、

TI
S

TR
に

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ラ
ン

ト
を

設
置

し
た

。
流

動
層

型
急

速
熱

分
解

炉
の

運
転

最
適

化
を

継
続

す
る

。
 

R
S

 2
-3

：
 

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
大

量
製

造
・

N
S

TD
A

へ
の

提
供

 

 
TI

S
TR

 
・
パ

イ
ロ

ッ
ト

規
模

（
20

kg
/h

）
の

急
速

熱
分

解
炉

が
TI

S
TR

で
稼

働
予

定
。

 

成
果

7・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

7：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

2 
バ

イ
オ

オ
イ

ル
分

離
・
安

定
化

技
術

が
開

発
さ

れ
る

。
 

指
標

7-
1：

 
20

12
年

ま
で

に
、

生

成
バ

イ
オ

オ
イ

ル
中

の
固

体
微

小
粒

子
や

水
溶

性
分

を
分

離

し
、

輸
送

燃
料

原
料

と
な

る
非

水

溶
性

燃
料

を
選

択
的

に
分

離
す

る
バ

イ
オ

オ
イ

ル
分

離
・
安

定
化

技
術

が
構

築
さ

れ
る

。
 

指
標

7-
2：

 
20

14
年

ま
で

に
、

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

型
の

分
離

・
安

定
化

処

理
装

置
が

開
発

さ
れ

る
。

 

 
・
指

標
7-

1
は

、
ラ

ボ
レ

ベ
ル

で
は

技
術

は
構

築
さ

れ
て

い
る

。
N

S
TD

A
に

設
置

さ
れ

る
分

離
・
安

定
化

装
置

で
検

証
を

行
う

（
バ

イ
オ

オ
イ

ル
は

TI
S

TR
急

速
熱

分
解

炉
で

製
造

さ
れ

た
も

の
を

使
用

）
。

 
・
分

離
・
安

定
化

処
理

装
置

の
設

計
済

み
、

20
13

年
6

月
ま

で
に

M
TE

C
/N

S
TD

A
に

設
置

予
定

。
 

活
動

7.
1（

R
S

 2
-4

）
：
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ

オ
イ

ル
の

分
離

技
術

の
設

計
・

研
究

を
行

う
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
撹

拌
状

態
の

水
相

に
バ

イ
オ

オ
イ

ル
を

注
入

後
、

静
置

分
離

す
る

水
抽

出
法

に
よ

り
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

を
水

溶
性

成
分

と
リ

グ

ニ
ン

由
来

の
非

水
溶

性
成

分
（
改

質
原

料
と

し
て

利
用

可
能

留
分

）
と

に
分

離
で

き
る

こ
と

を
見

出
し

、
連

続
式

分
離

装
置

を

設
計

・
試

作
し

た
。

 

活
動

7.
2（

R
S

 2
-5

）
：
 

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
安

定
化

向

上
の

た
め

の
技

術
の

研
究

・

開
発

を
行

う
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
は

酸
化

や
重

合
等

の
た

め
劣

化
し

や
す

く
、

長
期

間
に

わ
た

る
安

定
性

が
欠

け
る

が
、

酸
化

防
止

剤
の

添
加

に
よ

り
、

重
合

に
伴

う
粘

度
上

昇
が

抑
制

さ
れ

、
安

定
性

が
増

す
こ

と
を

見
出

し
た

。
 

・
部

分
水

素
化

に
よ

る
安

定
性

の
向

上
に

つ
き

実
験

を
実

施
し

た
。

 

成
果

8・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

8：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

2 
バ

イ
オ

オ
イ

ル
を

石
油

系
ガ

ソ
リ

ン
及

び
軽

油
品

質
ま

で

に
向

上
さ

せ
る

た
め

の
脱

酸

素
化

及
び

水
素

化
精

製
技

術

が
開

発
さ

れ
る

。
 

指
標

8：
 

20
12

年
ま

で
に

、
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ

オ
イ

ル

の
酸

素
分

が
10

~2
0

質
量

%
に

低
減

さ
れ

る
。

 

 
・
模

擬
バ

イ
オ

オ
イ

ル
を

用
い

て
の

ラ
ボ

レ
ベ

ル
で

は
実

証
さ

れ
て

い
る

（
こ

の
レ

ベ
ル

の
酸

素
量

に
低

減
）
。

N
S

TD
A

の
分

離
・
安

定
化

処
理

装
置

で
処

理
さ

れ
た

バ
イ

オ
オ

イ
ル

を
使

い
、

脱
酸

素
化

及
び

水
素

化
を

検
証

す
る

。
 

活
動

8.
1（

R
S

 3
-1

）
：
 

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
脱

酸
素

化

技
術

の
研

究
・
開

発
を

行
う

。
 

 
産

総
研

 
K

M
U

TN
B

 
・
軽

度
脱

酸
素

技
術

と
し

て
、

直
接

脱
酸

素
型

及
び

水
素

化
型

の
技

術
開

発
を

開
始

、
脱

酸
素

機
構

の
差

異
を

検
討

。
（
20

09
年

度
）
 

・
深

度
脱

酸
素

用
の

ア
ッ

プ
グ

レ
ー

デ
ィ

ン
グ

触
媒

を
探

索
。

（
20

09
年

度
）
 

87－  －
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

・回
文

式
反

応
装

置
を

用
い

、
水

素
非

存
在

下
で

の
グ

ア
イ

ア
コ

ー
ル

の
脱

酸
素

反
応

に
よ

り
、

直
接

脱
酸

素
型

の
脱

酸
素

触
媒

を
検

討
。

（2
01

0
年

度
） 

・
水

素
化

型
軽

度
脱

酸
素

に
つ

い
て

は
、

木
質

系
タ

ー
ル

（
模

擬
バ

イ
オ

オ
イ

ル
）
を

原
料

と
し

、
N

iM
o

触
媒

を
用

い
た

流
通

式

連
続

運
転

を
実

施
し

、
得

ら
れ

た
脱

酸
素

油
と

石
油

留
分

と
の

共
処

理
を

実
施

。
（
20

10
年

度
）
 

・
ス

ラ
リ

ー
床

及
び

固
定

床
反

応
器

に
よ

る
木

質
系

タ
ー

ル
流

通
式

脱
酸

素
試

験
を

実
施

。
（
20

10
年

度
）
 

・
軽

度
脱

酸
素

技
術

で
の

、
非

硫
化

物
系

シ
リ

カ
担

持
コ

バ
ル

ト
触

媒
の

有
用

性
を

検
討

。
深

度
脱

酸
素

技
術

で
、

残
渣

に
含

ま
れ

る
窒

素
分

の
水

素
化

脱
酸

素
/脱

硫
及

び
脱

酸
素

生
成

物
分

布
に

与
え

る
影

響
を

モ
デ

ル
化

合
物

で
検

討
。

軽
度

脱

酸
素

技
術

の
温

和
化

・
低

コ
ス

ト
化

に
向

け
、

ス
ラ

リ
ー

床
及

び
固

定
床

反
応

器
に

よ
る

不
安

定
酸

素
化

合
物

の
分

解
前

処

理
、

前
処

理
油

の
固

定
床

型
軽

度
脱

酸
素

処
理

を
実

施
（
20

12
年

度
）
。

 
・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
（
リ

グ
ニ

ン
由

来
成

分
）
中

の
酸

素
分

は
約

40
w

t%
。

直
接

脱
酸

素
技

術
と

水
素

化
脱

酸
素

技
術

に
つ

き
検

討
。

コ
ー

ク
生

成
を

抑
制

し
改

質
脂

収
率

を
高

め
る

た
め

に
は

、
石

油
系

脱
硫

触
媒

を
ベ

ー
ス

と
し

た
水

素
化

精
製

方
式

が

有
用

で
あ

る
こ

と
を

実
証

。
比

較
的

低
温

（
< 

26
0℃

）
と

高
温

（
30

0～
35

0℃
）
の

反
応

器
か

ら
な

る
二

段
水

素
化

脱
酸

素

法
が

、
触

媒
寿

命
の

面
で

有
利

で
あ

る
と

実
証

。
 

活
動

8.
2（

R
S

 3
-2

）
：
 

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
改

質
の

た

め
の

触
媒

の
研

究
・
開

発
を

行
う

。
 

 
産

総
研

 
K

M
U

TN
B

 
・
金

属
触

媒
に

よ
る

脱
酸

素
反

応
、

脂
肪

酸
と

フ
ェ

ノ
ー

ル
類

の
触

媒
種

に
よ

る
脱

酸
素

挙
動

に
つ

き
検

討
。

（
20

11
年

度
）
 

・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
改

質
（
水

素
化

脱
酸

素
方

式
）
に

よ
る

炭
化

水
素

燃
料

製
造

で
は

、
N

iM
o

や
N

iW
系

硫
化

物
触

媒
に

比
べ

C
oM

o
系

硫
化

物
触

媒
が

、
触

媒
性

能
や

芳
香

族
炭

化
水

素
収

率
（
オ

ク
タ

ン
価

で
有

利
）
の

面
で

優
位

で
あ

る
こ

と
を

実

証
。

低
硫

黄
バ

イ
オ

オ
イ

ル
の

水
素

化
脱

酸
素

で
は

、
C

o
系

金
属

触
媒

も
有

望
で

あ
る

こ
と

を
実

証
。

 

成
果

9・
活

動
の

達
成

状

況
 

成
果

9：
→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

指
標

2 
現

行
の

石
油

精
製

設
備

で
の

利
用

を
想

定
し

た
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

と
石

油
基

材
の

混
合

処

理
技

術
が

開
発

さ
れ

る
。

 

指
標

9：
 

20
14

年
ま

で
に

、
石

油

精
製

条
件

下
で

混
合

さ
れ

た
、

脱
酸

素
バ

イ
オ

オ
イ

ル
と

石
油

留
分

に
よ

る
高

品
質

ガ
ソ

リ
ン

及

び
軽

油
の

品
質

が
石

油
系

ガ
ソ

リ
ン

及
び

軽
油

の
品

質
基

準
を

満
た

す
。

（
硫

黄
分

10
-5

0p
pm

未
満

、
酸

素
分

0.
1

質
量

%
未

満
）
 

 
・
ラ

ボ
レ

ベ
ル

で
は

、
石

油
基

材
の

混
合

処
理

技
術

に
よ

り
、

こ
の

指
標

を
満

た
す

も
の

が
製

造
さ

れ
て

い
る

（
産

総
研

）
。

 
・
模

擬
バ

イ
オ

オ
イ

ル
と

木
質

タ
ー

ル
の

混
合

処
理

で
は

（
C

oM
o

硫
化

物
触

媒
を

用
い

て
）
、

硫
黄

分
が

40
0-

50
0p

pm
に

低

減
し

た
（
K

M
U

TN
B

）
。

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
か

ら
の

バ
イ

オ
オ

イ
ル

を
用

い
て

の
技

術
改

良
を

進
め

る
予

定
。

 

活
動

9.
1（

R
S

 3
-3

）
：
 

脱
酸

素
化

し
た

バ
イ

オ
オ

イ

ル
と

石
油

基
材

の
混

合
処

理

技
術

の
研

究
・
開

発
を

行
う

。
 

 
産

総
研

 
K

M
U

TN
B

 
・
バ

イ
オ

オ
イ

ル
と

石
油

基
材

と
の

混
合

処
理

は
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
脱

酸
素

と
石

油
留

分
の

脱
硫

を
同

時
に

進
行

さ
せ

、

C
oM

o
系

硫
化

物
触

媒
等

の
硫

化
状

態
を

維
持

（
触

媒
劣

化
の

抑
制

）
す

る
の

に
有

効
。

混
合

す
る

石
油

基
材

が
軽

質
化

す

る
ほ

ど
（
灯

軽
油

等
）
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

の
吸

着
阻

害
に

よ
り

、
石

油
基

材
の

脱
硫

が
低

下
し

た
。

 

成
果

10
・

活
動

の

達
成

状

況
 

成
果

10
：
→

環
境

持
続

可
能

性

検
証

 
バ

イ
オ

燃
料

製
造

の
C

O
2
削

減
効

果
が

LC
A

に
よ

っ
て

明

ら
か

に
さ

れ
る

。
 

指
標

10
：
 

20
13

年
ま

で
に

、
ジ

ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

の
熱

分
解

に
よ

る

バ
イ

オ
オ

イ
ル

製
造

及
び

輸
送

燃
料

向
け

改
質

の
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
C

O
2
排

出
量

が
LC

A
に

よ
っ

て
算

出
さ

れ
る

。
 

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
の

熱
分

解
に

よ
る

バ
イ

オ
オ

イ
ル

製
造

及
び

輸
送

燃
料

向
け

改
質

は
基

礎
研

究
で

あ
り

、
プ

ロ
セ

ス
の

確

立
、

高
品

質
輸

送
用

燃
料

が
得

ら
れ

て
初

め
て

LC
A

も
可

能
に

な
る

。
現

時
点

で
は

20
13

年
ま

で
に

LC
A

を
行

う
こ

と
は

難
し

い
。

 

活
動

10
.1

（
R

S
 3

-5
）
：
 

急
速

熱
分

解
・
酸

化
安

定
化

プ
ロ

セ
ス

に
よ

る
バ

イ
オ

燃
料

製
造

に
関

す
る

LC
A

を
行

う
。

 

 
早

大
 

N
S

TD
A

、
 

TI
S

TR
 

・
本

活
動

は
20

13
年

よ
り

着
手

予
定

で
あ

る
。

 

88－  －
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

成
果

11
・

活
動

の

達
成

状

況
 

成
果

11
：
→

技
術

実
用

化
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
（
石

油
と

の
混

合
油

を

含
む

）
の

自
動

車
燃

料
適

合

性
が

実
証

さ
れ

る
。

 

指
標

11
：
 

20
14

年
ま

で
に

、
ジ

ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料

（
石

油
と

の
混

合
油

を
含

む
）

が
、

日
本

の
「
品

確
法

」
の

バ
イ

オ
燃

料
（
脂

肪
酸

メ
チ

ル
エ

ス
テ

ル
FA

M
E

）
混

合
軽

油
の

以
下

の
基

準
（
硫

黄
分

を
除

く
）
を

充

足
す

る
。

 
FA

M
E

分
＜

5
質

量
%

 
ト

リ
グ

リ
セ

リ
ド

量
＜

0.
01

質
量

%
 

メ
タ

ノ
ー

ル
分

＜
0.

01
質

量
%

 
酸

価
（
TA

N
）
＜

0.
13

m
gK

O
H

/g
 

軽
質

有
機

酸
（
ギ

酸
、

酢
酸

、
プ

ロ
ピ

オ
ン

酸
＜

0.
00

3
質

量
%

）
 

酸
化

増
加

量
（
酸

化
安

定
性

）
＜

0.
12

m
gK

O
H

/g
 

 
・
本

成
果

に
係

る
活

動
は

20
13

年
よ

り
着

手
予

定
で

あ
る

。
 

活
動

11
.1

（
R

S
 4

-2
）
：
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
（
石

油
と

の
混

合
油

を

含
む

）
の

材
料

適
合

性
評

価

を
行

う
。

 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

に
よ

る
急

速
熱

分
解

実
験

が
20

13
年

か
ら

TI
S

TR
で

開
始

さ
れ

、
バ

イ
オ

オ
イ

ル
が

大
量

に
製

造
さ

れ
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

非
水

溶
性

成
分

が
N

S
TD

A
で

分
離

さ
れ

る
予

定
。

そ
の

後
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

非
水

溶
性

成
分

が
産

総

研
に

送
付

さ
れ

、
改

質
処

理
さ

れ
、

改
質

バ
イ

オ
燃

料
の

材
料

適
合

性
が

産
総

研
で

評
価

さ
れ

る
予

定
。

 

活
動

11
.2

（
R

S
 4

-4
）
：
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
（
石

油
と

の
混

合
油

を

含
む

）
の

燃
焼

特
性

評
価

を

行
う

。
 

 
産

総
研

 
N

S
TD

A
 

・
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

に
よ

る
急

速
熱

分
解

実
験

が
20

13
年

か
ら

TI
S

TR
で

開
始

さ
れ

、
バ

イ
オ

オ
イ

ル
が

大
量

に
製

造
さ

れ
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

非
水

溶
性

成
分

が
N

S
TD

A
で

分
離

さ
れ

る
予

定
。

そ
の

後
、

バ
イ

オ
オ

イ
ル

非
水

溶
性

成
分

が
産

総

研
に

送
付

さ
れ

、
改

質
処

理
さ

れ
、

改
質

バ
イ

オ
燃

料
の

燃
焼

特
性

が
産

総
研

で
評

価
さ

れ
る

予
定

。
 

活
動

11
.3

（
R

S
 4

-6
）
：
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
（
石

油
と

の
混

合
油

を

含
む

）
の

エ
ン

ジ
ン

特
性

評
価

を
行

う
。

 

 
早

大
 

N
S

TD
A

 
・
本

活
動

は
、

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
の

、
製

造
プ

ロ
セ

ス
が

確
立

さ
れ

、
高

品
質

の
バ

イ
オ

燃
料

が
得

ら
れ

て

初
め

て
可

能
に

な
る

。
よ

っ
て

、
エ

ン
ジ

ン
特

性
評

価
は

今
回

の
成

果
対

象
に

す
る

こ
と

は
困

難
で

あ
る

（
他

に
、

燃
料

の
品

質
・
標

準
化

や
石

油
系

燃
料

と
の

割
合

、
ガ

ソ
リ

ン
エ

ン
ジ

ン
の

評
価

基
準

の
選

定
、

エ
ン

ジ
ン

試
験

に
必

要
な

バ
イ

オ
燃

料

の
量

の
確

保
な

ど
も

前
提

条
件

と
な

る
）
と

考
え

ら
れ

る
。

 

活
動

11
.4

（
R

S
 4

-8
）
：
 

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

由
来

バ
イ

オ
燃

料
（
石

油
と

の
混

合
油

を

含
む

）
の

燃
焼

特
性

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
。

 

 
早

大
 

N
S

TD
A

 
・
同

上
。

 

人
材

育

成
・
技

術

移
転

 

R
S

 5
-1

：
 

バ
イ

オ
燃

料
製

造
及

び
利

用

に
係

る
研

究
者

の
育

成
。

 

 
 

・
イ

ン
パ

ク
ト

の
箇

所
で

確
認

。
 

R
S

 5
-2

（
活

動
2.

3）
：
 

B
D

F
製

造
事

業
の

実
用

化

に
向

け
た

戦
略

。
 

 
 

・
高

品
質

B
D

F
製

造
技

術
を

実
証

す
る

た
め

に
、

実
車

試
験

を
開

始
。

部
分

水
素

化
技

術
の

優
位

性
・
汎

用
性

を
示

す
た

め
、

タ
イ

国
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
や

タ
イ

石
油

産
業

と
の

連
携

を
行

っ
た

。
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
の

サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

の
構

築
に

向
け

、
タ

イ
国

内
及

び
近

隣
諸

国
の

供
給

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

調
査

を
実

施
。

 
・
実

用
化

に
向

け
た

検
討

を
開

始
し

て
お

り
、

具
体

的
な

課
題

や
目

標
が

明
ら

か
に

な
り

つ
つ

あ
る

。
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項
目

 
調

査
の

視
点

/調
査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
 

調
査

手
法

注
 

調
査

結
果

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成

状
況

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

：
 

非
食

糧
系

バ
イ

オ
マ

ス
で

あ

る
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
を

用
い

た
輸

送
燃

料
製

造
の

基
盤

技
術

が

開
発

さ
れ

る
。

 

指
標

1：
 

東
ア

ジ
ア

サ
ミ

ッ
ト

推
奨

品
質

〔
従

来
の

E
U

規
格

（
E

N
14

21
4）

の
酸

化
安

定
性

6
時

間
を

10
時

間
以

上
に

強
化

〕

を
確

保
し

た
、

B
D

F
を

1
日

1t
規

模
で

製
造

で
き

る
よ

う
に

な

る
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
東

ア
ジ

ア
サ

ミ
ッ

ト
推

奨
品

質
を

満
た

す
高

品
質

B
D

F
が

TI
S

TR
設

置
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ラ
ン

ト
に

よ
り

1
日

1t
規

模
で

製

造
さ

れ
た

（
高

品
質

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

オ
イ

ル
が

原
料

）
。

よ
っ

て
、

本
指

標
は

達
成

さ
れ

て
い

る
。

 
・
今

後
の

継
続

的
な

実
験

活
動

に
よ

り
、

低
品

質
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
オ

イ
ル

か
ら

で
も

高
品

質
B

D
F

が
安

定
的

に
製

造
で

き
る

よ
う

に
な

る
こ

と
が

見
込

め
る

。
 

指
標

2：
 

研
究

で
適

用
さ

れ
た

技

術
に

よ
り

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

か
ら

製
造

さ
れ

た
バ

イ
オ

燃
料

の
品

質
が

石
油

系
ガ

ソ
リ

ン
や

軽
油

品
質

（
硫

黄
分

10
pp

m
未

満
、

酸
素

分
0.

1
質

量
%

未
満

）
を

ク

リ
ア

す
る

。
 

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
か

ら
の

バ
イ

オ
燃

料
の

製
造

及
び

改
質

に
係

る
技

術
開

発
の

た
め

の
研

究
活

動
が

実
施

さ
れ

て
お

り
、

こ

れ
ま

で
に

あ
る

程
度

の
成

果
が

ラ
ボ

レ
ベ

ル
で

は
出

て
い

る
。

 
・
TI

S
TR

設
置

の
急

速
熱

分
解

炉
で

の
実

験
が

20
13

年
3

月
ま

で
に

は
開

始
さ

れ
、

十
分

な
量

の
バ

イ
オ

オ
イ

ル
が

製
造

さ

れ
る

予
定

で
あ

る
。

よ
っ

て
上

記
技

術
開

発
の

た
め

の
活

動
も

加
速

す
る

予
定

で
あ

る
。
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 実
施

プ
ロ

セ
ス

・
評

価
5

項
目

 
大

項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

実 施 プ ロ セ ス 

活
動

計
画

の

進
捗

状
況

 

活
動

計
画

は
予

定
ど

お
り

に
実

施
さ

れ
て

い
る

か
？

 

活
動

計
画

、
活

動
の

実
施

状
況

→

活
動

進
捗

を
参

照
 

計
画

か
ら

の
遅

延
、

変
更

点
は

何

か
？

遅
延

、
変

更
の

理
由

は
何

か
？

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
タ

イ
洪

水
の

た
め

、
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

本
体

部
、

改
質

装
置

部
、

運
転

制
御

盤
、

ス
チ

ー
ム

発
生

用
ボ

イ
ラ

ー
等

が
被

害

を
う

け
た

。
20

12
年

1
月

に
被

害
状

況
調

査
を

実
施

、
5

月
に

復
旧

工
事

が
実

施
さ

れ
、

装
置

性
能

は
回

復
し

た
。

 

実
施

体
制

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施

体
制

は
適

切
に

機
能

し
て

い
る

か
？

 

機
能

し
て

い
な

い
場

合
の

問
題

は

何
か

？
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

 

・
タ

イ
各

C
/P

機
関

の
役

割
分

担
、

各
研

究
課

題
で

の
研

究
者

の
責

任
体

制
を

事
前

に
十

分
に

協
議

し
て

い
る

。
管

理
体

制
が

十
分

に
構

築
さ

れ
て

い
る

。
 

・
C

/P
3

機
関

の
タ

イ
国

内
で

の
連

携
は

十
分

で
な

か
っ

た
た

め
、

タ
イ

研
修

生
を

産
総

研
に

招
へ

い
す

る
時

期
を

合
わ

せ
、

3
機

関
の

研
究

者
が

一
堂

に
会

し
活

動
に

つ
き

議
論

で
き

る
環

境
づ

く
り

を
行

っ
た

。
 

・
タ

イ
側

C
/P

機
関

は
、

2
カ

月
に

1
回

に
S

te
er

in
g 

C
om

m
itt

ee
（
S

C
）
会

議
を

開
催

し
、

進
捗

状
況

報
告

と
討

論
を

実
施

し
、

連
携

を
深

め
て

い
る

（
三

浦
業

務
調

整
員

も
出

席
）
。

C
/P

一
般

研
究

者
も

、
自

ら
の

研
究

課
題

に
つ

い
て

は
十

分
に

認
識

し
て

い
る

。
 

・
3C

/P
機

関
か

ら
進

捗
報

告
書

が
四

半
期

ご
と

に
JI

C
A

に
提

出
さ

れ
て

い
る

。
 

・
第

1
回

成
果

発
表

会
（
20

11
年

9
月

9
日

）
、

第
2

回
成

果
発

表
会

（
20

12
年

9
月

13
日

）
を

バ
ン

コ
ク

に
て

開
催

。

日
-タ

イ
各

グ
ル

ー
プ

の
一

層
の

情
報

交
換

、
タ

イ
側

の
連

携
強

化
、

タ
イ

社
会

に
向

け
て

の
公

表
と

い
う

点
で

、
有

効
で

あ

っ
た

。
 

・
研

究
者

総
会

、
ラ

ボ
訪

問
会

を
開

催
し

、
3C

/P
機

関
間

の
連

携
を

強
化

す
る

工
夫

を
し

て
い

る
。

 
→

3C
/P

機
関

の
連

携
が

と
れ

て
い

る
。

 
・
S

C
会

議
で

協
議

さ
れ

た
こ

と
は

、
各

C
/P

機
関

内
で

適
切

に
共

有
さ

れ
て

い
る

。
 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
ど

の

よ
う

に
実

施
さ

れ
て

い

る
か

？
適

切
に

機
能

し
て

い
る

か
？

 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

計
画

・
実

施
状

況
、

JC
C

、
S

te
er

in
g 

C
om

m
itt

ee
等

の
開

催
状

況
 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体
制

が
機

能
し

て
い

な
い

場
合

の
問

題
は

何
か

？
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

 

・
JC

C
（
1

年
に

１
回

開
催

）
に

お
い

て
、

研
究

活
動

実
施

内
容

・
成

果
、

次
年

度
の

研
究

計
画

等
を

レ
ビ

ュ
ー

し
、

軌
道

修
正

を
図

り
つ

つ
研

究
を

実
施

し
て

お
り

、
比

較
的

順
調

に
推

移
し

て
い

る
。

 
・
日

タ
イ

両
国

有
識

者
か

ら
な

る
外

部
評

価
委

員
会

を
開

催
し

（
20

12
年

3
月

15
日

）
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

全
体

、
個

別
要

素
課

題
及

び
今

度
の

計
画

等
に

つ
い

て
の

評
価

結
果

を
、

今
後

の
研

究
展

開
に

反
映

さ
せ

る
予

定
。

 

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
 

日
本

人
研

究
者

/専
門

家
と

タ
イ

側
C

/P
と

の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

は
十

分
ス

ム
ー

ズ

か
？

 

情
報

共
有

・
意

見
交

換
の

方
法

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
係

る
満

足
度

 
十

分
ス

ム
ー

ズ
で

な
い

場
合

の
要

因
は

何
か

？
 

研
究

者
/専

門

家
、

C
/P

 
・
日

・
タ

イ
は

共
同

研
究

の
長

い
歴

史
（
N

E
D

O
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
、

N
R

IA
事

業
等

）
が

あ
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
タ

イ
政

府

（
M

O
S

T、
駐

日
タ

イ
大

使
館

）
も

全
面

的
に

支
援

。
 

・
年

間
延

べ
12

～
13

名
の

C
/P

を
日

本
に

招
へ

い
し

（
本

邦
研

修
）
、

日
本

人
専

門
家

も
頻

繁
に

訪
タ

イ
し

て
い

る
。

不
在

時
も

e-
m

ai
l

等
で

連
絡

を
取

り
合

っ
て

お
り

、
日

・
タ

イ
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

問
題

は
な

い
。

S
C

会
議

、
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t提

出
等

で
情

報
共

有
を

行
っ

て
い

る
。

 
・
他

C
/P

機
関

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

re
se

ar
ch

 le
ad

er
を

通
じ

て
行

っ
て

い
る

。
 

・
各

C
/P

機
関

内
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

問
題

な
い

。
 

日
本

側
関

係
者

・
機

関
（
専

門
家

、
JI

C
A

本

部
・

タ
イ

事
務

所
、

JS
T

）
間

の
連

絡
・
協

力
は

ス
ム

ー
ズ

に
実

施
さ

れ
た

か
？

 

連
絡

・
協

力
体

制
に

係
る

満
足

度
 

ス
ム

ー
ズ

で
な

い
場

合
の

要
因

は

何
か

？
 

研
究

者
/専

門

家
 

・
特

に
問

題
は

な
い

。
タ

イ
に

常
駐

し
て

い
る

業
務

調
整

専
門

家
が

タ
イ

側
の

意
見

を
聴

取
し

て
い

る
。

 

オ
ー

ナ
ー

シ

ッ
プ

 

C
/P

の
配

置
は

適
切

か
？

 
C

/P
の

配
置

、
関

係
者

の
満

足
度

 
研

究
者

/専
門

家
、

C
/P

 
・
産

総
研

と
N

S
TD

A
及

び
TI

S
TR

は
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

以
前

か
ら

、
研

究
活

動
協

力
M

O
U

を
結

ん
で

い
る

。
 

・
C

/P
機

関
の

選
定

は
適

切
で

あ
る

。
 

・
C

/P
研

究
者

は
、

そ
の

専
門

性
を

考
慮

し
て

配
置

し
て

お
り

、
適

切
で

あ
る

。
研

究
員

の
異

動
も

ほ
と

ん
ど

な
し

。
本

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
へ

の
コ

ミ
ッ

ト
の

度
合

い
は

人
に

よ
り

異
な

る
（
他

業
務

と
の

兼
ね

合
い

）
。
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 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

C
/P

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

に
対

す
る

認
識

、

参
加

・
コ

ミ
ッ

ト
の

度
合

い
は

高
い

か
？

 

関
係

者
の

認
識

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
（
元

M
TE

C
所

長
、

日
本

語
が

で
き

る
）
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
ャ

ー
（
M

TE
C

副
長

官
）
、

TI
S

TR
長

官
の

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
等

タ
イ

側
の

積
極

的
支

援
が

あ
り

（
対

象
分

野
で

の
有

識
者

で
あ

り
、

権
限

も
あ

り
）
。

→

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
円

滑
化

・
効

率
化

に
貢

献
。

 
・
C

/P
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

理
解

、
コ

ミ
ッ

ト
メ

ン
ト

は
十

分
で

あ
る

。
 

・
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

引
渡

式
に

は
、

科
学

技
術

大
臣

及
び

駐
タ

イ
日

本
国

大
使

も
列

席
す

る
等

、
日

タ
イ

の
ト

ッ
プ

層
の

本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

理
解

が
得

ら
れ

て
い

る
。

 
・
毎

年
成

果
発

表
会

を
開

催
、

1
回

目
は

C
/P

の
3

割
程

度
、

2
回

目
は

ほ
ぼ

全
員

出
席

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
認

識
が

高

ま
っ

て
い

る
。

 
・
共

同
研

究
と

い
う

こ
と

を
理

解
し

、
他

研
究

者
・
グ

ル
ー

プ
の

ta
sk

へ
の

興
味

を
も

っ
て

も
ら

う
た

め
の

工
夫

と
し

て
、

O
ut

pu
tご

と
に

進
捗

が
わ

か
る

M
on

ito
rin

g 
S

he
et

を
活

用
し

て
い

る
。

研
究

者
は

自
分

の
ta

sk
は

十
分

理
解

し
て

い

る
。

→
各

ta
sk

の
進

捗
を

お
互

い
に

共
有

・
管

理
で

き
る

よ
う

な
仕

組
み

（
成

果
、

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

が
わ

か
る

も
の

）
が

必

要
。

S
C

会
議

で
は

2
カ

月
に

1
度

、
せ

め
て

1
カ

月
に

1
度

の
up

da
te

は
必

要
で

あ
る

。
 

・
P

D
M

を
認

識
し

て
い

る
C

/P
は

限
定

さ
れ

て
い

る
。

各
人

・
グ

ル
ー

プ
の

研
究

タ
ス

ク
及

び
タ

ー
ゲ

ッ
ト

に
つ

い
て

は
理

解

し
て

い
る

。
 

タ
イ

側
の

予
算

措
置

は
適

切
か

？
 

投
入

実
績

、
予

算
投

入
の

タ
イ

ミ
ン

グ
 

C
/P

 
・
C

/P
機

関
ご

と
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

業
務

費
を

確
保

し
て

い
る

。
 

・
TI

S
TR

：
会

計
年

度
（
10

月
～

9
月

）
が

日
本

と
違

う
た

め
、

当
初

の
予

算
確

保
が

遅
れ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

最
優

先
事

項
と

な
っ

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

の
予

算
は

確
保

さ
れ

て
い

る
（
少

な
く
と

も
年

20
0

万
バ

ー
ツ

）
。

20
11

年
は

洪

水
で

予
算

執
行

が
遅

れ
た

が
、

通
常

は
問

題
な

し
。

予
算

執
行

遅
延

に
よ

る
活

動
へ

の
影

響
の

経
験

は
な

し
。

予
算

は
限

ら
れ

て
い

る
た

め
、

増
加

の
必

要
は

あ
り

。
 

・
N

S
TD

A
：
研

究
開

発
に

対
す

る
予

算
配

分
の

権
限

あ
り

。
バ

イ
オ

エ
ネ

ル
ギ

ー
分

野
は

ホ
ッ

ト
イ

シ
ュ

ー
で

あ
り

政
府

の

関
心

・
政

策
と

も
一

致
す

る
の

で
、

予
算

確
保

は
難

し
い

こ
と

で
は

な
い

。
 

・
M

TE
C

：
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

業
務

費
は

、
M

TE
C

の
ba

si
c 

bu
dg

et
と

N
S

TD
A

の
C

P
M

O
 e

nv
io

nm
en

t 
&

 e
ne

rg
y 

cl
us

te
rか

ら
供

与
さ

れ
る

研
究

費
（
4g

ro
up

に
対

し
当

初
の

3
年

分
を

供
与

）
に

て
カ

バ
ー

。
今

後
追

加
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル

を
提

出
予

定
で

、
承

認
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

（
た

だ
し

、
時

間
を

要
す

る
）
。

予
算

が
理

由
で

、
研

究
活

動
が

影
響

を
受

け
た

と
い

う
ケ

ー
ス

は
な

い
。

 
・
K

M
U

TN
B

：
こ

こ
2～

3
年

は
2

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
対

し
て

N
S

TD
A

よ
り

予
算

が
供

与
（
現

在
終

了
報

告
書

を
作

成
中

）
。

大
学

か
ら

の
予

算
は

非
常

に
限

定
的

で
あ

る
が

、
予

算
の

件
で

活
動

に
は

特
に

影
響

は
な

し
。

予
算

確
保

に
は

時
間

を

要
す

る
。

 
そ

の
他

関
係

者
の

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る

認
識

、
参

加
度

は
高

い
か

？
 

関
係

者
の

認
識

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
  

・
タ

イ
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
は

B
D

F1
0%

混
合

に
興

味
を

示
し

、
JC

C
メ

ン
バ

ー
で

は
な

い
が

、
成

果
発

表
会

に
は

出
席

、
意

見

交
換

を
行

っ
て

い
る

。
 

・
活

動
（
S

C
、

成
果

発
表

会
、

研
究

者
総

会
、

ラ
ボ

訪
問

会
）
を

通
じ

て
、

他
ta

sk
へ

の
理

解
は

上
が

っ
て

い
る

。
 

・
当

初
は

想
定

し
て

い
な

か
っ

た
が

、
自

動
車

業
界

と
の

協
力

体
制

が
で

き
て

い
る

。
実

車
試

験
は

い
す

ゞ
タ

イ
グ

ル
ー

プ
が

支
援

し
て

い
る

。
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 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

技
術

移
転

 

技
術

移
転

の
方

法
は

適
切

か
？

 
 

C
/P

の
満

足
度

、
満

足
度

が
低

い

場
合

の
改

善
点

は
何

か
？

 
適

切
で

な
い

場
合

の
改

善
点

は
何

か
？

 

研
究

者
/専

門

家
、

C
/P

 
・
対

象
分

野
で

は
タ

イ
C

/P
機

関
は

知
識

・
技

術
は

既
に

あ
る

程
度

の
レ

ベ
ル

に
は

あ
っ

た
。

 
・
重

要
事

項
に

つ
い

て
は

（
高

品
質

B
D

F
製

造
P

P
、

急
速

熱
分

解
炉

等
の

設
置

）
、

日
本

人
専

門
家

の
タ

イ
派

遣
を

頻
繁

す
る

設
定

に
し

て
あ

る
。

分
析

の
質

確
保

の
た

め
、

同
じ

サ
ン

プ
ル

を
日

本
と

タ
イ

で
分

析
し

、
互

い
に

チ
ェ

ッ
ク

で
き

る
よ

う

な
体

制
に

し
て

い
る

。
 

・
技

術
移

転
の

方
法

は
基

本
的

に
は

適
切

で
あ

る
。

 
・
本

邦
研

修
を

長
く
す

る
、

日
本

人
研

究
者

の
タ

イ
派

遣
を

よ
り

頻
繁

に
す

る
希

望
も

あ
る

が
、

他
業

務
を

考
慮

す
る

と
、

現

実
的

に
は

現
状

で
十

分
で

は
あ

る
。

ガ
イ

ダ
ン

ス
が

必
要

な
時

は
e-

m
ai

l
を

通
じ

て
、

適
宜

ア
ド

バ
イ

ス
が

日
本

人
専

門

家
よ

り
も

ら
え

て
い

る
。

 
・
機

器
の

設
置

（
高

品
質

B
D

F
製

造
P

P
、

急
速

熱
分

解
炉

等
の

設
置

）
で

は
、

日
本

人
専

門
家

の
指

導
は

不
可

欠
で

あ
っ

た
。

技
術

、
知

識
だ

け
で

な
く
、

分
析

的
思

考
方

法
に

つ
き

学
ぶ

と
こ

ろ
あ

り
。

 
・
日

本
側

か
ら

技
術

移
転

に
よ

り
、

技
術

・
知

識
が

向
上

し
て

い
る

。
 

そ
の

他
の

問

題
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

過

程
で

生
じ

て
い

る
問

題

や
、

効
果

発
現

に
影

響
を

与
え

た
要

因
は

あ
る

か
？

 

関
係

者
の

認
識

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
バ

イ
オ

燃
料

の
開

発
は

国
王

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
あ

る
。

M
O

S
T

長
官

が
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
R

/D
の

署
名

者
で

あ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
は

日
本

留
学

経
験

者
で

あ
り

、
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
ス

ム
ー

ズ
で

あ
り

、
タ

イ
側

関
係

者
を

う
ま

く
ま

と
め

て
く
れ

て
い

る
。

 
・
タ

イ
側

C
/P

3
機

関
、

日
本

側
専

門
家

と
の

関
係

が
良

好
で

あ
る

。
タ

イ
側

3
機

関
の

連
携

も
進

ん
で

い
る

。
 

・
P

TT
、

い
す

ゞ
タ

イ
グ

ル
ー

プ
等

の
民

間
企

業
か

ら
の

支
援

が
あ

っ
た

。
 

・
最

先
端

技
術

を
経

験
で

き
る

機
会

を
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

提
供

し
て

く
れ

て
い

る
。

 
・
B

D
F

製
造

の
た

め
の

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

を
必

要
量

（
1

回
に

1t
分

）
確

保
す

る
の

が
困

難
で

あ
る

。
入

手
で

き
る

際
に

ス
ト

ッ
ク

し
て

お
り

現
状

で
は

問
題

は
な

い
が

、
引

き
続

き
留

意
す

べ
き

事
項

で
あ

る
。

 
・
TI

S
TR

で
製

造
さ

れ
る

高
品

質
B

D
F、

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

残
渣

か
ら

の
バ

イ
オ

オ
イ

ル
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
影

響
す

る
。

 

妥 当 性 

政
策

・
ニ

ー

ズ
と

の
整

合

性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
タ

イ
の

政
策

と
整

合
性

が
取

れ
て

い
る

か
？

 

第
11

次
国

家
社

会
経

済
開

発
計

画
（
20

12
～

20
16

年
）
 

代
替

エ
ネ

ル
ギ

ー
開

発
計

画

（
20

12
～

20
21

年
）
 

行
政

資
料

、

研
究

者
/専

門

家
、

C
/P

 

・
第

11
次

国
家

社
会

経
済

開
発

計
画

（
20

12
～

20
16

年
）
で

は
、

開
発

の
方

向
性

と
し

て
、

低
炭

素
及

び
環

境
に

優
し

い

経
済

・
社

会
に

焦
点

を
当

て
た

自
然

資
源

及
び

環
境

資
本

の
改

善
が

、
エ

ネ
ル

ギ
ー

安
全

保
障

開
発

戦
略

と
し

て
、

バ
イ

オ
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
開

発
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
作

物
か

ら
の

バ
イ

オ
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
生

産
性

向
上

、
バ

イ
オ

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

効
率

的
活

用
等

が
含

ま
れ

て
い

る
。

持
続

的
な

自
然

資
源

・
環

境
管

理
戦

略
と

し
て

、
低

炭
素

及
び

環
境

に
優

し
い

社
会

へ
の

移
行

に
向

け
、

生
産

及
び

消
費

行
動

を
再

編
し

て
い

く
こ

と
が

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

 
・
代

替
エ

ネ
ル

ギ
ー

開
発

計
画

（
20

12
～

20
21

年
）
で

は
、

代
替

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

活
用

、
そ

の
技

術
産

業
開

発
、

高
効

率

代
替

エ
ネ

ル
ギ

ー
技

術
の

研
究

・
開

発
の

促
進

を
掲

げ
て

い
る

。
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
シ

ェ
ア

を
20

12
年

の
7,

41
3k

to
e

（
全

エ
ネ

ル
ギ

ー
需

要
の

10
%

）
か

ら
20

21
年

に
は

25
,0

00
kt

oe
（
同

25
%

）
に

す
る

こ
と

が
め

ざ
さ

れ
て

い
る

。
特

に
バ

イ
オ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
の

20
12

年
6

月
現

在
の

消
費

量
25

0
万

リ
ッ

ト
ル

/日
を

20
21

年
に

は
59

7
万

リ
ッ

ト
ル

/日
と

す
る

こ

と
が

め
ざ

さ
れ

て
い

る
。

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

日
本

の
開

発
援

助
政

策
と

整
合

性
が

取
れ

て
い

る
か

？
 

タ
イ

国
別

援
助

方
針

（
20

12
年

10
月

、
ド

ラ
フ

ト
）
 

 

JI
C

A
、

研
究

者
/専

門
家

 
・
同

方
針

（
案

）
で

は
、

「
研

究
能

力
向

上
及

び
研

究
機

関
・
研

究
者

間
の

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

強
化

」
「
環

境
・
気

候
変

動
対

策
」
が

掲
げ

ら
れ

て
い

る
。
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 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
対

象

地
域

・
社

会
、

受
益

者

（
C

/P
機

関
等

）
の

ニ

ー
ズ

に
対

応
し

て
い

る

か
？

 

技
術

協
力

に
対

す
る

C
/P

機
関

の

ニ
ー

ズ
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
N

S
TD

A
、

M
TE

C
：
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

、
特

に
バ

イ
オ

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

分
野

で
の

研
究

を
続

け
て

き
た

。
N

S
TD

A
 R

&
D

 
st

ra
te

gy
 (

20
11

-2
01

6)
で

は
、

en
er

gy
 &

 e
nv

iro
nm

en
tは

5 
fo

cu
s 

cl
us

te
rs

の
1

つ
で

あ
る

。
M

at
er

ia
ls

 f
or

 
E

ne
rg

y
は

M
TE

C
の

9 
R

es
ea

rc
h 

U
ni

tの
1

つ
で

あ
る

。
LC

A
ユ

ニ
ッ

ト
は

20
06

年
に

M
TE

C
に

設
置

さ
れ

た
。

 
・
TI

S
TR

：
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

、
特

に
バ

イ
オ

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

分
野

で
の

研
究

を
続

け
て

き
た

。
ミ

ッ
シ

ョ
ン

と
し

て
、

代
替

エ

ネ
ル

ギ
ー

の
研

究
開

発
が

あ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

の
技

術
移

転
、

研
究

活
動

の
参

加
を

通
じ

て
、

ス
タ

ッ
フ

及
び

組
織

の

研
究

開
発

能
力

が
向

上
し

て
い

る
。

 
・
K

M
U

TN
B

：
大

学
の

戦
略

と
し

て
、

研
究

者
の

研
究

活
動

実
施

の
支

援
（
研

究
者

の
能

力
向

上
）
、

人
材

育
成

、
パ

ー
ト

 

ナ
ー

機
関

と
の

連
携

づ
く
り

が
あ

る
。

エ
ネ

ル
ギ

ー
、

環
境

、
ロ

ボ
ッ

ト
は

大
学

の
優

先
分

野
で

あ
る

。
バ

イ
オ

エ
ネ

ル
ギ

ー

生
産

分
野

の
研

究
グ

ル
ー

プ
に

お
い

て
リ

ー
ダ

ー
と

な
る

こ
と

が
戦

略
で

あ
る

。
→

限
定

的
な

大
学

敷
地

に
お

い
て

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
活

動
ス

ペ
ー

ス
を

確
保

す
る

の
は

困
難

で
あ

る
が

、
学

長
が

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
用

に
建

物
を

優
先

的
に

割
り

当
て

て
く

れ
た

。
 

そ
の

他
 

詳
細

計
画

策
定

調
査

（
20

09
年

9
月

）
以

降
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
と

り
ま

く
環

境
の

変
化

は

な
い

か
？

 

関
係

者
の

認
識

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
20

05
～

20
06

年
に

は
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
ブ

ー
ム

が
あ

り
栽

培
を

奨
励

し
て

い
た

が
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

で
は

、

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

栽
培

面
積

に
つ

い
て

は
ト

ー
ン

ダ
ウ

ン
し

て
い

る
（
su

pp
ly

 c
ha

in
の

構
築

は
遅

れ
気

味
で

あ
る

）
。

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
は

他
の

作
物

と
比

べ
て

経
済

的
な

競
争

力
が

低
く
、

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

栽
培

へ
の

関
心

が
減

少
し

て
い

る
（
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
よ

り
も

オ
イ

ル
パ

ー
ム

に
農

業
分

野
の

関
心

が
シ

フ
ト

し
て

い
る

）
。

→
原

料
の

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

確
保

が
困

難
な

状
況

に
な

っ
て

い
る

。
 

・
タ

イ
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
は

20
11

年
5

月
に

B
D

F5
の

政
策

を
マ

ン
デ

ー
ト

し
た

。
タ

イ
政

府
の

興
味

が
B

D
F5

→
B

D
F1

0
に

シ
フ

ト
し

つ
つ

あ
る

。
 

有 効 性 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成

予
測

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま

で
に

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

の
見

込
み

は
あ

る
か

？
 

投
入

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

、
活

動

の
状

況
 

関
係

者
の

認
識

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
上

記
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
状

況
・
見

込
み

を
参

照
。

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の

達
成

を
促

進
・
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
？

 

関
係

者
の

認
識

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
タ

イ
政

府
か

ら
の

支
援

状
況

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

に
影

響
す

る
。

 

因
果

関
係

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

（
成

果
）

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

を
達

成
す

る
の

に
十

分
か

？
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

実
績

 
関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
上

記
成

果
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

状
況

・
見

込
み

を
参

照
。

 

効 率 性 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成

度
は

適
切

か
？

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
 上

記
活

動
状

況
、

成
果

達
成

状
況

を
参

照
。

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

達
成

を

促
進

・
阻

害
し

て
い

る

要
因

は
あ

る
か

？
 

関
係

者
の

認
識

 
研

究
者

/専
門

家
、

C
/P

 
・
洪

水
の

被
害

を
受

け
た

。
し

か
し

短
期

間
で

復
旧

工
事

が
完

了
し

た
。

復
旧

費
用

は
JI

C
A

全
額

負
担

で
あ

り
、

こ
れ

に
対

し
タ

イ
側

は
感

謝
し

て
い

る
。

 
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

早
い

段
階

で
パ

イ
ロ

ッ
ト

プ
ラ

ン
ト

で
高

品
質

B
D

F
が

製
造

で
き

た
こ

と
に

よ
り

、
関

係
者

の
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ

ン
を

維
持

で
き

た
。

 
・
K

M
U

TN
B

：
C

/P
は

す
べ

て
講

師
で

あ
る

た
め

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

実
験

に
十

分
な

時
間

が
割

け
な

い
。

関
係

す
る

学
生

も
経

験
が

1～
2

年
と

短
い

。
 

94－  －



 

13
 

 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

因
果

関
係

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

産
出

の

た
め

の
投

入
（

質
、

量
・
コ

ス
ト

、
タ

イ
ミ

ン

グ
）

は
適

切
で

あ
る

か
？

 

投
入

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

 
関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
日

本
人

の
専

門
家

の
タ

イ
派

遣
は

頻
繁

で
あ

っ
た

方
が

い
い

が
今

の
状

態
で

も
問

題
は

な
し

。
 

機
材

に
つ

い
て

 
・
機

材
調

達
は

、
タ

イ
側

か
ら

の
要

請
に

基
づ

き
、

タ
イ

・
日

本
側

で
協

議
し

仕
様

を
決

め
る

。
特

に
、

cu
st

om
 m

ad
e

の
も

の
は

、
協

議
を

重
ね

て
い

る
。

JI
C

A
タ

イ
事

務
所

が
調

達
・
検

収
を

実
施

。
 

・
TI

S
TR

の
P

P
（
+脱

ガ
ム

装
置

）
は

産
総

研
が

調
達

し
た

が
、

タ
イ

側
の

イ
ン

フ
ラ

（
電

源
、

水
源

）
が

整
備

さ
れ

て
お

ら

ず
、

設
置

が
多

少
遅

延
し

た
。

 
・
S

A
TR

E
P

S
案

件
で

は
、

新
た

な
分

野
を

対
象

に
す

る
ケ

ー
ス

が
多

い
。

調
達

機
材

に
つ

い
て

も
前

例
が

な
く
、

調
達

後
に

m
od

ifi
ca

tio
n

が
必

要
な

ケ
ー

ス
も

あ
り

（
例

：
TI

S
TR

設
置

の
流

動
層

急
速

熱
分

解
炉

）
。

機
材

の
変

更
パ

ー
ツ

を
日

本

で
調

達
す

る
際

に
は

時
間

を
要

す
る

。
こ

う
し

た
場

合
の

予
算

手
当

に
つ

き
事

前
に

考
慮

す
べ

き
。

 
・
実

験
活

動
を

進
め

た
い

の
で

機
材

の
追

加
供

与
の

リ
ク

エ
ス

ト
が

あ
っ

た
。

タ
イ

側
か

ら
の

機
材

供
与

も
必

要
で

あ
る

。
 

本
邦

研
修

 
・
C

/P
研

究
者

の
意

見
を

聞
き

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

を
調

整
し

て
い

る
。

期
間

・
時

期
と

も
に

適
切

で
あ

る
。

研
修

人
数

の
増

加
リ

ク
エ

ス
ト

も
あ

り
。

 
・
タ

イ
側

で
の

研
究

活
動

と
直

接
関

連
し

た
内

容
で

あ
る

。
そ

の
分

野
で

の
専

門
性

が
高

い
日

本
人

専
門

家
か

ら
の

指
導

は
適

切
で

あ
っ

た
。

実
験

方
法

、
研

究
手

法
等

を
学

べ
た

。
バ

イ
オ

オ
イ

ル
改

質
に

つ
き

自
信

が
も

て
た

。
 

・
研

修
で

学
ん

だ
こ

と
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

研
究

活
動

及
び

他
の

研
究

活
動

に
生

か
し

て
い

る
（
研

修
と

実
際

の
活

用
と

の
相

違

が
あ

る
場

合
は

、
適

宜
日

本
人

専
門

家
に

相
談

し
て

い
る

）
。

他
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

・
学

生
に

も
共

有
し

て
い

る
。

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
産

出
の

た
め

の
活

動
（

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
）
は

適

切
で

あ
る

か
？

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
実

績
、

活
動

の
状

況
 

関
係

者
の

認
識

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
上

記
活

動
状

況
、

成
果

達
成

状
況

を
参

照
。

 

イ ン パ ク ト 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
め

ざ
す

方

向
と

の
合

致
 

（
上

位
目

標

達
成

の
見

込

み
）
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に

よ
り

最
終

的
に

め
ざ

す

方
向

に
合

致
し

て
い

る

か
？

そ
の

道
筋

は
ど

の
よ

う
に

想
定

さ
れ

る

か
？

 
上

位
目

標
は

達
成

さ

れ
る

見
込

み
か

？
上

位
目

標
の

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ
る

か
？

 

投
入

・
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

、
活

動

の
状

況
 

関
係

者
の

認
識

 

研
究

者
/専

門

家
、

C
/P

 
・
上

位
目

標
（
開

発
し

た
技

術
の

普
及

）
の

達
成

は
大

い
に

見
込

め
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
B

D
F

製
造

は
、

既
存

技
術

＋
部

分
水

素
化

技
術

に
よ

る
。

部
分

水
素

化
技

術
は

、
付

帯
技

術
と

し
て

使
え

る
た

め
、

今
後

の
普

及
が

期
待

さ
れ

る
。

水
素

化
脱

酸
素

化
技

術
は

、
TO

Y
O

TA
 +

 J
X

-E
N

E
O

S
が

タ
イ

政
府

に
提

案
し

て
お

り
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

に
も

含
ま

れ
て

い
る

。
た

だ
し

、
こ

れ
は

大
型

精
油

所
へ

の
適

用
と

な
る

。
B

D
F

生
産

は
中

小
企

業
が

担
っ

て
お

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
提

案
の

部
分

水
素

化
技

術
は

中
小

B
D

F
製

造
業

に
付

帯
技

術
と

し
て

適
用

で
き

る
。

 
・
B

D
F1

0%
は

タ
イ

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

も
期

待
し

て
お

り
、

こ
れ

が
m

an
da

te
と

な
れ

ば
、

更
な

る
支

援
が

得
ら

れ
、

普
及

が
加

速
化

す
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
普

及
（
そ

の
対

象
）
、

実
用

化
に

つ
き

検
討

す
べ

き
で

あ
る

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

に
つ

い
て

は
、

外
部

関
係

機
関

と
協

議
を

始

め
て

い
る

。
高

品
質

B
D

F
及

び
残

渣
か

ら
の

バ
イ

オ
オ

イ
ル

製
造

技
術

に
つ

き
、

成
果

が
あ

れ
ば

、
今

後
の

関
連

活
動

へ
の

予
算

の
可

能
性

が
出

て
く
る

。
 

・
タ

イ
は

さ
ま

ざ
ま

な
バ

イ
オ

マ
ス

原
料

が
あ

る
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

は
さ

ま
ざ

ま
な

原
料

や
違

う
分

野
に

適
用

で
き

る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
供

給
ポ

テ
ン

シ
ャ

ル
の

関
連

か
ら

、
タ

イ
、

周
辺

国
の

農
業

政
策

も
確

認
す

る
必

要
が

あ
る

。
 

95－  －
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 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

波
及

効
果

 

政
策

・
経

済
・
社

会
文

化
的

側
面

・
環

境
・
技

術
面

へ
の

影
響

は
あ

る
か

？
 

該
当

す
る

事
例

の
確

認
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

能
力

向
上

に
つ

い
て

 
・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

よ
り

（
供

与
機

材
含

む
）
、

C
/P

機
関

・
研

究
者

の
能

力
は

向
上

し
た

（
知

識
・
技

術
が

向
上

し
た

、
新

た
な

分
野

の
知

識
・
技

術
の

取
得

）
。

 
・
向

上
し

た
知

識
・
技

術
：
製

造
技

術
、

品
質

向
上

技
術

（
脱

酸
素

技
術

）
、

検
査

技
術

、
測

定
方

法
、

分
析

方
法

、
触

媒
反

応
手

法
、

解
毒

技
術

、
実

験
機

器
・
用

具
の

取
り

扱
い

方
法

、
LC

A
算

出
方

法
 

・
ス

ム
ー

ズ
に

タ
ス

ク
を

実
施

で
き

る
よ

う
に

な
っ

た
：
問

題
に

対
処

で
き

る
、

機
器

が
取

り
扱

え
る

、
実

験
・
検

査
・
分

析
の

ス

ム
ー

ズ
な

実
施

。
 

・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
結

果
を

大
学

で
の

教
授

、
他

の
研

究
活

動
に

活
用

し
て

い
る

。
 

・
高

品
質

B
D

F
の

製
造

、
有

効
な

触
媒

の
特

定
等

、
成

果
が

出
て

い
る

。
 

・
S

C
会

議
、

研
究

成
果

発
表

会
、

学
会

等
で

の
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

っ
て

い
る

。
 

・
学

生
の

論
文

（
m

as
te

r、
ba

ch
el

or
）
（
学

生
で

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

連
の

研
究

を
行

っ
て

い
る

ケ
ー

ス
あ

り
）
、

学
術

論
文

の

作
成

。
 

社
会

実
装

/実
用

化
に

つ
い

て
 

・
成

果
発

表
会

に
は

外
部

機
関

か
ら

の
参

加
が

あ
り

（
50

名
程

度
出

席
、

石
油

分
野

関
係

者
も

参
加

）
、

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

が
広

が
っ

て
い

る
。

ま
た

、
実

車
試

験
は

、
タ

イ
側

も
広

報
活

動
を

行
っ

て
お

り
、

テ
レ

ビ
番

組
で

取
り

上
げ

ら
れ

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
へ

の
注

目
が

集
ま

っ
て

い
る

。
 

・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
啓

発
の

た
め

の
事

例
と

し
て

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
取

り
上

げ
ら

れ
て

い
る

。
 

・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
研

究
課

題
で

あ
る

各
要

素
技

術
は

、
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
以

外
の

バ
イ

オ
マ

ス
か

ら
の

バ
イ

オ
オ

イ
ル

製
造

及

び
輸

送
用

燃
料

製
造

等
に

適
用

可
能

で
あ

る
。

→
予

算
が

確
保

さ
れ

れ
ば

、
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
レ

ベ
ル

で
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
プ

ラ
ン

ト
の

設
置

、
他

原
料

の
活

用
を

考
え

ら
れ

る
。

 
・
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
残

渣
由

来
の

バ
イ

オ
オ

イ
ル

は
、

輸
送

用
燃

料
基

材
の

ほ
か

、
幅

広
い

用
途

が
期

待
さ

れ
る

。
特

に
、

地
場

産
業

に
お

け
る

活
用

が
図

ら
れ

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

 
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

る
負

の
影

響
は

あ
る

か
？

そ
れ

を
軽

減
す

る
対

策
は

と
ら

れ

て
い

る
か

？
 

該
当

す
る

事
例

の
確

認
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
特

段
な

し
。

 

持 続 性 

政
策

・
制

度
面

 

政
策

・
制

度
面

で
の

支

援
は

協
力

終
了

後
も

継
続

す
る

見
込

み

か
？

 

関
連

政
策

・
法

規
の

動
向

、
行

政
幹

部
の

認
識

 
行

政
資

料
、

行
政

幹
部

、

研
究

者
/専

門

家
、

C
/P

 

・
A

E
D

P
で

は
、

バ
イ

オ
燃

料
利

用
増

加
の

た
め

の
技

術
的

so
lu

tio
n

が
求

め
ら

れ
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

は
活

用

で
き

る
。

同
計

画
で

は
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
活

用
が

掲
げ

ら
れ

て
お

り
、

基
本

的
に

は
同

分
野

に
対

す
る

タ
イ

政
府

の
支

援
は

見
込

め
る

。
 

・
タ

イ
が

A
S

E
A

N
の

バ
イ

オ
エ

ネ
ル

ギ
ー

開
発

の
拠

点
に

な
る

こ
と

が
決

定
す

れ
ば

、
支

援
及

び
予

算
に

つ
い

て
も

更
に

確
保

さ
れ

る
。

 
・
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
対

す
る

、
タ

イ
政

府
か

ら
の

具
体

的
支

援
見

通
し

は
不

明
で

あ
る

。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
開

発
さ

れ
た

技

術
次

第
で

も
あ

る
。

関
係

機
関

と
の

協
議

を
進

め
、

働
き

か
け

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

96－  －
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 大
項

目
 

小
項

目
 

調
査

の
視

点
/調

査

事
項

 
確

認
す

べ
き

指
標

/活
動

/情
報

/ 
デ

ー
タ

 
情

報
源

・
調

査
手

法
注

 
調

査
結

果
 

財
政

・
組

織

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果

を
持

続
す

る
た

め
の

十
分

な
予

算
確

保
が

見
込

め
る

か
？

 

投
入

実
績

、
予

算
措

置
の

動
向

 
関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
C

/P
 

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

（
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

）
は

政
府

の
優

先
分

野
で

あ
る

こ
と

は
今

後
も

続
く
。

基
盤

研
究

で
あ

る
た

め
に

予
算

の

継
続

は
大

い
に

見
込

め
る

。
 

・
実

用
化

、
関

連
研

究
の

継
続

に
つ

い
て

は
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

か
ら

の
支

援
次

第
で

あ
る

。
部

分
水

素
化

に
よ

る
ア

ッ
プ

グ

レ
ー

デ
ィ

ン
グ

技
術

は
既

存
デ

ィ
ー

ゼ
ル

生
産

に
適

用
で

き
る

（
非

食
糧

系
だ

け
な

く
、

食
糧

系
に

も
適

用
可

能
）
。

BD
F

混
合

比
率

を
高

め
る

こ
と

を
エ

ネ
ル

ギ
ー

省
が

マ
ン

デ
ー

ト
と

考
え

る
と

、
こ

の
技

術
展

開
へ

の
支

援
は

得
ら

れ
る

こ
と

が

大
い

に
見

込
め

る
。

 
・
N

S
TD

A
：
機

材
供

与
へ

の
支

援
を

タ
イ

側
で

行
う

の
は

難
し

い
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

タ
イ

政
府

開
発

計
画

と
関

連
し

て
お

り
、

関
連

研
究

活
動

（
継

続
、

レ
ベ

ル
ア

ッ
プ

）
を

提
案

す
る

こ
と

は
で

き
、

承
認

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
。

機
材

も
既

に
あ

り
、

人
材

も
育

っ
て

き
て

い
る

の
で

持
続

性
は

高
い

。
 

・
M

TE
C

：
優

先
分

野
で

あ
る

こ
と

か
ら

自
己

資
金

は
確

保
で

き
る

。
N

S
TD

A
の

環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

ク
ラ

ス
タ

ー
か

ら
の

予

算
配

分
は

大
い

に
見

込
め

る
。

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

と
話

を
始

め
て

い
る

が
、

具
体

的
支

援
に

つ
い

て
は

今
の

と
こ

ろ
不

確

か
。

 
・
TI

S
TR

：
TI

S
TR

内
で

プ
ラ

イ
オ

リ
テ

ィ
は

高
い

。
民

間
部

門
か

ら
の

支
援

可
能

性
は

あ
る

が
、

知
的

財
産

権
等

に
つ

き
協

議
の

必
要

が
あ

る
。

研
究

活
動

の
進

捗
を

考
慮

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

の
予

算
確

保
に

つ
い

て
進

め
る

予
定

。
 

・
K

M
U

TN
B

：
優

先
分

野
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
政

府
支

援
は

見
込

め
る

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果

を
持

続
す

る
た

め
の

活
動

を
実

施
す

る
組

織
能

力
（
人

材
配

置
、

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

）

は
備

わ
っ

て
い

る

か
？

 

投
入

実
績

 
関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
C

/P
 

・
日

本
人

専
門

家
の

ガ
イ

ダ
ン

ス
は

引
き

続
き

必
要

で
あ

る
が

、
問

題
が

起
き

た
と

き
へ

の
対

処
能

力
は

既
に

備
わ

っ
て

き

て
い

る
。

 
・
関

連
研

究
を

C
/P

機
関

自
身

で
継

続
す

る
十

分
な

能
力

は
備

わ
っ

て
き

て
い

る
。

し
か

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

日
本

側
と

の
連

携
は

維
持

し
た

い
旨

の
希

望
が

C
/P

機
関

よ
り

あ
り

。
 

技
術

面
 

投
入

さ
れ

た
資

機
材

の
管

理
は

適
切

に
行

わ
れ

て
い

る
か

？
 

C
/P

に
よ

る
資

機
材

の
整

備
能

力
・

整
備

状
況

、
関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
良

好
な

状
況

で
、

適
切

に
管

理
さ

れ
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

研
究

活
動

に
十

分
に

活
用

さ
れ

て
い

る
。

 

移
転

さ
れ

た
技

術
・
知

識
は

C
/P

機
関

内
で

定
着

す
る

見
込

み

か
？

 

C
P

の
技

術
・
知

識
習

得
状

況
、

関

係
者

の
認

識
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
N

S
TD

A
と

TI
S

TR
は

再
生

エ
ネ

ル
ギ

ー
、

特
に

バ
イ

オ
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
そ

の
研

究
の

方
向

性
と

し
て

お
り

、
同

研
究

へ
の

研
究

者
へ

の
ア

サ
イ

ン
は

今
後

も
可

能
で

あ
る

。
 

・
3 

C
/P

機
関

で
は

人
の

異
動

は
少

な
い

。
 

阻
害

要
因

 

持
続

性
を

阻
害

す
る

そ
の

他
の

要
因

は
あ

る
か

？
 

関
係

者
の

認
識

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

資
料

、
研

究

者
/専

門
家

、
C

/P
 

・
原

料
と

し
て

の
、

ジ
ャ

ト
ロ

フ
ァ

の
ア

ベ
イ

ラ
ビ

リ
テ

ィ
ー

及
び

コ
ス

ト
は

、
タ

イ
政

府
の

政
策

、
実

用
化

に
も

影
響

を
与

え
る

。

原
料

作
物

の
確

保
（
ジ

ャ
ト

ロ
フ

ァ
栽

培
）
に

つ
き

、
周

辺
国

と
の

連
携

が
必

要
で

あ
る

。
 

 

注
）
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
資

料
：

詳
細

計
画

策
定

調
査

時
ミ

ニ
ッ

ツ
、

R
/D

、
事

前
評

価
表

、
中

間
評

価
実

施
報

告
書

、
業

務
調

整
員

活
動

報
告

書
、

JC
C

ミ
ニ

ッ
ツ

、
そ

の
他

各
種

資
料

 
 

調
査

手
法

：
資

料
の

レ
ビ

ュ
ー

、
関

係
者

（
研

究
者

、
C

/P
）
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

 
関

係
者
：

＜
タ

イ
側

＞
国

家
科

学
技

術
開

発
庁

（
N

S
TD

A
）
、

国
家

金
属

材
料

技
術

セ
ン

タ
ー

（
M

TE
C

）
、

科
学

技
術

研
究

院
（
TI

S
TR

）
、

モ
ン

ク
ッ

ト
王

工
科

大
学

ノ
ー

ス
バ

ン
コ

ク
（
K

M
U

TN
B

）
 

 
＜

日
本

側
＞

(独
)産

業
技

術
総

合
研

究
所

（
A

IS
T）

、
早

稲
田

大
学

（
W

U
）
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添
付

資
料

-3
 

Pr
oj

ec
t D

es
ig

n 
M

at
rix

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
名

：
 

非
食

糧
系

バ
イ
オ
マ
ス
の

輸
送

用
燃

料
化

基
盤

技
術

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期

間
：
 

20
10

年
5月

16
日

～
20

15
年

3月
31

日
  

対
象

機
関

：
 

国
家

科
学

技
術

開
発

庁
（
N

S
TD

A
）
 

 
 

 
科

学
技

術
研

究
院

（
TI

S
TR

）
 

 
 

 
モ
ン
ク
ッ
ト
王

工
科

大
学

ノ
ー
ス
バ

ン
コ
ク
（
K

M
U

TN
B
）
 

 
 

対
象

国
：
 

タ
イ
国

 
日

付
：
 

20
12

年
12

月
4日

 
受

益
者

：
 

タ
イ
国

に
お
い
て
バ

イ
オ
燃

料
開

発
に
関

係
す
る
、
研

究
者

、
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
会

社
、
政

策
立

案
者

 
V

er
si

on
 N

o.
: 

P
D

M
 0

1 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
要

約
 

指
標

 
入

手
手

段
 

外
部

条
件

 
上

位
目

標
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
改

良
さ
れ

た
非

食
糧

系
バ

イ
オ
マ
ス
に
よ
る

バ
イ
オ
燃

料
製

造
技

術
が

タ
イ
で
普

及
す
る
。

 

 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
改

良
さ
れ

た
非

食
糧

系
バ

イ
オ
マ
ス
に
よ
る
バ

イ
オ
燃

料
製

造
技

術
が

、
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

タ
イ
側

研
究

機
関

の
活

動
（
セ
ミ
ナ
ー
、
研

修
コ
ー
ス
、
技

術
サ

ー
ビ
ス
等

）
を
通

じ
て
、

20
19

年

ま
で
に
タ
イ
の

研
究

者
及

び
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
会

社
に
普

及
す
る
。

 

 本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

タ
イ
側

研
究

機
関

に
よ
る
セ

ミ
ナ
ー
、
研

修
コ
ー
ス
、
技

術
サ

ー
ビ
ス
へ

の

参
加

者
へ

の
質

問
票

か
ら
の

情
報

 

 -
バ

イ
オ
燃

料
に
関

す
る
タ
イ
政

府
政

策
が

変
更

さ
れ

な
い
。

 
-
原

油
価

格
が

現
在

の
レ
ベ
ル

か
ら
下

落
し
な
い
。

 
-
普

及
の

た
め
の

予
算

が
提

供
さ
れ

る
。

 
 非

食
糧

系
バ

イ
オ
マ
ス
で
あ
る
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
を
用

い
た
輸

送
燃

料

製
造

の
基

盤
技

術
が

開
発

さ
れ

る
。

 

 1.
 東

ア
ジ
ア
サ

ミ
ッ
ト
推

奨
品

質
〔
従

来
の

E
U
規

格
（
E

N
14

21
4）

の

酸
化

安
定

性
6
時

間
を

10
時

間
以

上
に
強

化
〕
を
確

保
し
た
、

B
D

F
を

1
日

1t
規

模
で
製

造
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

 
2.

 研
究

で
適

用
さ
れ

た
技

術
に
よ
り
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
か

ら
製

造
・
改

質
さ
れ

た
バ

イ
オ
燃

料
の

品
質

が
石

油
系

ガ
ソ
リ
ン
や

軽
油

品
質

（
硫

黄
分

10
pp

m
未

満
、
酸

素
分

0.
1
質

量
%
未

満
）
を
ク
リ
ア
す

る
。

 

 -
各

Ta
sk

課
題

に
係

る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ

会
議

の
報

告
書

 
-
四

半
期

進
捗

報
告

書
 

-
年

報
 

-
A

IS
T-

N
S

TD
A

/M
TE

C
-T

IS
TR

-K
M

U
TN

B
合

同
会

議
報

告
書

 

 -
タ
イ
に
お
け
る
バ

イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル

振

興
に
係

る
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
に
従

い
、
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
が

十
分

に
増

産
さ

れ
る
。

 
-
高

品
質

B
D

F
実

用
化

の
た
め
の

研

究
費

が
確

保
さ
れ

る
。

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
（
成

果
）
 

（
研

究
成

果
1）

 
【
Ta

sk
 1
】
 

1.
 毒

性
懸

念
の

な
い
バ

イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル

燃
料

（
B

D
F）

製
造

の
た

め
の

解
毒

化
技

術
が

開
発

さ
れ

る
。

 
2.

 標
準

化
さ
れ

た
高

品
質

B
D

F
製

造
プ
ラ
ン
ト
化

技
術

が
開

発
さ

れ
る
。

 
3.

 ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ

B
D

F
の

改
質

の
た
め
の

触
媒

利
用

技
術

が
開

発

さ
れ

る
。

 
4.

 ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
オ
イ
ル

留
分

か
ら
の

高
品

質
B

D
F
製

造
の

C
O

2

削
減

効
果

が
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
LC

A
）
に
よ
っ
て
明

ら
か

に
さ
れ

る
。

 
【
Ta

sk
 4
】
 

5.
 高

品
質

B
D

F
の

自
動

車
燃

料
適

合
性

が
実

証
さ
れ

る
。

 
 

 1.
 2

01
2
年

ま
で
に
、

B
D

F
に
含

ま
れ

る
毒

性
（
ホ
ル

ボ
ー
ル

エ
ス
テ

ル
）
の

含
有

量
が

安
全

な
レ
ベ
ル

ま
で
低

下
す
る
。

 
2.

 2
01

2
年

ま
で
に
、
解

毒
化

対
策

及
び
酸

化
安

定
性

向
上

対
策

を
組

み
込

ん
だ

B
D

F
製

造
プ
ラ
ン
ト
（
1
日

1t
規

模
）
が

、
タ
イ
の

ジ
ャ
ト
ロ

フ
ァ
オ
イ
ル

留
分

を
使

っ
て
連

続
運

転
が

可
能

に
な
る
。

 
3.

 2
01

4
年

ま
で
に
、

B
D

F
の

品
質

が
東

ア
ジ
ア
サ

ミ
ッ
ト
推

奨
品

質
及

び
世

界
燃

料
憲

章
バ

イ
オ
デ
ィ
ー
ゼ
ル

ラ
イ
ン
を
ク
リ
ア
す
る
。

 
4.

 2
01

4
年

ま
で
に
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
提

案
さ
れ

た
高

品
質

B
D

F
製

造

プ
ロ
セ
ス
の

C
O

2
排

出
量

が
LC

A
に
よ
っ
て
算

出
さ
れ

る
。

 
5.

 2
01

3
年

ま
で
に
、
材

料
適

合
性

評
価

、
エ
ン
ジ
ン
燃

焼
特

性
評

価

に
よ
り
、

B
D

F
混

合
軽

油
の

自
動

車
燃

料
適

合
性

が
実

証
さ
れ

る
。

 

 -
各

Ta
sk

課
題

に
係

る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ

会
議

の
報

告
書

 
-
四

半
期

進
捗

報
告

書
 

-
年

報
 

-
A

IS
T-

N
S

TD
A

/M
TE

C
-T

IS
TR

-K
M

U
TN

B
合

同
会

議
報

告
書

 

 自
動

車
エ
ン
ジ
ン
技

術
に
大

幅
な
革

新
が

な
い
。
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（
研

究
成

果
2）

 
【
Ta

sk
 2
】
 

6.
 急

速
熱

分
解

に
よ
る
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
か

ら
の

バ
イ
オ
オ
イ
ル

製
造

技
術

が
開

発
さ
れ

る
。

 
7.

 バ
イ
オ
オ
イ
ル

分
離

・
安

定
化

技
術

が
開

発
さ
れ

る
。

 
【
Ta

sk
 3
】
 

8.
 バ

イ
オ
オ
イ
ル

を
石

油
系

ガ
ソ
リ
ン
及

び
軽

油
品

質
ま
で
に
向

上
さ
せ

る
た
め
の

脱
酸

素
化

及
び
水

素
化

精
製

技
術

が
開

発
さ

れ
る
。

 
9.

 現
行

の
石

油
精

製
設

備
で
の

利
用

を
想

定
し
た
、
バ

イ
オ
オ
イ

ル
と
石

油
基

材
の

混
合

処
理

技
術

が
開

発
さ
れ

る
。

 
10

. 
バ

イ
オ
燃

料
製

造
の

C
O

2
削

減
効

果
が

LC
A
に
よ
っ
て
明

ら

か
に
さ
れ

る
。

 
【
Ta

sk
 4
】
 

11
. 
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ
燃

料
（
石

油
と
の

混
合

油
を
含

む
）
の

自
動

車
燃

料
適

合
性

が
実

証
さ
れ

る
。

 

 6.
1 

20
12

年
ま
で
に
、
酸

素
分

が
40

質
量

%
以

下
に
な
る
脱

酸
素

化

用
急

速
熱

分
解

触
媒

が
開

発
さ
れ

る
。

 
6.

2 
20

14
年

ま
で
に
、

1
日

当
た
り
処

理
量

50
0k

g
の

触
媒

を
利

用
し

た
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
急

速
熱

分
解

炉
が

開
発

さ
れ

る
。

 
7.

1 
20

13
年

ま
で
に
、
生

成
バ

イ
オ
オ
イ
ル

中
の

固
体

微
小

粒
子

や

水
溶

性
分

を
分

離
し
、
輸

送
燃

料
原

料
と
な
る
非

水
溶

性
燃

料
を
選

択
的

に
分

離
す
る
バ

イ
オ
オ
イ
ル

分
離

・
安

定
化

技
術

が
構

築
さ
れ

る
。

 
7.

2 
20

14
年

ま
で
に
、
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
型

の
分

離
・
安

定
化

処
理

装
置

が

開
発

さ
れ

る
。

 
8.

 2
01

2
年

ま
で
に
、
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ
オ
イ
ル

の
酸

素

分
が

10
~2

0
質

量
%
に
低

減
さ
れ

る
。

 
9.

 2
01

4
年

ま
で
に
、
石

油
精

製
条

件
下

で
混

合
処

理
さ
れ

た
、
脱

酸

素
バ

イ
オ
オ
イ
ル

と
石

油
留

分
に
よ
る
高

品
質

ガ
ソ
リ
ン
及

び
軽

油

の
品

質
が

石
油

系
ガ
ソ
リ
ン
及

び
軽

油
の

品
質

基
準

を
満

た
す
。

（
硫

黄
分

10
-5

0p
pm

未
満

、
酸

素
分

0.
1
質

量
%
未

満
）
 

10
. 2

01
4
年

ま
で
に
、
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
の

熱
分

解
に
よ
る
バ

イ
オ
オ

イ
ル

製
造

及
び
輸

送
燃

料
向

け
改

質
の

プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る

C
O

2
排

出
量

が
LC

A
に
よ
っ
て
算

出
さ
れ

る
。

 
11

. 2
01

4
年

ま
で
に
、
材

料
適

合
性

評
価

、
エ
ン
ジ
ン
燃

焼
特

性
評

価

に
よ
り
、
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
の

バ
イ
オ
燃

料
（
石

油
混

合
油

を
含

む
）
の

自
動

車
燃

料
適

合
性

が
実

証
さ
れ

る
。

 

 -
各

Ta
sk

課
題

に
係

る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ

会
議

の
報

告
書

 
-
四

半
期

進
捗

報
告

書
 

-
年

報
 

-
A

IS
T-

N
S

TD
A

/M
TE

C
-T

IS
TR

-K
M

U
TN

B
合

同
会

議
報

告
書

 

 

（
人

材
育

成
・
技

術
移

転
、

B
D

F
製

造
技

術
の

実
用

化
）
 

【
Ta

sk
 5
】
 

12
. 
バ

イ
オ
燃

料
製

造
及

び
利

用
に
係

る
研

究
者

が
育

成
さ
れ

る
。

 
13

. B
D

F
製

造
技

術
の

実
用

化
に
向

け
て
の

準
備

が
整

う
。

 

 12
. C

/P
機

関
の

研
究

者
の

学
会

発
表

、
論

文
等

の
事

績
が

増
加

す

る
。

 
13

.1
 B

D
F
製

造
技

術
の

実
用

化
に
向

け
た
課

題
（
出

発
原

料
、
技

術
・

経
済

性
・
環

境
負

荷
等

）
、
今

後
の

方
向

性
が

明
ら
か

に
さ
れ

る
。

 
13

.2
 B

D
F
製

造
技

術
の

実
用

化
に
向

け
て
の

ア
ク
シ
ョ
ン
（
一

次
産

業
・
企

業
さ
ら
に
は

周
辺

諸
国

と
の

連
携

強
化

等
）
が

と
ら
れ

る
。

 

-
上

記
報

告
書

 
-
論

文
、
学

会
発

表
実

績
 

-
実

用
化

に
向

け
た
課

題
及

び
今

後
の

ア
プ
ロ

ー
チ
案

 
-
実

用
化

に
向

け
て
の

ア
ク
シ
ョ
ン
実

績
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活
動

 
投

入
 

 
【
Ta

sk
 1
】
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
オ
イ
ル

か
ら
の

高
品

質
B

D
F
の

製
造

 
1.

1 
B

D
F
製

造
の

た
め
の

解
毒

化
技

術
の

研
究

を
行

う
。

 
2.

1 
パ

イ
ロ
ッ
ト
ス
ケ
ー
ル

で
の

標
準

化
さ
れ

た
高

品
質

B
D

F
製

造

プ
ラ
ン
ト
化

技
術

の
設

計
・
開

発
を
行

う
（
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
に
加

え
て

他
の

入
手

可
能

な
原

料
を
用

い
る
）
。

 
2.

2 
エ
ン
ジ
ン
テ
ス
ト
・
実

車
試

験
用

B
D

F
を
製

造
す
る
。

 
3.

1 
エ
ス
テ
ル

交
換

用
固

体
触

媒
を
特

定
す
る
。

 
3.

2 
酸

化
安

定
性

向
上

の
た
め
の

水
素

化
技

術
を
構

築
す
る
。

 
3.

3 
B

D
F
高

品
質

化
の

た
め
の

脱
金

属
技

術
を
構

築
す
る
。

 
3.

4 
B

D
F
の

詳
細

分
析

技
術

を
開

発
す
る
。

 
4.

1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
提

案
し
た
高

品
質

B
D

F
製

造
の

LC
A
を
行

う
。

 
 【
Ta

sk
 2
】
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
か

ら
の

バ
イ
オ
オ
イ
ル

製
造

 
6.

1 
急

速
熱

分
解

用
触

媒
を
探

索
す
る
。

 
6.

2 
バ

イ
オ
オ
イ
ル

製
造

用
急

速
熱

分
解

炉
の

研
究

・
開

発
を
行

う
。

 
7.

1 
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ
オ
イ
ル

の
分

離
技

術
の

設

計
・
研

究
を
行

う
。

 
7.

2 
バ

イ
オ
オ
イ
ル

の
安

定
化

向
上

の
た
め
の

技
術

の
研

究
・
開

発
を
行

う
。

 
 【
Ta

sk
 3
】
バ

イ
オ
オ
イ
ル

高
品

質
輸

送
用

燃
料

化
・
LC

A
評

価
 

8.
1 

バ
イ
オ
オ
イ
ル

の
脱

酸
素

化
技

術
の

研
究

・
開

発
を
行

う
。

 
8.

2 
バ

イ
オ
オ
イ
ル

の
改

質
の

た
め
の

触
媒

の
研

究
・
開

発
を
行

う
。

 
8.

3 
バ

イ
オ
オ
イ
ル

の
詳

細
分

析
技

術
を
開

発
す
る
。

 
9.

1 
脱

酸
素

化
し
た
バ

イ
オ
オ
イ
ル

と
石

油
基

材
の

混
合

処
理

技

術
の

研
究

・
開

発
を
行

う
。

 
10

.1
 急

速
熱

分
解

・
酸

化
安

定
化

プ
ロ
セ
ス
に
よ
る
バ

イ
オ
燃

料

製
造

・
改

質
に
関

す
る

LC
A
を
行

う
。

 
 【
Ta

sk
 4
】
高

品
質

B
D

F
及

び
ジ
ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
燃

料
の

輸

送
用

燃
料

適
合

性
評

価
 

5.
1 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
製

造
し
た
高

品
質

B
D

F
の

材
料

適
合

性
評

価

を
行

う
。

 
5.

2 
高

品
質

B
D

F
の

燃
焼

特
性

評
価

を
行

う
。

 
5.

3 
高

品
質

B
D

F
の

エ
ン
ジ
ン
特

性
評

価
を
行

う
。

 
5.

4 
高

品
質

B
D

F
の

燃
焼

特
性

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行

う
。

 
5.

5
高

品
質

B
D

F
の

実
車

走
行

試
験

を
行

う
。
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.1
 ジ

ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ
燃

料
（
石

油
と
の

混
合

油
を

含
む
）
の

材
料

適
合

性
評

価
を
行

う
。
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.2
 ジ

ャ
ト
ロ
フ
ァ
残

渣
由

来
バ

イ
オ
燃

料
（
石

油
と
の

混
合

油
を

含
む
）
の

燃
焼

特
性

評
価

を
行

う
。
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提

条
件

 
C

/P
機

関
の

研
究

費
が

確
保

さ
れ

る
。

 
 実

用
化

に
向

け
た
検

討
促

進
の

た
め

の
予

算
措

置
が

、
日

本
・
タ
イ
側

で
な

さ
れ

る
。
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【
Ta

sk
 5
】
人

材
育

成
・
技

術
移

転
及

び
B

D
F
製

造
技

術
の

実
用

化
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.1

 C
/P

機
関

研
究

者
に
対

す
る
、
技

術
指

導
、
研

修
、
セ
ミ
ナ
ー

等
を
実

施
す
る
。
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.1
 B

D
F
製

造
技

術
の

実
用

化
に
向

け
た
戦

略
を
検

討
す
る
。

 
13

.2
 B

D
F
製

造
技

術
の

実
用

化
に
向

け
て
関

連
機

関
（
一

次
産

業
・
周

辺
諸

国
を
含

む
産

業
界

・
大

学
・
国

）
と
の

情
報

交
換

・
協

議
を
行

い
、
連

携
強

化
を
図

る
。
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